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第１ 章 総  則 

 

1. 1 目  的 

 

 本指針は、 ガスの製造に関する保安設備の設置＊１ 及び維持管理に係わる事項を 規定する

こ と によっ て、 製造所の保安の確保を図るこ と を目的と する。 ＊２  

 

【 解  説】  

＊１  保安設備は、 維持管理を十分に考慮し 設置するこ と 。  

 特に、 設備の維持管理は外観目視検査が重要であるため、 可能な限り 外観目視検査が

行なえるよう に設置するこ と 。  

＊２  ガス工作物はガス事業法のほかに、 設備によっ ては関連する法令の適用を 受けている。

し たがっ て、本指針に掲げる以外の法令、基準についても 十分留意し なければなら ない。 

 

1. 2 適用範囲＊１ ＊２  

 

( 1)  本指針は、 原則と し てガス事業＊３ における製造設備に適用する。 ただし 、 供給所に設

置する設備であっ て製造設備に準ずるも の（ ガスホルダー、 圧送機等） についても 、 本指

針を適用する。  

( 2)  本指針は、 新設設備に適用する。 なお、 原則と し て既設設備にも 適用する。 ＊４  

( 3)  「 ガス工作物の技術上の基準を定める省令（ 平成 12 年 通商産業省令第 111 号、 以下

「 省令」 と いう 。）」 で規定さ れている適用除外、 経過措置＊５ を 、 本指針においても 適用

する。  

 

【 解  説】  

＊１  平成 12 年にガス工作物の技術基準が性能規定化さ れ、 その技術的内容は「 ガス工作

物技術基準の解釈例（ 以下「 解釈例」 と いう 。）」 に示さ れるこ と と なっ た｡「 解釈例」

はガス工作物の技術基準に定めら れた技術的要件を 満たすべき 技術的内容の一例を 具

体的に示し たも のと なっ ている。  

 本指針では、ガス工作物の技術基準への適合に関する基本的な事項であっ て「 解釈例」

の技術的内容によるこ と が適切と 判断し たも のについては、「 解釈例」 の内容を 記載せ

ずに、「 解釈例」 の条番と タ イ ト ルのみを「 関連条項」 と し て記載する方法を採用し た。  

＊２  先般の東日本大震災での甚大な津波被害を鑑みるに、 沿岸部の製造所においては、 津

波の想定、 津波発生時の被害の想定及び対策の検討を し なければなら ない。  

 具体的な検討にあたっ ては、 ２ 段階の津波レ ベルを 想定する中央防災会議の防災基本

計画で定めら れた考え方に基づき 、 対策が求めら れる。  
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 なお、 人命保護、 二次災害の防止のための対策を実施し なければなら ない。 また、 製

造機能維持、 早期復旧のための対策は、 必要に応じ 実施する こ と 。  

＊３  本指針は、 移動式ガス発生設備、 特定ガス発生設備、 臨時の製造設備（ 災害その他非

常の場合において、 やむを得ない一時的な工事により 設置さ れたガス発生設備等） には

適用し ない。  

＊４  「 指針と 要項について」 に自主基準の適用範囲を新設設備と 規定し ているが、 本指針

は、 製造所の保安の確保を 図ると いう 性質上、 既設設備にも 適用する 必要があるため、

既設設備も 適用範囲に含めている。  

 ただし 、 既設設備に即対応が困難な場合は、 改修時等に適合さ せる こ と が望まし い。 

＊５  具体的には、 省令第２ 条、 第 24 条及び第 40 条を指し ており 、 以下の通り である。  

( 1)  （ 適用除外）  

 第３ 章「 予防設備」 3. 4. 1「 圧力上昇防止装置の設置基準」 ( 1) 、 ( 2) の規定につい

ては、 次に掲げるガス工作物には適用し ない。  

( a)  ボイ ラ ー及び圧力容器安全規則（ 昭和 47 年９ 月 30 日 労働省令第 33 号） 第 59

条第１ 項の落成検査に合格し 、 又は同規則第 84 条第１ 項（ 同規則第 90 条の２ にお

いて準用する場合を含む。） の検定に合格し ている容器 

( b)  高圧ガス保安法（ 昭和 26 年 法律第 204 号） 第 41 条に規定する容器 

( c)  最高使用圧力が中圧又は低圧のガスの冷却の用に供する冷凍設備（ 冷凍保安規則

（ 昭和 41 年５ 月 25 日 通商産業省令第 51 号） 第 36 条第２ 項第一号に規定するも

のであっ て、 高圧ガス保安法第 57 条に規定する技術上の基準に適合するも のに限

る。）  

( 2)  （ 経過措置）  

 製造所が特定事業所と なっ た場合において、 それ以前に既に当該製造所に設置さ れ、

又は設置若し く は変更のための工事に着手し たガス工作物については、 以下の通り と

する。  

( a)  次の規定は適用し ない。  

( ⅰ)  第２ 章「 レイ アウト 」 2. 2「 保安区画」  

( ⅱ)  第２ 章「 レイ アウト 」 2. 4. 1「 液化ガス用貯槽相互間の距離」（ 水噴霧装置又

はこ れと 同等以上の防火上及び消火上有効な能力を 有する 設備を 設置し てい

る場合に限る。）  

( b)  特定事業所と なっ た日から ２ 年間は次の規定は適用し ない。  

( ⅰ)  第２ 章「 レイ アウト 」 2. 1. 3. 1「 特定事業所の境界線までの距離」  

( ⅱ)  第４ 章「 監視、 連絡設備」 4. 5. 1「 特定事業所の計器室」  

( ⅲ)  第５ 章「 拡大防止設備」 5. 1「 遮断装置」（ 特定事業所に係る部分に限る。）  

( ⅳ)  第５ 章「 拡大防止設備」 5. 3「 防液堤」（ 特定事業所に係る部分に限る。）  
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( c)  第２ 章「 レイ アウト 」 2. 1「 離隔距離」、 2. 1. 3「 特定事業所の離隔距離」、 2. 1. 3. 1 

「 特定事業所の境界線までの距離」 の適用については、「 境界線Ｂ 」 を 「 保安物件

（ 保安のための宿直施設を除く 。）」 と 読み替えて適用する。  

 

1. 3 用語の定義 

 

 本指針で使用する用語は、 ガス事業法（ 昭和 29 年 法律第 51 号）、 同法施行令（ 昭和 29

年政令第 68 号）、 同法施行規則（ 昭和 45 年 通商産業省令第 97 号）、 省令、 ガス工作物の技

術上の基準の細目を 定める告示（ 平成 12 年 通商産業省告示第 355 号、以下「 告示」と いう 。）、

解釈例で使用する用語の例による 。 ＊１  

 

【 解  説】  

＊１  ガス事業法、 同法施行令、 同法施行規則、 省令、 告示、 解釈例、 同解説に記載さ れて

いる用語の定義のう ち、 主なも のを次に示す。  

( 1)  「 ガス工作物」 と は、 ガス供給のために施設するガス発生設備、 ガスホルダー、 ガ

ス精製設備、 排送機、 圧送機、 整圧器、 導管、 受電設備その他の工作物及びこ れら の

附属設備であっ て、 ガス事業の用に供するも のをいう 。  

( 2)  「 特定事業所」 と は、 告示第５ 条に定める 以下の製造所をいう 。  

( a)  コ ン ビ ナート 地域（ 告示別表第１ に掲げる 地域を いう 。） 内にある 製造所であっ

て、 最高使用圧力が高圧のガス発生設備を 有するも の。  

( b)  最高使用圧力が高圧のガス発生設備又は液化ガスを 原料と する 最高使用圧力が

中圧若し く は低圧のガス発生設備を有する 製造所であっ て、 当該ガス発生設備の出

口（ 液化ガスを 原料と する最高使用圧力が中圧又は低圧のガス発生設備にあっ ては、

当該ガス発生設備の入口） における１ 日のガス発生量（ 標準状態における体積をい

う 。） の合計が 100 万 m３ 以上である も の。  

( 3)  「 製造設備」 と は、 ガス発生設備（ 移動式ガス発生設備を 除く 。） 並びにそのガス

発生設備と 一体と なっ てガスの製造の用に供さ れるガス精製設備、 ガスホルダー、 排

送機、 圧送機及び附帯設備の総合体をいう 。  

( 4)  「 ガス発生設備」 と は、 原料をガス化又は気化する設備であっ て、 ガス発生器又は

増熱器を いう 。「 ガス化」 と は、 原料に化学的変化を 与えるこ と により ガス体にする

こ と を いう 。 なお、 原料がガスである 場合も 含まれるこ と はいう までも ない。「 気化」

と は、 文字通り 液体原料に物理的変化を 与えてガス体にするこ と を いう 。 なお、「 増

熱器」 には増熱を目的と し て熱量調整するために使用さ れる「 液化石油ガス（ Ｌ Ｐ Ｇ ）

気化器」 が含まれる。  

( 5)  「 液化石油ガス発生設備」 と は、 ガス発生設備のう ち、 液化石油ガス（ Ｌ Ｐ Ｇ ） を

気化するこ と により ガスを 発生さ せる設備である。 こ の設備には、 気化器の他にベン

チュ リ ーミ キサー等の簡単な空気混合装置を 含めて考えるべき である。  
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( 6)  「 液化ガス用ガス発生設備」 と は、「 液化ガス」 を 気化し てガスを 発生さ せるガス

発生設備を いう 。  

( 7)  「 最高使用圧力」 と は、 ガス工作物の通常の使用状態（ 考えら れる不調時を含む。）

において使用する最高の圧力を いい、 その上限は構造上使用可能な圧力（ 設計圧力）

である。  

 例えば構造の強度の面から みると 、 0. 2MPa（ ゲージ圧力、 以下同じ 。） に耐える 設

備であっ ても 、 通常の使用方法では最高でも 20kPa までし か使用し ない場合には、 最

高使用圧力は 20kPa と なる 。 即ち、 最高使用圧力は、 構造上使用でき る範囲内で任意

に選ぶこ と になる。  

 また、例えば 0. 95MPa を 圧力制御の設定値と し 、同じ く 通常の使用状態が±0. 05MPa

の範囲内で変動し ている場合には、 最高使用圧力は、 １ MPa と なる。  

( 8)  「 高圧」 と は、 ガスによる圧力であっ て、 １ MPa 以上の圧力を いう 。  

( 9)  「 中圧」 と は、 ガスによる圧力であっ て、 0. 1MPa 以上１ MPa 未満の圧力をいう 。  

( 10)  「 低圧」 と は、 ガスによる圧力であっ て、 0. 1MPa 未満の圧力をいう 。  

( 11)  「 液化ガス」 と は、 常用の温度において、 圧力が 0. 2MPa 以上と なる 液化ガスで

あっ て、 現にその圧力が 0. 2MPa 以上であるも の又は圧力が 0. 2MPa と なる 場合の温度

が 35℃以下である液化ガスをいう 。  

 高圧ガス保安法第２ 条第三号と 同じ 定義であり 、 同じ 内容と 解釈すべき である。 ガ

ス事業で用いら れる液化ガスには液化石油ガス（ Ｌ Ｐ Ｇ ）、 液化天然ガス（ Ｌ Ｎ Ｇ ）

等がある が、「 液化ガス」 は現に液体であるも のに限定さ れるから 、 例えばＬ Ｐ Ｇ を

気化し たも のは「 ガス」 であっ て「 液化ガス」 ではないこ と に注意を 払う 必要がある。  

( 12)  「 不活性のガス」 と は、 元素の周期律表の零族に属する元素、 窒素、 二酸化炭素、

フ ロン（ 可燃性のも のを除く 。） 等のガス及び空気をいう 。  

( 13)  「 冷凍設備」 と は、 冷媒ガスを 用いて直接又は間接的にガスを 冷却するための設

備であっ て、 圧縮機、 凝縮器、 蒸発器、 受液器、 油分離器及びこ れら の間の配管を 総

称する。 ただし 、 ガスを直接冷却する蒸発器は、 附帯設備（ 熱交換器） でも ある。  

( 14)  「 低温貯槽」 と は、 圧力０ Pa における沸点が０ ℃以下の液化ガスを 温度０ ℃以下

又は当該液化ガスの気相部における通常の使用状態での圧力が 0. 1MPa 以下の液体の

状態で貯蔵するための貯槽をいう 。  

( 15)  「 低圧地下式貯槽」 と は、 最高使用圧力が低圧の液化ガス用貯槽であっ て、 当該

液化ガス用貯槽内の液化ガスの最高液面が盛土の天端面以下にあり 、 かつ、 埋設さ れ

ている部分が周囲の地盤に接し ているも のを いう 。  

( 16)  「 平底円筒形貯槽」 と は、 低圧の平底円筒竪形貯槽を いい、 地上式、 ピッ ト イ ン

式はも と より 、 地下式も こ れに含まれる。  

( 17)  「 貯槽外槽と 防液堤が一体化し た貯槽」 と は、 平底円筒形貯槽の外槽と 防液堤が

一体と なっ たも ので、 いわゆるＰ Ｃ 地上式貯槽である。  
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( 18)  「 容器」 と は、 施行規則別表１ に掲げる容器の他に、 例えばガス発生器、 増熱器、

熱交換器等を 含む。  

 ま た、 容器の範囲は、 鏡、 胴、 管寄せ、 管台（ ノ ズル）、 マン ホール及びハン ド

ホールまでを いい、 容器と 配管は第１ 溶接線（ 溶接線は含まれない。） 若し く は第１

フ ラ ンジで区分する。  

( 19)  「 供給所」 と は、 ガスホルダー、 圧送機、 整圧器及びこ れら の附帯設備を 有し 、

ガスを 専ら 貯蔵又は供給するための事業場を いう 。 なお、 整圧器及びその附帯設備の

みから なる場合は、 供給所にあたら ない。  

( 20)  「 貯蔵能力」 と は、 次の算出方法により 、 求めら れた値をいう 。  

( a)  液化ガス用貯槽 

Ｗ＝Ｃ １ ×ｗ ×Ｖ １  

Ｗは、 貯蔵能力（ kg を単位と する。 ）  

Ｃ １ は、 0. 9（ 低温貯槽にあっ ては、 その容積に対する液化ガスを貯蔵する部分の

容積の比の値）  

ｗ は、 液化ガス用貯槽の常用の温度における液化ガスの液密度（ kg／L を単位と

する。 ）  

Ｖ １ は、 容積（ L を単位と する 。 ）  

( b)  ガスホルダー 

Ｑ ＝（ 10Ｐ ＋１ ） ×Ｖ ２  

Ｑ は、 貯蔵能力（ m３ を単位と する。 ）  

Ｐ は、 最高使用圧力（ MPa を単位と する。 )   

Ｖ ２ は、 容積（ m３ を単位と する。 ）  
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第２ 章 レイ アウト  

 

2. 1 離隔距離 

2. 1. 1 境界線の定義及び分類 

 

 事業場に接し ている土地又は施設の種類により 、 事業場の境界線を 次の２ 種に分類する。 

 境界線Ａ ＊１ ： 事業場（ 特定事業所を含む。 ） の境界線が海、 河川、 湖沼等に接する場合は、

当該海、 河川、 湖沼等の対岸を いい、 その他の場合は敷地の境界線をいう 。 

 境界線Ｂ ＊２ ： 特定事業所の境界線であっ て、 敷地が次の( 1) から ( 6) の土地又は施設に接

する場合は、 その外縁をいい、 その他の場合は敷地の境界線をいう 。  

( 1)  海、 河川、 湖沼 

( 2)  水路及び工業用水道＊３  

( 3)  道路及び鉄道 

( 4)  工業専用地域＊４ 又は工業専用地域になるこ と が確実な地域内の土地 

( 5)  製造業（ 物品の加工修理業を 含む。 ） 、 電気供給業、 ガス供給業及び

倉庫業に係る 事業所の敷地のう ち 現にそれら の事業活動の用に供さ れて

いる も の 

( 6)  当該特定事業所においてガス工作物を設置するも のが所有し 、若し く は

地上権、賃借権その他の土地の使用を 目的と する権利を設定し ている土地 

 

【 関連条項】  

省令第６ 条（ 離隔距離） 第１ 項、 第３ 項 

告示第５ 条（ 特定事業所における離隔距離） 第３ 項 

 

【 解  説】  

＊１  「 境界線Ａ 」 は省令第６ 条（ 離隔距離） 第１ 項に規定する境界線に相当する 。  

＊２  「 境界線Ｂ 」 は省令第６ 条（ 離隔距離） 第３ 項に規定する境界線に相当する 。  

＊３  工業用水道事業法（ 昭和 33 年 法律第 84 号） 第２ 条第３ 項に規定さ れているも のを

いう 。  

＊４  都市計画法（ 昭和 43 年 法律第 100 号）第８ 条第１ 項第一号に規定さ れるも のをいう 。  
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2. 1. 2 特定事業所以外の事業場の離隔距離 

2. 1. 2. 1 特定事業所以外の事業場の境界線までの距離 

 

 事業場に設置さ れるガス工作物であっ て表２ －１ の左欄に示すも のは、その外面から 境界

線Ａ に対し て表２ －１ の中欄に示す距離以上の距離を 有し なければなら ない。  

 ただし 、 事業場の境界線上に厚さ ９ cm 以上の鉄筋コ ンク リ ート 造り 又はこ れと 同等以上の

強度及び耐火性能を有し 、 かつ、 ガス発生器及びガスホルダーに対し ては表２ －２ に示す高

さ 以上の障壁、 その他のガス工作物に対し ては高さ ２ m以上の障壁を設けた場合は、表２ －１

の右欄に示す距離以上と するこ と ができ る。  

 

表２ －１  障壁の有無、 ガス工作物の種類による境界線Ａ までの距離 

障壁の有無 

ガス工作物の種類 

障壁を設けない場合の 

境界線Ａ までの距離 

障壁を設ける場合の 

境界線Ａ までの距離 

 

ガス発生器又は 

ガスホルダー 

最高使用圧力が 

高圧のも の 
20m 20m 

最高使用圧力が 

中圧のも の 
10m ５ m 

最高使用圧力が 

低圧のも の 
５ m ３ m 

増熱器 

３ m ０ m 圧送機 

附帯設備であっ て製造設備に属する 

も の（ 冷凍設備及び配管を除く 。 ）  

  

表２ －２  ガス発生器、 ガスホルダーの離隔距離軽減のための障壁の高さ ＊１  

ガス発生器、 ガス
ホルダーの外面か
ら 10m 以内におけ
る保安物件の有無 

境界線に 
接し た公道 
又は軌道の 

有無 

ガス発生器、  
ガスホルダー 

の最高使用圧力 
障 壁 の 高 さ  

なし  
なし  中 低 圧 ２ m 

あり  中 低 圧 ３ m 

あり  

なし  

中  圧   ｄ0. 2ｄ0. 11ｄ100ｈ ２      

低  圧   ｄ0. 4ｄ0. 11ｄ25ｈ ２      

あり  
中  圧   ｄ0. 2ｄ0. 11ｄ100ｈ ２      

又は３ mの大なる 方 

低  圧 ３ m 

    備 考 こ こ でｈ は障壁の高さ （ mを 単位と する 。 ） 、  

    備 考 こ こ でｄ は設備の外面から 障壁までの距離（ mを 単位と する｡） と する 。  
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【 関連条項】  

省令第６ 条（ 離隔距離） 第１ 項 

告示第２ 条（ 事業場の境界線に対する離隔距離）  

 

【 解  説】  

＊１  ガス発生器、 ガスホルダー（ 本解説において「 ガス発生器等」 と いう 。） の境界線Ａ

に対する離隔距離を、 境界線上に障壁を設置するこ と により 軽減する場合の障壁高さ を

図示すると 解図２ －１ のと おり である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解図２ －１  ガス発生器等の離隔距離軽減のための障壁の高さ  

障壁

事業所

境界
境界に接し て公道又は軌道がある

障壁

高さ ： ｈ d ｄ ｄ      100 1 0 1 0 2２ ( . ) . 以上（ 中圧の場合）

ｈ d ｄ ｄ    25 1 0 2 0 4２ ( . ) . 以上（ 低圧の場合）

高さ ： ｈ ｄ ｄ ｄ    100 1 0 1 0 2２ ( . ) .

又は３  

 

 

mのいずれか大き い値以上（ 中圧の場合）

３ m以上（ 低圧の場合）

ｄ

事業所 

境界
境界に接し て公道又は軌道がない 

障壁 

事業所

境界 
 

境界に接し て公道又は軌道がある

ガス発

生器等

保安

物件

障壁 

高さ ： ２ m以上 
 

10m超

事業所

境界
境界に接し て公道又は軌道がない 

 

10m超 保安

物件

ガス発

生器等

高さ ： ３ m以上 

ガス発

生器等

ガス発

生器等

保安

物件

保安

物件

10m以内 

10m以内

ｄ
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2. 1. 2. 2 特定事業所以外の事業場の保安物件までの距離 

 

 表２ －１ の左欄に掲げるガス工作物（ 不活性のガス（ 空気を含む。 ） 又は不活性の液化ガ

スのみを 通ずるも のを除く 。 ） であっ て最高使用圧力が高圧のも の及び液化ガスを 通ずるも

のは、 その外面から 次に示す保安物件に対し て以下の距離を有し なければなら ない。 ＊１  

( 1)  第１ 種保安物件（ 2. 1. 2. 3「 保安物件の定義及び分類」 に示す。 ） に対し てＬ １ 以上 

( 2)  第２ 種保安物件（ 2. 1. 2. 3「 保安物件の定義及び分類」 に示す。 ） に対し てＬ ４ 以上 

 こ こ でＬ １ 、 Ｌ ２ 、 Ｌ ３ 、 Ｌ ４ 、 Ｌ ５ 及びＬ ６ は、 当該ガス工作物の処理能力（ 貯槽及びガス

ホルダーにあっ ては貯蔵能力） に対する距離であっ て表２ －３ におけるＬ １ 、 Ｌ ２ 、 Ｌ ３ 、 Ｌ ４ 、

Ｌ ５ 及びＬ ６ を表す。 ( mを単位と する。 )  

 

表２ －３  貯蔵能力や処理能力と 保安物件までの距離の関係＊２  

 ０ ≦Ｘ ＜10, 000 10, 000≦Ｘ ＜52, 500 52, 500≦Ｘ ＜990, 000 990, 000≦Ｘ  

Ｌ １  212  ＋10, 000Ｘ0. 12  30（ 低圧地下式貯槽以外の

低温貯槽にあっ ては、

＋10, 000Ｘ0. 12 ）  

30（ 低圧地下式貯槽以

外の低温貯槽にあっ

ては、 120）  

Ｌ ２  29. 6  ＋10, 000Ｘ0. 096  24 24 

Ｌ ３  28. 4  ＋10, 000Ｘ0. 084  21 21 

Ｌ ４  28  ＋10, 000Ｘ0. 08  20（ 低圧地下式貯槽以外の

低温貯槽にあっ ては、

＋10, 000Ｘ0. 08 ）  

20（ 低圧地下式貯槽以

外の低温貯槽にあ っ

ては、 80）  

Ｌ ５  26. 4  ＋10, 000Ｘ0. 064  16 16 

Ｌ ６  25. 6  ＋10, 000Ｘ0. 056  14 14 

  備 考 

    Ｘ は、 貯槽及びガスホルダー以外のガス工作物にあっ ては処理能力（ m3N／day を 単位と する。 ）  

貯槽及びガスホルダーにあっ ては貯蔵能力（ kg 又は m3を単位と する。 ） と する 。  

 

 ただし 、 表２ －４ の左欄に掲げるも の（ 液化石油ガスを 通ずる ガス工作物（ 低圧地下式

貯槽以外の低温貯槽を除く 。 ） に限る。 ） であっ て、 当該ガス工作物の外面から 表２ －３ の

Ｌ １ によっ て表さ れる 距離内にある 第１ 種保安物件又はＬ ４ によっ て表さ れる 距離内にある

第２ 種保安物件に対し 、厚さ 12 ㎝以上、 高さ 1. 8m以上の鉄筋コ ンク リ ート 造り 又はこ れと

同等以上の強度を有する構造の障壁を設けているも のは、 それぞれ右欄に定める距離と する。  
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表２ －４  液化石油ガスを通ずるガス工作物（ 低圧地下式貯槽以外の低温貯槽を除く 。 ）  

であっ て、 障壁を 設けた場合の保安物件までの距離 

ガス工作物の区分 

ガス工作物の外面から  

最も 近い第１ 種保安物 

件までの距離 

ガス工作物の外面から  

最も 近い第２ 種保安物 

件までの距離 

 地盤面下に埋設し ているガス工作物（ 液化ガ

ス用貯槽を除く 。 ）  
 

Ｌ ２ 以上 

 

Ｌ ５ 以上 
 水噴霧装置若し く はこ れと 同等以上の防火上

有効な設備＊３ を 設けているガス工作物 

 地盤面から その頂部までの埋設の深さ が 0. 6m

以上に埋設し ている液化ガス用貯槽 
Ｌ ３ 以上 Ｌ ６ 以上 

 

 

【 関連条項】  

省令第６ 条（ 離隔距離） 第２ 項 

告示第３ 条（ 保安物件）、 第４ 条（ 保安物件と の離隔距離）  

 

【 解  説】  

＊１  保安物件に対する距離は、 将来にわたり 確保すべき も のであるため、 建設時において

考慮し ておく こ と が望まし い。 例えば、 将来近接する可能性がある第２ 種保安物件に対

する距離については以下の土地、 施設を 含む外縁までで確保し ておく 等の方法がある 。 

( 1)  海、 河川、 湖沼 

( 2)  水路及び工業用水道 

( 3)  道路及び鉄道 

( 4)  工業専用地域又は工業専用地域になる こ と が確実な地域内の土地 

( 5)  製造業（ 物品の加工修理業を 含む。）、 電気供給業、 ガス供給業及び倉庫業に係る事

業所の敷地のう ち現にそれら の事業活動の用に供さ れているも の 

( 6)  当該特定事業所においてガス工作物を 設置するも のが所有し 、 若し く は地上権、 賃

借権その他の土地の使用を目的と する権利を 設定し ている土地 

( 7)  その他山林地帯等で、 所有権等を設定し なく ても 将来保安物件が近接するおそれの

ない土地 

＊２  表２ －３ の貯蔵能力や処理能力と 保安物件までの距離の関係を 図示する と 解図２ －

２ のよう になる。  
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              貯蔵能力Ｘ （ 単位 kg 又は m3）                   貯蔵能力Ｘ （ 単位 kg 又は m3）  

              処理能力Ｘ （ 単位 m3N／day）                    処理能力Ｘ （ 単位 m3N／day）  

解図２ －２  貯蔵能力や処理能力と 保安物件までの距離の関係 

 

＊３  液化石油ガスを 通ずる ガス工作物と 保安物件と の間に距離を と る 措置の代替措置と

し て設ける「 水噴霧装置若し く はこ れと 同等以上の防火上有効な設備」 の一例と し ては、

次の( 1) から ( 6) に適合するも のがある。 ＊＊１  

( 1)  次の( a) 又は( b) に示す能力を 有する水噴霧装置又は散水装置 

( a)  当該ガス工作物の表面積１ m2 につき ７ L／mi n の水量を 放射でき る 水噴霧装置 

( b)  当該ガス工作物の表面積１ m2 につき 10L／mi n の水量を 放射でき る散水装置 

( 2)  水噴霧装置及び散水装置は、 当該ガス工作物の全表面積に対し て均一に水を放射で

き るも のと する 。  

( 3)  水噴霧装置及び散水装置は、 同時に放水を 必要と する最大水量を 20 分間以上連続

し て放水でき る 水源に接続さ れているも のと する。  

( 4)  水噴霧装置及び散水装置は、 当該ガス工作物の外面から ５ m 以上離れた安全な位置

で操作できるも のと する。  

( 5)  水噴霧装置及び散水装置の操作部は( 4) に規定さ れる位置のほか、 制御室等関係者

が常駐する場所において速やかに操作できる位置にも 設けるこ と 。  

( 6)  水噴霧装置等は、 定期的に作動状況を 検査し 、 円滑かつ確実に作動するこ と を 確認

するこ と 。 ただし 、 凍結のおそれのある場合にあっ ては、 ポン プ駆動による通水試験

にかえるこ と ができ るも のと する。  

 

【 参  考】  

＊＊１  高圧ガス保安法 液化石油ガス保安規則関係例示基準３ . 「 防火上及び消火上有効

な措置」  
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2. 1. 2. 3 保安物件の定義及び分類 

 

( 1)  2. 1. 2. 2「 特定事業所以外の事業場の保安物件までの距離」 ( 1) の第１ 種保安物件と は、

次のも の（ 事業場の存する敷地と 同一敷地内にあるも のを 除く 。 ） をいう 。  

( a)  学校のう ち、 小学校、 中学校、 義務教育学校、 高等学校、 高等専門学校、 特別支援

学校又は盲学校、 ろ う 学校、 養護学校及び幼稚園＊１  

( b)  病院＊２  

( c)  劇場、 映画館、 演芸場、 公会堂その他こ れら に類する施設であっ て収容定員 300 人

以上のも の 

( d)  保護施設（ 授産施設及び宿所提供施設を除く 。 ） ＊３ 、 児童福祉施設＊４ 、 老人福祉施

設＊５ 若し く は有料老人ホーム＊６ 、 介護老人保健施設老人保健施設＊７ 、 特定民間施設＊

８ 、 身体障害者社会参加支援施設身体障害者更生援護施設＊９ 、 障害福祉サービス事業＊

10 を行う 施設知的障害者援護施設＊1110、 障害者支援施設精神障害者社会復帰施設＊1211、

地域活動支援セン タ ー＊13 若し く は福祉ホーム＊14、 障害者職業能力開発校＊1512 又は母

子・ 父子福祉施設母子福祉施設＊1613 であっ て、 収容定員 20 人以上のも の 

( e)  重要文化財、 重要有形民族文化財、 史跡名勝天然記念物若し く は重要な文化財と し

て指定＊1714 さ れ、 又は重要美術品と し て認定＊1815 さ れた建築物 

( f )  博物館＊1916 及び博物館に相当する施設と し て指定さ れた施設＊2017 

( g)  １ 日に平均２ 万人以上の者が乗降する駅の母屋及びプラ ッ ト ホーム 

( h)  百貨店、 マーケッ ト 、 公衆浴場、 ホテル、 旅館その他不特定かつ多数の者を 収容す

るこ と を目的と する建築物（ 仮設建築物を 除く 。 ） であっ て、 その用途に供する部分の

床面積の合計が 1, 000m2 以上のも の 

( 2)  2. 1. 2. 2「 特定事業所以外の事業場の保安物件までの距離」 ( 2) の第２ 種保安物件と は、

第１ 種保安物件以外の建築物であっ て住居の用に供するも の（ 事業場の存する敷地と 同一

敷地内にあるも のを除く 。 ） をいう 。  

 

【 関連条項】  

告示第３ 条（ 保安物件）  

 

【 解  説】  

＊１  学校教育法（ 昭和 22 年 法律第 26 号） 第１ 条に定めるも のをいう 。  

＊２  医療法（ 昭和 23 年 法律第 205 号） 第１ 条の５ 第１ 項に定めるも のをいう 。  

＊３  生活保護法（ 昭和 25 年 法律第 144 号） 第 38 条第１ 項に定めるも のをいう 。  

＊４  児童福祉法（ 昭和 22 年 法律第 164 号） 第７ 条に定める も のを いう 。  

＊５  老人福祉法（ 昭和 38 年 法律第 133 号） 第５ 条の３ に定めるも のをいう 。  

＊６  老人福祉法（ 昭和 38 年 法律第 133 号） 第 29 条第１ 項に定めるも のをいう 。  

コ メ ン ト の追加 [A1]:  『 官庁及び JGA指針間の用語統一』

※最新の「 ガス工作物の技術上の基準の細目を 定める

告示第三条（ 保安物件）」 を 反映 

コ メ ン ト の追加 [A2]:  同上 
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＊７  介護保険法（ 平成９ 年 法律第 123 号） 第８ 条第 2824 項に定めるも のをいう 。  

 

＊８  地域における 医療及び介護の総合的な確保の促進に関する 法律民間事業者によ る老

後の保健及び福祉のための総合的施設の整備の促進に関する法律（ 平成元年 法律第 64

号） 第２ 条第４ 項（ 第４ 号を 除く 。 ） に定めるも のをいう 。  

＊９  身体障害者福祉法（ 昭和 24 年 法律第 283 号） 第５ 条第１ 項に定めるも のを いう 。  

 

＊10 障害者の日常生活および社会生活を総合的に支援するための法律（ 平成 17 年 法律第

123 号） 第５ 条第７ 項の生活介護、 同条第 12 項の自立訓練、 同条第 13 項の就労移行支

援又は同条第 14 項の就労継続支援に限る。  

知的障害者福祉法（ 昭和 35 年 法律第 37 号） 第５ 条に定めるも のをいう 。  

＊11 障害者の日常生活および社会生活を総合的に支援するための法律（ 平成 17 年 法律第

123 号） 第５ 条第１ 項に定める も のをいう 。 精神保健及び精神障害者福祉に関する 法律

（ 昭和 25 年 法律第 123 号） 第 50 条の２ 第１ 項に定めるも のをいう 。  

＊12 障害者の日常生活および社会生活を総合的に支援するための法律（ 平成 17 年 法律第

123 号） 第５ 条第 11 項に定めるも のを いう 。  

＊13 障害者の日常生活および社会生活を総合的に支援するための法律（ 平成 17 年 法律第

123 号） 第５ 条第 27 項に定めるも のを いう 。  

＊14 障害者の日常生活および社会生活を総合的に支援するための法律（ 平成 17 年 法律第

123 号） 第５ 条第 28 項に定めるも のを いう 。  

＊1512 職業能力開発促進法（ 昭和 44 年 法律第 64 号） 第 15 条の７ ６ 第１ 項五号に定めるも

のをいう 。  

＊1613 母子及び寡婦福祉法（ 昭和 39 年 法律第 129 号） 第 3921 条第１ 項に定めるも のを

いう 。  

＊1714 文化財保護法（ 昭和 25 年 法律第 214 号） によっ て指定さ れたも のをいう 。  

＊1815 旧重要美術品等の保存に関する法律（ 昭和８ 年 法律第 43 号） によっ て認定さ れた

も のをいう 。  

＊1916 博物館法（ 昭和 26 年 法律第 285 号） 第２ 条によっ て指定さ れたも のを いう 。  

＊2017 博物館法（ 昭和 26 年 法律第 285 号）第 29 条の規定によっ て指定さ れたも のをいう 。  

  

コ メ ン ト の追加 [A3]:  同上 
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2. 1. 3 特定事業所の離隔距離 

2. 1. 3. 1 特定事業所の境界線までの距離 

 

 
 特定事業所に設置さ れるガス工作物の外面から 境界線までの距離は、 2. 1. 2. 1「 特定事業

所以外の事業場の境界線までの距離」 の規定による ほか、 表２ －５ 及び表２ －６ に示す距離

以上の距離を 有し なければなら ない。  

 ただし 、液化ガス用貯槽内又は液化ガス用貯槽以外のガス工作物に２ 以上のガスがある場

合は、 次の規定による。 ＊１  

( 1)  液化ガス用貯槽内に２ 以上のガスがある場合においては、 それぞれのガスの質量の合

計量の平方根の数値にそれぞれのガスの質量の当該合計量に対する割合を 乗じ て得た数

値に、 それぞれのガスに係る Ｋ を乗じ て得た数値の合計により 、 Ｌ を算出する。  

( 2)  液化ガス用貯槽以外のガス工作物内に２ 以上のガスがある場合においては、 それぞれ

のガスについてＫ にＷを乗じ た値を 算出し 、 その数値の合計により 、 Ｌ を算出する 。  

 

表２ －５  特定事業所の境界線Ａ までの離隔距離 

障壁の有無 

ガス工作物の種類 

障壁を 設けない場合の

境界線Ａ までの距離 

障壁を 設ける 場合の

境界線Ａ までの距離 

ガス発生器 

ガスホルダー 

最高使用圧力が高圧のも の 20m 20m 

最高使用圧力が中圧のも の 10m ５ m 

最高使用圧力が低圧のも の ５ m ３ m 

増熱器 最高使用圧力が高圧のも の

及び液化ガ ス を 通ずる も の

であっ て、 燃焼熱量が 3. 4×

10６ 以上のも のにあっ ては右

欄上段 

そ の他のも のに あ っ て は右

欄下段 

20m以上 
圧送機 

附 帯 設備で あ っ

て 製 造設備 に 属

するも の（ 冷凍設

備 及 び 配管 を 除

く 。 ）  

３ m ０ m 

 

表２ －６  特定事業所の境界線Ｂ までの離隔距離 

ガス工作物の種類 境界線Ｂ までの距離＊２  

ガス発生器 

ガスホルダー 

最高使用圧力が高圧のも の及び液化ガスを 通ずる

も の（ 不活性のガス（ 空気を 含む。 ） 又は不活性の

液化ガスのみを 通ずるも のを 除く 。 ） であっ て、 以

下の設備以外のも の 

①ガスホルダー 

②受入、送り 出し 用液化ガス用ポンプ及び圧送機で

処理能力が 52, 500 ㎥ N／day 以下のも の 

③導管、 その他の送り 出し 、 受入のために用いら れ

るガス工作物 

④ガス圧縮機、 液化ガスを 気化するガス発生器、 熱

交換器で処理能力が 52, 500 ㎥ N／day 以下のも の 

３ Ｋ ＷＬ ＝Ｃ ・  

にて計算さ れる  

距離以上 

 

（ 最低 50m）  

増熱器 

圧送機 

附帯設備で あっ て

製造設備に属する

も の（ 冷凍設備及

び配管を除く 。 ）  

 備 考 

Ｌ は、 有し なければなら ない距離（ mを 単位と する 。 ） の値 

Ｃ は、 低圧地下式貯槽にあっ ては 0. 240、 その他のガス工作物にあっ ては 0. 576（ １ の製造所が特

定事業所と なっ た場合において、 それ以前に既に当該製造所に設置さ れ、 又は設置若し く は変更の

ための工事に着手し たガス工作物にあっ ては 0. 480）  

Ｋ は、 ガス又は液化ガスの種類及び常用の温度の区分に応じ た値＊３  
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Ｗは、 貯槽にあっ ては、 貯蔵能力＊４ （ t を 単位と する 。） の値の平方根の値、 その他のガス工作物

にあっ ては、 当該ガス工作物のガス又は液化ガスの質量（ t を 単位と する 。） の値 

 
 

【 関連条項】  

省令第６ 条（ 離隔距離） 第３ 項、 第 24 条（ 経過措置） 第１ 項及び第２ 項 

告示第２ 条（ 事業場の境界線に対する離隔距離） 第３ 項、 第５ 条（ 特定事業所における離隔

距離）  

 

【 解  説】  

＊１  ２ 以上のガス又は液化ガスがある場合は次のと おり である。  

( a)  ( 1) の場合のＫ Ｗの算出方法は、 １ つの貯槽内に３ 種類の液化ガスが混在し ており 、

各々Ｗ１ 、 Ｗ２ 、 Ｗ３ （ t ） の量と Ｋ １ 、 Ｋ ２ 、 Ｋ ３ のＫ 値を 有し ている場合、 当該貯槽の

Ｋ Ｗ値は以下の算式による も のと する。  

Ｋ Ｗ＝
３２１

３３２２１１

＋Ｗ＋ＷＷ

Ｗ＋ＫＷ＋ＫＷＫ
 

( b)  ( 2) の場合のＫ Ｗの算出方法は、 以下の計算式によるも のと する。  

Ｋ Ｗ＝（ Ｋ １ Ｗ１ ＋Ｋ ２ Ｗ２ ・ ・ ・ ＋Ｋ ｎ Ｗｎ ） ＝ΣＫ ｉ Ｗｉ  

( c)  Ｗの算出に際し て、 配管の容積は考慮し なく てよい。  

 

＊２  ３ Ｋ ＷＬ ＝Ｃ ・ の計算例及びＫ Ｗの計算例は次のと おり である。  

（ 例１ ） 液化ガス用貯槽 

プロパン貯蔵能力 500t 貯槽（ 常用の温度 38℃） の場合 

Ｗ； 貯蔵能力の平方根であるから ＝22. 4500Ｗ＝  ( t ) と なる。  

Ｋ ； 別表より  Ｋ ＝328×10３   

Ｃ ； 低圧地下式貯槽以外のガス工作物の場合 Ｃ ＝0. 576 

よ っ て、 ＝112. 022. 410328Ｌ ＝0. 576 ３ ３    （ m） と なる。  

 

（ 例２ ） 液化ガス用貯槽以外のガス工作物 

 

 

 

 

 

 

 

 

解図２ －３  Ｋ Ｗを算出するための設備フ ロー図 



－21－ 

( a)  ESV（ 緊急遮断装置） でブロ ッ ク 化さ れた区間を１ 単位と する。  

即ち、 ESV1～ESV2（ 対象設備はＡ ）  

即ち、 ESV2～設備境界（ 対象設備はＢ 、 Ｃ ）  

の２ 区間と する。  

( b)  各区間の ３
ｉｉｉ ＷＫ＝Ｃ ・Ｌ を算出する。  

( ｲ)  ESV1 から ESV2 

Ｌ １ ～２ ＝ ３
１１ＷＫ0. 576   

こ こ で、 Ｗの算出に際し て配管容積は考慮し なく てよい。  

（ 以下（ ﾛ） にて同じ 。）  

( ﾛ)  ESV2 から 設備境界 

Ｌ ２ ～Ｂ ／Ｌ ＝ ３
３３２２ Ｗ＋ＫＷＫ0. 576  

( c)  ( a) 、 ( b) より 当該ガス工作物の保有すべき 距離Ｌ は次のと おり である。  

設備Ａ はＬ １ ～２ の距離 

設備Ｂ 、 Ｃ はＬ ２ ～Ｂ ／Ｌ の距離 

＊３  表２ －６ 中のＫ は、 告示別表第２ （ 第５ 条関係） に記載がある。  

＊４  貯蔵能力の計算は第１ 章「 総則」 1. 3「 用語の定義」 ( 20) 及び「 ガス事業法施行規則

第１ 条第２ 項第６ 号の規定に基づき、 貯蔵能力を算出する方法」 （ 平成 28 年 経済産業

省告示第 21 号） に記載がある。  

 

2. 1. 3. 2 特定事業所の保安物件までの距離 

 

 特定事業所に設置さ れるガス工作物の保安物件までの距離は 2. 1. 2. 2「 特定事業所以外の

事業場の保安物件までの距離」 の規定による 。  

 

【 関連条項】  

省令第６ 条（ 離隔距離） 第２ 項 

告示第３ 条（ 保安物件）、 第４ 条（ 保安物件と の離隔距離）  
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2. 2 保安区画 

2. 2. 1 保安区画 

 

 特定事業所における高圧のガス又は液化ガスを通ずるガス工作物（ 配管、導管及び不活性

のガス（ 空気を含む。 ） 又は不活性の液化ガスのみを 通ずるも のを 除く 。 以下 2. 2「 保安区

画」 において「 高圧のガス工作物等」 と いう 。 ） は、 ガス又は液化ガスが漏えいし た場合の

災害の発生、 拡大を防止するために、 設備の種類及び規模に応じ 、 適切な保安区画に区分し

て設置し なければなら ない。  

 

【 関連条項】  

省令第７ 条（ 保安区画）  

解釈例第４ 条（ 保安区画） 第１ 項、 第２ 項、 第３ 項 

 

2. 2. 2 保安区画相互の設備間距離 

 

 保安区画内にある高圧のガス工作物等（ 当該高圧のガス工作物等と 一体になっ て製造の用

に供する 中圧又は低圧のガス（ 可燃性のも のに限る。 ） を 通ずるガス工作物を 含む。 ） 相互

間は、 保安上必要な距離を有し なければなら ない。  

 

【 関連条項】  

省令第７ 条（ 保安区画）  

解釈例第４ 条（ 保安区画） 第４ 項 
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2. 3 火気設備と の距離 

 

 可燃性のガス（ 低圧のも のであっ て地表面に滞留するおそれのないも の＊１ を 除く 。 ） 又

は液化ガスを 通ずるガス工作物（ 配管、 導管及び火気を 取り 扱う も のを除く 。 ） は、 火気を

取り 扱う 設備＊２ ＊３ ＊４（ 当該ガス工作物と 一体と なっ て製造又は供給の用に供するも のを 除

く 。 ） に対し 、 次の( 1) 又は( 2) を満足し なければなら ない。  

( 1)  当該ガス工作物の外面から 火気を取り 扱う 設備に対し て８ m以上の距離を有するこ と 。  

( 2)  当該ガス工作物と 火気を 取り 扱う 設備と の間に、 当該ガス工作物から 漏えいし たガス

又は液化ガスが当該火気を 取り 扱う 設備に流動するこ と を防止するための措置＊５ を 講ず

る。  

 

【 関連条項】  

省令第 11 条（ 火気設備と の距離）  

解釈例第８ 条（ 火気設備と の距離）  

 

【 解  説】  

＊１  「 地表面に滞留するおそれのないも の」 と は、 ガスの比重が空気より も 軽いも のをい

う 。  

＊２  火気源と なら ない操作架台、 歩廊等の付属物は含めない。  

＊３  解釈例第７ 条（ 電気設備の防爆構造） に基づき 設置する 電気設備については、 「 火気

を 取り 扱う 設備」 には該当し ない。 ＊＊１  

＊４  解釈例第７ 条（ 電気設備の防爆構造） に基づき 、 非危険箇所に分類さ れた場所に設置

する電気設備については、 防爆構造を有し ていなく ても 「 火気を 取り 扱う 設備」 に該当

し ない。 ＊＊１  

＊５  「 流動するこ と を防止するための措置」 と は、 次の( 1) 又は( 2) の措置をいう 。  

( 1)  十分な高さ の障壁＊＊２ 等を設けて火気設備と の迂回水平距離を ８ m以上と する。  

( 2)  当該火気を取り 扱う 設備の付近にガス漏えい検知警報装置を 設置し 、 かつ、 ガスの

漏えいを 検知し た時、 当該火気を連動装置により 直ちに消すこ と ができ るよう にする。 

 

【 参  考】  

＊＊１  「 高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（ 内規） 」 （ 平成 26 年

７ 月 14 日 20140625 商局第１ 号） 。 なお、 同通達は、 令和３ 年 10 月 20 日 20211020

保局第１ 号平成 28 年２ 月 26 日 20160216 商局第２ 号にて一部改正さ れている。  

＊＊２  高圧ガス保安法 一般高圧ガス保安規則関係例示基準２ . 「 流動防止措置」 では、

高さ ２ m以上の防火壁又は障壁と 記載し ている。  

 

コ メ ン ト の追加 [A4]:  最新の改訂版を 反映 
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2. 4 貯槽、 ガスホルダー間距離 

2. 4. 1 液化ガス用貯槽相互間の距離 

 

( 1)  液化ガス用貯槽（ 不活性の液化ガス用のも の、 地盤面下に全部埋設さ れた貯槽及び貯

蔵能力が３ t 未満のも のを 除く 。 以下 2. 4「 貯槽、 ガスホルダー間距離」 において同じ 。 ）

は、 その外面から 他の液化ガス用貯槽に対し て次の( a) 又は( b) の場合に応じ て( ⅰ) 又は

( ⅱ) の長さ のいずれか大き いも のに等し い距離以上の距離を 有し なければなら ない。  

( a)  低圧地下式貯槽以外の場合 

( ⅰ)   １ m 

( ⅱ)   貯槽の最大直径＊１ の
２
１  

( b)  低圧地下式貯槽の場合 

( ⅰ)   １ m 

( ⅱ)   貯槽の最大直径の
４
１  

 ただし 、特定事業所以外の製造所に設置する液化ガス用貯槽に( ｲ) ～( ﾍ) に示す能力又は

個数以上の水噴霧装置若し く は散水設備、水消火栓若し く は固定式放水銃、それら を組合

せたも の又はこ れと 同等以上の防火上及び消火上有効な能力を 有する 設備を 設置し た場

合はこ の限り ではない。 ＊＊１  

( ｲ)  貯槽相互間の距離が１ m 又は当該貯槽の最大直径の
４
１ のいずれか大き いも のに満

たない場合は表２ －７ による も のと する。  

 

表２ －７  水噴霧装置等 

           貯槽の種類 

 設備の 

 能力又は個数 

耐火構造貯槽＊２  準耐火構造貯槽＊２  その他の貯槽 

貯槽に設置する 水噴霧

装置の水噴霧量又は散

水装置の散水量 

 〔 単位： L／mi n・ m２ 〕  

４  6. 5 ８  

 貯槽の表面積に応じ て

設置する 水消火栓又は

固定式放水銃の数 

 〔 単位： 個数／m２ 〕  

60
１  

38
１  

30
１  
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( ﾛ)  貯槽相互間の距離が当該貯槽の最大直径の
２
１ の距離に満たない場合（ ( ｲ) の場合及

び低圧地下式貯槽を除く 。 ） は、 表２ －８ よ るも のと する。  

 

表２ －８  水噴霧装置等 

           貯槽の種類 

 設備の 

 能力又は個数 
耐火構造貯槽 準耐火構造貯槽 その他の貯槽 

貯槽に設置する水噴霧

装置の水噴霧量又は散

水装置の散水量 

 〔 単位： L／mi n・ m２ 〕  

２  4. 5 ７  

 貯槽の表面積に応じ て

設置する水消火栓又は

固定式放水銃の数 

 〔 単位： 個数／m２ 〕  

125
１  

55
１  

35
1  

( ﾊ)  水噴霧装置及び散水装置は、 当該貯槽の全表面積に対し て均一に水を 放射でき る も

のと する 。  

( ﾆ)  水消火栓及び固定式放水銃は、 放水ノ ズルの筒先圧力が 0. 34MPa 以上であっ て、 放

水能力が 400L／mi n 以上のも ので、 当該貯槽の外面から 40m以内に設置さ れており 、

貯槽に対し ていずれかの方向から も 放水でき るも のと する。  

( ﾎ)  水噴霧装置等は、 当該貯槽に対し て安全な位置において操作でき 、 かつ防液堤を 設

けた貯槽にあっ ては当該防液堤の外で操作でき るのも と する 。  

( ﾍ)  水噴霧装置等は、同時に放水が必要な貯槽に対し て 30 分以上連続し て放水できる 水

量を 有する水源に接続さ れているも のと する 。  

( 2)  地盤面下に全部埋設さ れた貯槽（ 不活性の液化ガス用のも のを 除く 。 ） は、 その外面

から 他の地盤面下に全部埋設さ れた貯槽に対し １ m以上の距離を有し なければなら ない。  

 

【 関連条項】  

省令第６ 条（ 離隔距離） 第７ 項 

解釈例第３ 条（ 離隔距離） 第１ 項第一号、 第二号 

 

【 解  説】  

＊１  円筒形貯槽の場合の最大直径は、 解図２ －４ のＤ と する 。  

 

解図２ －４  円筒形貯槽の場合の最大直径 
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＊２  「 耐火構造貯槽」 と は解釈例第 94 条（ 耐熱措置） 第１ 項、 「 準耐火構造貯槽」 と は

解釈例第 94 条（ 耐熱措置） 第２ 項第二号に規定さ れるも のをいう 。  

 

【 参  考】  

＊＊１  高圧ガス保安法 一般高圧ガス保安規則関係例示基準３ . 「 防火上及び消火上有効

な措置」  

 

2. 4. 2 ガスホルダー相互間の距離 

 

 最高使用圧力が高圧のガスホルダーであっ て貯蔵能力が 300m３ 以上のも のは、その外面か

ら 他のガスホルダー＊１ に対し て( 1) 又は( 2) の長さ のいずれか大き いも のに等し い距離以上

の距離を 有し なければなら ない。  

( 1)  １ m 

( 2)  当該ガスホルダーの最大直径の
４
１  

 

【 関連条項】  

省令第６ 条（ 離隔距離） 第７ 項 

解釈例第３ 条（ 離隔距離） 第１ 項第三号 

 

【 解  説】  

＊１  「 他のガスホルダー」 には、 最高使用圧力が高圧、 中圧及び低圧のすべてのガスホル

ダーが含まれる。  
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2. 4. 3 液化ガス用貯槽と 高圧のガスホルダー相互間の距離 

 

 液化ガス用貯槽は、 その外面から 最高使用圧力が高圧のガスホルダーに対し て、 次の( 1)

又は( 2) の場合に応じ て( a) 又は( b) の長さ のいずれか大き いも のに等し い距離以上の距離を

有し なければなら ない。  

( 1)  低圧地下式貯槽以外の場合 

( a)  貯槽の最大直径の
２
１  

( b)  ガスホルダー最大直径の
４
１  

( 2)  低圧地下式貯槽の場合 

( a)  貯槽の最大直径の
４
１  

( b)  ガスホルダーの最大直径の
４
１  

 

【 関連条項】  

省令第６ 条（ 離隔距離） 第７ 項 

解釈例第３ 条（ 離隔距離） 第１ 項第四号 
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2. 5 防液堤内外の設置設備の制限 

2. 5. 1 防液堤内外の設備の制限＊１  

 

 第５ 章「 拡大防止設備」 5. 3. 1「 防液堤の設置基準」 の規定によ り 貯蔵能力が 1, 000t 以上

の液化ガス用貯槽の周囲に設置さ れる防液堤の内側及びその外面から 10m（ 特定事業所に設

置する液化ガス用貯槽であっ て貯蔵能力が 500t 以上 1, 000t 未満のも のにあっ ては８ m） 以

内＊２ には、 次の 2. 5. 2「 防液堤の内側に設置するこ と ができ る設備」 及び 2. 5. 3「 防液堤の

外側に設置するこ と ができ る設備」 に示す設備以外の設備を 設置し てはなら ない。 ＊３  

 

【 関連条項】  

省令第 38 条（ 防液堤） 第２ 項 

解釈例第 96 条（ 防液堤内外の設備の制限） 第１ 項 

 

【 解  説】  

＊１  貯槽の操作を 安全に行い、 かつ、 万一の場合の防消火活動を円滑に進める ため、 防液

堤の内外に設置でき る設備を 限定する規定である。  

＊２  防液堤の内側及びその外面から 10m（ 特定事業所に設置する液化ガス用貯槽であっ て

貯蔵能力が 500t 以上 1, 000t 未満のも のにあっ ては８ m） 以内と は、 解図２ －５ の斜線

で示す範囲である。  

 

解図２ －５  防液堤内外の設備制限の範囲 

 

＊３  貯蔵能力が 1, 000t （ 特定事業所に設置さ れる場合にあっ ては 500t ） 未満の液化ガス

用貯槽の周囲に防液堤を設置する場合、 その内側には、 次の 2. 5. 2「 防液堤の内側に設

置するこ と ができ る設備」 に示す設備以外の設備を 設置し ないこ と が望まし い。  

 

  

防液堤の内側の範囲 

防液堤の外側で防災のために必要な距離の範囲 

10m（ 特定事業所で貯蔵能力が1, 000t未満の貯槽は８ m）  
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2. 5. 2 防液堤の内側に設置するこ と ができ る設備 

 

( 1)  当該貯槽に係る送液設備、 不活性ガスの貯槽、 水噴霧・ 散水装置、 消火設備、 ガス漏

えい検知警報設備（ 検知部に限る 。 ） 、 照明設備、 計装設備、 排水設備、 配管及びその架

台並びにこ れら に附属する設備 

( 2)  ( 1) に掲げるも ののほか、 必要な設備であっ て保安上支障のない設備＊１  

 

【 関連条項】  

省令第 38 条（ 防液堤） 第２ 項 

解釈例第 96 条（ 防液堤内外の設備の制限） 第２ 項第一号 

 

【 解  説】  

＊１  「 保安上支障のない設備」 と は、 火源と なら ないも ので、 かつ防災活動上の支障と な

ら ないも のをいう 。  

例と し て 

( 1)  警戒標識等の標識類 

( 2)  火災検知警報設備及び低温検知警報設備の検知部 

( 3)  防液堤乗入れ用の階段 

等がある。  
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2. 5. 3 防液堤の外側に設置するこ と ができ る設備 

 

( 1)  当該貯槽に係る送液設備、 不活性ガスの貯槽、 冷凍設備、 熱交換器、 ガス漏えい検知

警報設備、 照明設備、 計装設備、 配管、 受け入れに係る 圧縮機及びその架台並びにこ れら

に附属する設備 

( 2)  導管又は配管（ 当該貯槽の防災活動に支障のない高さ を有する も のに限る。 ） 及びそ

の架台、 防消火設備、 通路（ 当該製造所に設置さ れているも のに限る。 ） 並びに地盤面下

に埋設し てある 設備＊１ （ 地盤面上の重量物の荷重に耐えるこ と ができ る 措置を 講じ てあ

るも のに限る。 ）  

( 3)  ( 1) 及び( 2) に掲げるも ののほか、 保安上支障のない設備＊２  

 

【 関連条項】  

省令第 38 条（ 防液堤） 第２ 項 

解釈例第 96 条（ 防液堤内外の設備の制限） 第２ 項第二号 

 

【 解  説】  

＊１  「 地盤面下に埋設し てある設備」 には、 排水溝又はカ ルバート であっ て地盤面と 同一

レ ベルに蓋をし たも のも 含まれるも のと する。  

＊２  「 保安上支障のない設備」 と は、 おおむね次に掲げるも のと する。  

( 1)  警戒標識等の標識類 

( 2)  火災検知警報設備及び低温検知警報設備の検知部 

( 3)  防液堤乗入れ用の階段 

( 4)  防液堤の外周を 四等分し た場合のおおむね相対する防液堤の外側二方向が空地に

なっ ている場合（ 貯槽に対する 防災活動上の死角が生じ ない場合に限る 。 ） にあっ て

は、 残り の二方向に設置さ れる 当該貯槽に係る受入設備等 
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第３ 章 予防設備 

 

3. 1 立ち入り の防止及び表示 

3. 1. 1 さ く 、 へい等の設置基準 

 

 製造所及び供給所には、 構内に公衆がみだり に立ち 入ら ないよう にさ く 、 へい、 有刺鉄線

又は生け垣等（ 以下さ く 等と いう 。 ） ＊１ ＊＊１ ＊＊２ を設け、 かつ、 構内のガス工作物に近づく

こ と 等を 禁止する旨の表示＊＊３ を する 。ただし 、 周囲の状況により 公衆が立ち入るおそれが

ない場合＊２ は、 こ の限り でない。  

 

【 関連条項】  

省令第４ 条（ 立ち入り の防止等） 第１ 項 

解釈例第１ 条（ 立ち入り の防止等） 第１ 項 

 

【 解  説】  

＊１  ガス工作物の保安の確保はも ちろ ん、 公衆の安全の確保のため、 製造所及び供給所の

構内に公衆がみだり に立ち入る こ と がないよう に、 さ く 等を設置するこ と にし たも ので

ある。  

＊２  「 周囲の状況によ り 公衆が立ち入るおそれがない場合」 と は、例えば海、河川、湖沼、

がけ等が境界と なっ ているよう な場合がある。  

 

【 参  考】  

＊＊１  さ く 等の設置場所においては、 構内に公衆がみだり に立ち入ら ないよう に監視する

措置と し て、 以下のよう な装置も 効果的である。  

( 1)  立ち入り を 監視するための、 赤外線センサ、 テンショ ンセンサや振動センサ等を

用いた侵入監視装置 

( 2)  注意喚起のための、 照明や拡声装置 

( 3)  状況を記録するための、 カ メ ラ や録画装置 

 なお、 ( 3) のカ メ ラ や録画装置においては、 情報通信技術の進歩によ り 、 無線Ｌ Ａ

Ｎ 等により 接続さ れた Web カ メ ラ や大容量ハード ディ スク レコ ーダ等を 採用するこ と

も 可能である。  

＊＊２  さ く 等が設置さ れていない門や出入り 口等においては、 来訪者が無断で構内へ立ち

入ら ないよう にするための措置と し て、 以下のよう な設備を導入するこ と が効果的で

ある。  

( 1)  門扉 

( 2)  警備室 
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( 3)  入構監視カ メ ラ  

( 4)  入構管理システム 

＊＊３  「 構内のガス工作物に近づく こ と 等を 禁止する旨の表示」 の記載例を参図３ －１ に

示す。  

 

都市ガス製造事業所 

１ ． 構内にみだり に立ち入ら ないこ と  

２ ． 火気使用の禁止 

 

参図３ －１  構内のガス工作物に近づく こ と 等を禁止する旨の表示 

 

 参図３ －１ の表示の大きさ の基準と し て、例えば「 危険物の規制に関する規則」（ 昭

和 34 年 総理府令第 55 号） では、 幅 0. 3m以上、 長さ 0. 6m以上の板であるこ と 、 と

し ている。  
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3. 1. 2 表示の基準 

 

 液化ガス用貯槽（ 不活性の液化ガス用のも のを除く 。 ） 及びガスホルダー又はこ れら の付

近には、 その外部から 見やすいよう に、 液化ガス用貯槽又はガスホルダーである旨の表示＊１

をする。 ＊＊１  

 

【 関連条項】  

省令第 34 条（ 表示）  

 

【 解  説】  

＊１  ガス発生設備及び冷凍設備についても 、 同様の表示を するこ と が望まし い。 なお、「 表

示」 は、 本体に直接表示するほか、 立て札、 表示板等でも よい。  

 

【 参  考】  

＊＊１  「 表示」 の記載例を 参図３ －２ に示す。  

 

○号 LNG地下式貯槽 

 

○号球形ガスホルダー 

 

参図３ －２  設備である旨の表示 

 

 参図３ －２ は、 当該ガス工作物の外部から 見やすいこ と が求めら れており 、 その大

き さ の基準と し て、 例えば「 危険物の規制に関する規則」 では、 幅 0. 3m 以上、 長さ

0. 6m以上の板である こ と 、 と し ている。  
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3. 2 誤操作防止措置 

3. 2. 1 バルブ等＊＊１ の基準 

 

 ガス工作物に設置し たバルブ等（ 操作ボタ ン等により 開閉する バルブにあっ ては、当該操

作ボタ ン 等も 含む。 以下 3. 2「 誤操作防止措置」 において同じ 。） には、 作業員が適切な操

作をする こ と ができ るよう に、 次の措置を講ずる。 ＊＊２  

( 1)  バルブ等には、 当該バルブ等の開閉方向（ 操作する こ と により 、 ガス工作物に保安上

重大な影響を 与えるバルブ等＊１ にあっ ては、 当該バルブ等の開閉状態を含む。） を 明示す

る。  

( 2)  重要なバルブ等＊２ には、 それぞれの名称又はフ ローシート に基づく 記号、 番号等を 明

示する。  

( 3)  操作する こ と により 、 ガス工作物に保安上重大な影響を与えるバルブ等＊１ であっ て、

通常使用し ないバルブ等（ 緊急の用に供するも のを 除く 。） には、 当該バルブ等のハンド

ルに施錠又はこ れら に類する 措置＊３ を 講ずる。  

( 4)  配管には、 重要なバルブ等＊２ に近接し た部分に、 容易に区別するこ と ができ るよう に

当該流体の種類を記載し 、 かつ、 流れの方向を表示する。 ＊４  

( 5)  バルブ等を操作する場所には、 当該バルブ等の機能及び使用頻度に応じ て当該バルブ

等を 確実に操作するこ と ができ る足場＊５ を確保する。  

 

【 関連条項】  

省令第 20 条（ 誤操作防止及びイ ンタ ーロ ッ ク ） 第１ 項 

解釈例第 75 条（ 誤操作防止）  

 

【 解  説】  

＊１  「 操作するこ と により 、 ガス工作物に保安上重大な影響を与えるバルブ等」 と は、 次

のも のをいう 。  

( 1)  各圧力区分において圧力を 区分するバルブ 

( 2)  安全弁等の元弁 

( 3)  緊急遮断弁、 緊急放出弁 

( 4)  計装用空気の送り 出し 又は受入れ用バルブ 

( 5)  第５ 章「 拡大防止設備」 5. 1. 1「 遮断装置の設置基準」 に示す手動弁、 遠隔操作弁 

＊２  「 重要なバルブ等」 と は、 ＊１ に示すバルブ並びに当該バルブの機能及び使用頻度に

応じ て事業者が重要と 判断する バルブ等を いう 。  

＊３  「 施錠又はこ れら に類する措置」 と は、 次のも のをいう 。  



－37－ 

( 1)  安全弁の元弁その他通常使用し ないバルブ等（ 緊急の用に供するも のを除く 。） は、

みだり に操作できないよう 、 施錠、 封印、 禁札の取り 付け又は操作時に支障のない方

法でハンド ルを 取り 外す等の措置を講ずる。  

( 2)  計器盤（ Ｄ Ｃ Ｓ 等の制御システムを含む。） に設けた緊急遮断弁、緊急放出弁、5. 1. 1

「 遮断装置の設置基準」 に示す遠隔操作弁及び全停止等を 行う 機構のボタ ン、 ハンド

ル等（ ノ ッ チン グデバイ ス型ハンド ル等であっ て、 不測の作動のおそれのないも のを

除く 。） には、 過失等による 不測の事故を 防止するため、 カ バー、 キャ ッ プ又は保護

枠を取り 付ける 等の措置（ 制御システムにより 制御する場合には画面上で行う ２ アク

ショ ン や操作グラ フ ィ ッ ク の札掛け等） を講ずると と も に、 緊急遮断弁等の開閉状態

を示すシグナルラ ンプ等の標示を計器盤に設ける。  

( 3)  緊急遮断弁等で操作位置が２ 以上である場合にあっ ては、 通常使用し ない方のも の

についてみだり に操作し てはなら ない旨及びそれを 操作する 場合における 注意事項

を表示する。  

＊４  配管に直接表示するほか、 表示板等を 配管に取付ける方法でも よい。  

＊５  労働安全衛生法（ 昭和 47 年 法律第 57 号） において、 足場＊＊３ と は「 仮設の作業床」

を 意味する が、 こ こ では常設の作業床（ 操作架台、 歩廊、 地面等） が含まれている 。  

 

【 参  考】  

＊＊１  本指針においては、 JI S B 0100( 2013) 「 バルブ用語」 により 、 用途、 種類、 形式な

どを表す修飾語が付く も のには「 弁」 と いう 用語を用い、 それ以外のも のにあっ ては

単に「 バルブ」 と し た。  

＊＊２  高圧ガス保安法  一般高圧ガス保安規則関係例示基準 33. 「 バルブ等の操作に係る

適切な措置」  

＊＊３  労働安全衛生規則（ 昭和 47 年 労働省令第 32 号） 第 518 条では、 「 高さ が２ メ ー

ト ル以上の箇所（ 作業床の端、 開口部等を除く 。 ） で作業を行なう 場合において墜落

により 労働者に危険を及ぼすおそれのあると き は、 足場を 組み立てる等の方法により

作業床を 設けなければなら ない。 」 と なっ ている。  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A1]:  引用規格リ スト 化に伴い年号削

除 
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3. 2. 2 照明の基準 

 

 製造所又は供給所には、 ガス工作物の操作を安全かつ確実に行う ために必要な照度＊１ ＊＊１

を確保するための措置＊２ を講ずる。  

 

【 解  説】  

＊１  「 必要な照度」 と は、 ガス工作物の監視、 操作及び標示の判読等に支障のない照度を

いう 。  

＊２  「 必要な照度を 確保するための措置」 には、 誤操作を 防止するために必要な照度を得

るための局部照明＊＊２ も 含まれる。 ただし 、 局部照明に含まれる移動灯器具を 用いる場

合は、 誤操作のおそれがない使用方法と するこ と 。  

 

【 参  考】  

＊＊１  照度の基準と し ては、 労働安全衛生規則第 604 条（ 照度） 、 JI S Z 9110( 2011) 「 照

度基準総則」 、 JI S Z 9125( 2007) 「 屋内作業場の照明基準」 及び JI S Z 9126( 2010)

「 屋外作業場の照明基準」 がある。  

 必要な照度の一例と し て上記のＪ Ｉ Ｓ 中の例示に基づき 、 次のよう なも のが考えら

れる。  

( 1)  計器室の計器盤などの監視 300～750 ルク ス 

( 2)  屋外設置計器の読取り     75～150 ルク ス 

( 3)  屋外設置バルブの操作    15～ 30 ルク ス 

( 4)  屋外のパト ロール      30～ 75 ルク ス 

( 5)  屋外通路の移動        3～  7 ルク ス 

 な お 、 制御シ ス テ ム のディ ス プ レ イ 装置等の視覚表示装置（ Vi sual  Di spl ay 

Ter mi nal ： Ｖ Ｄ Ｔ ） を用いる計器室においては、 適切な輝度を 選び、 妨害反射（ 映込

み） を 起こ さ ない設置位置の計画が求めら れている。  

＊＊２  局部照明と は、 JI S Z 8113( 1998) 「 照明用語」 において「 全般照明ではなく 、 比較

的小面積や限ら れた場所を照ら すよう に設計し た照明」 と 定義さ れており 、 定着灯器

具であるダウン ラ イ ト やスポッ ト ラ イ ト 、 移動灯器具である卓上スタ ン ド 、 ハンド ラ

ンプや懐中電灯等の照明器具が含まれている。  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A2]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A3]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A4]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A5]:  同上 
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3. 3 ガスの置換 

3. 3. 1 ガスを安全に置換でき る構造の基準 

 

 ガス工作物の可燃性の、 ガス（ 毒性ガスでも あるアンモニア等を含む。） 又は液化ガスを

通ずる部分は、 次の基準によ り ガス又は液化ガスの置換が安全に行える 構造と する。  

( 1)  ガス工作物には、遮断装置＊１ 等で区切ら れた区間毎に窒素ガス等の不活性ガス、スチー

ム、 水等（ 以下 3. 3「 ガスの置換」 において「 不活性ガス等」 と いう 。） によっ て、 系内

のガスを 確実に置換でき る位置に注入管台及び放散管台を 設置する 。  

( 2)  注入管台又は放散管台が大気開放の場合にあっ ては、 二重バルブにするか、 又はバル

ブと 遮断板等＊２ でも っ て漏れない構造と する。  

( 3)  注入管台が大気開放でなく 、不活性ガス等の注入装置に接続し ている場合にあっ ては、

逆流し ない構造と する。  

( 4)  放散口は、 系内のガスを安全に放散できる位置＊３ に設置する。  

 

【 関連条項】  

省令第 13 条（ ガスの置換等） 第１ 項 

 

【 解  説】  

＊１  「 遮断装置」 と は、 第５ 章「 拡大防止設備」 5. 1「 遮断装置」 で規定するも のをいう 。  

＊２  「 遮断板等」 には、 キャ ッ プも 含むも のと する。  

＊３  「 安全に放散できる位置」 と は、 放散口を次の様な位置に設置するも のを いう 。  

 ただし 、 当該放散口には、 仮設のも のも 含むも のと する。  

( 1)  放散口の高さ は、放出さ れたガスの着地濃度が爆発下限界燃焼下限＊＊１ の 4
1 以下＊＊

２（ 緊急時にあっ ては、爆発下限界燃焼下限未満＊＊３ ）になるよう な十分な高さ と する。

また、 毒性ガスにあっ ては、 除害のための措置を講じ 、 放出さ れたガスの着地濃度が

許容濃度＊＊４ 以下と なるよう な高さ と する。  

( 2)  ( 1) の様に設計放散量を 考慮し た高さ 及び位置に設置する こ と が基本だが、 周囲の

設備状況等によ っ ては、 バルブ等の調整により 放散を コ ント ロ ールする こ と も 有効な

措置である。  

( 3)  放散口の位置は、 作業員が定常作業を 行う ために必要な場所及び作業員が通常通行

する場所から 適切な距離を有するも のと する。  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A6]:  官庁及び JGA指針間の用語統一 

コ メ ン ト の追加 [A7]:  同上 
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【 参  考】  

＊＊１  各種物質の爆発限界燃焼上下限の例を参表３ －１ に示す。  

 

参表３ －１  各種物質の爆発限界燃焼上下限（ 空気中 vol ％）  

項 目 

物質名 

爆発下限界燃焼下

限 

爆発上限界燃焼上

限 

メ タ ン  5. 0 15. 0 

エ タ ン  3. 0 12. 5 

プ ロ パ ン  2. 1 9. 5 

n - ブ タ ン  1. 6 8. 4 

i - ブ タ ン  1. 6 8. 4 

n - ペ ン タ ン  1. 5 7. 8 

i - ペ ン タ ン  1. 5 7. 8 

ヘ キ サ ン  1. 1 7. 5 

ア ン モ ニ ア  15. 5 27. 0 

出典 （ 一社） 日本ガス協会「 都市ガス工業概要（ 基礎 

理論編）」 Ｈ 24 年改訂版 

 

＊＊２  高圧ガス保安法 一般高圧ガス保安規則関係例示基準 50. 「 設備の修理又は清掃」  

＊＊３  高圧ガス保安法 コ ンビナート 等保安規則関係例示基準 38. 「 ベント スタ ッ ク 」  

＊＊４  毒性ガスの許容濃度と し ては、 （ 公社） 日本産業衛生学会のウェ ブサイ ト 上に「 許

容濃度の勧告」 の最新のも のが、 毎年発表さ れる。  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A8]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A9]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A10]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A11]:  同上 
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3. 3. 2 漏えい防止措置 

 

 設備を 開放し て点検、修理する 場合は、当該開放部分に他の部分から のガス漏えいを 防止

できるよ う に、 次の措置を講ずる。 ＊＊１  

( 1)  ガスの置換＊１ が完了し た後、 当該開放部分の前後のバルブを確実に閉止し 、 かつ、 遮

断板を 挿入する 措置又はこ れと 同等の措置＊２ を 講ずる 。 ただし 、 開放する部分及びその

前後の部分の最高使用圧力が低圧の設備（ 毒性ガスに係るも のを除く 。） にあっ ては、 人

がその設備に入ら ない作業であり 、 かつ、 火気を使用し ない作業の場合に限り 、 当該設備

に接続する配管のバルブ＊３ を 確実に閉止し 、 当該部分にガスの漏えいがないこ と を 確認

するこ と により 、 遮断板の挿入を省略するこ と ができ る。  

( 2)  ( 1) の措置を講じ たと き は、バルブの閉止箇所又は遮断板の挿入箇所に操作又は取外し

の禁止を 明示するための標示、 施錠等の措置を講ずる。 こ の場合、 計器盤等に設けた操作

ボタ ン及びハンド ル等にも 同様の措置を 講ずる。  

 

【 解  説】  

＊１  置換の基準は、 次による。 ＊＊１  

( 1)  点検、 修理を する場合は、 次の基準により 、 あら かじ め内部の圧力を抜き 、 その内

部のガスを不活性ガス等で置換する。  

( a)  設備の内部の可燃性ガスを 、 でき るだけ他の貯槽等に回収し た後、 残留し たガス

を 、 燃焼装置に導き 燃焼さ せ、 又は徐々に大気中に安全に放出するこ と 等により 大

気圧になるまで放出する。  

 また、アンモニア等の毒性ガスにあっ ては、でき るだけ他の貯槽等に回収し た後、

残留し たガスを大気圧になるまで除害設備に導入し て除害する。  

( b)  ( a) の処理を し た後、 残留ガスを 不活性ガス等で徐々に置換する。 こ の場合、 ガ

スの放出方法は( a) の方法による 。  

( c)  ( a) 及び( b) の残留ガスを大気中に放出する場合にあっ ては、 放出し たガスの着地

濃度が当該可燃性ガスの爆発下限界燃焼下限の 4
1 以下の値になる よ う 放出管から

徐々に放出さ せる方法により 行う 。 こ の確認は、 ガス検知器その他それぞれのガス

に適合する ガス分析方法（ 以下「 ガス検知器等」 と いう 。） で雰囲気を 分析するこ

と により 行う 。  

( d)  置換の結果をガス検知器等により 測定し 、 当該可燃性ガスの濃度がそのガスの爆

発下限界燃焼下限の 4
1 以下の値になっ たこ と を 確認するまで置換を行う 。  

 また、 毒性ガスにあっ ては、 当該毒性ガスの濃度を ガス検知器等により 測定し 、

許容濃度以下になっ たこ と を 確認するまで置換を行う 。  

コ メ ン ト の追加 [A12]:  官庁及び JGA指針間の用語統一 

コ メ ン ト の追加 [A13]:  同上 
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( 2)  点検、 修理のため、 作業員が当該設備内に入る場合は、 次の基準によ り 、 ( 1) の置

換が完了し た後、 当該置換に使用さ れた不活性ガス等を 空気で再置換する と と も に、

当該点検、 修理の期間中酸素濃度の確認を行う 。  

 ただし 、 作業の性質上換気するこ と が著し く 困難な場合で、 空気呼吸器、 酸素呼吸

器又はホースマスク の保護具を 用いる場合は、 こ の限り でない。  

( a)  空気による 再置換を 行う 前に、 内部に残っ たガス又は液体が空気と 混合し ても 十

分安全であるこ と を確認し た後、 ( 1) の置換の場合に準じ て空気で置換する。  

( b)  空気による 再置換の結果を 酸素測定器等により 測定し 、酸素の濃度が 18％以上に

なっ たこ と を 確認するまで空気による置換を 行う 。  

 また、 毒性ガスがある恐れのある場合にあっ ては、 ガス検知器等によ り 、 当該毒

性ガスの濃度が許容濃度以下であるこ と を再確認する 。  

( 3)  点検、 修理を 完了し た場合は、 点検、 修理のために開放し た部分を不活性ガス等で

置換する。  

 置換の完了の確認は、 酸素濃度測定器等により 行い、 酸素濃度が当該可燃性ガスの

限界酸素濃度＊＊２ の 4
1 以下、 又は混合ガス等のデータ が不明の場合は当該可燃性ガス

の爆発上限界燃焼上限の混合気中における酸素濃度の 5
1 以下である こ と を も っ て置

換完了するこ と が望まし い。  

＊２  「 こ れと 同等の措置」 と は、 短管を取外し 、 縁を切るか、 あるいは、 遮断装置を二重

に閉止し 、 かつ、 二重に閉止し た遮断装置間の圧抜き 管台を開放する等の措置を講ずる

こ と をいう 。  

＊３  「 バルブ」 には、 水封器であっ て、 十分なヘッ ド を確保し ており かつ、 水切れのおそ

れのないも のも 含むも のと する 。  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A14]:  同上 
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【 参  考】  

＊＊１  高圧ガス保安法 一般高圧ガス保安規則関係例示基準 50. 「 設備の修理又は清掃」  

＊＊２  各種物質の限界酸素濃度の例を参表３ －２ に示す。  

 

参表３ －２  各種物質の限界酸素濃度（ vol ％）  

不活性ガス 

可燃性ガス 
窒  素

 
炭酸ガス

 

メ タ ン  12. 1 14. 6 

エ タ ン  11. 0 13. 4 

プ ロ パ ン  11. 4 14. 3 

n - ブ タ ン  12. 1 14. 5 

i - ブ タ ン  12. 1 14. 5 

n - ペ ン タ ン  12. 1 14. 5 

i - ペ ン タ ン  12. 1 14. 5 

出典 （ 一社） 日本ガス協会 「 都市ガス工業概要（ 基礎 

理論編）」 Ｈ 24 年改訂版 

 

  

コ メ ン ト の追加 [A15]:  引用規格リ スト 化に伴い年号削

除 
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3. 4 圧力上昇防止装置 

3. 4. 1 圧力上昇防止装置の設置基準 

 

( 1)  ガス発生設備、 ガスホルダー及び附帯設備（ 冷凍設備を除く 。） であっ て製造設備に属

する容器＊１ であっ て、 最高使用圧力が高圧のも の若し く は中圧のも の又は液化ガスを 通

ずるも ののう ち、 過圧が生ずるおそれのあるも のには、 安全弁を設置する。  

( 2)  冷凍設備のう ち冷媒ガスを 通ずる部分であっ て、過圧が生ずるおそれのあるも のには、

高圧遮断装置、 安全弁、 破裂板及び溶栓を設置する。 ＊２  

( 3)  液化ガスを通ずる配管であっ て、 液封による 圧力上昇が生ずる おそれのある部分につ

いては、 必要に応じ 液封によ る異常圧力上昇を防止する措置を講ずる。 ＊３  

 

【 関連条項】  

省令第 17 条（ 安全弁）、 第 29 条（ 冷凍設備の圧力上昇防止装置）、 第 35 条（ 液化ガス用貯

槽の安全弁等） 第１ 項 

解釈例第 72 条（ 安全弁）、 第 83 条（ 冷凍設備の圧力上昇防止装置）  

 

【 解  説】  

＊１  容器には、 液化ガス用貯槽及び熱交換器も 含む。  

＊２  冷媒ガスが可燃性ガス又は毒性ガスである 冷凍設備の安全装置には破裂板及び溶栓

を 用いてはなら ない。 ＊＊１  

＊３  「 液封による異常圧力上昇を 防止する措置」 には、 圧力逃がし 機構付き のバルブを用

いる方法や安全弁を設置する方法などがある。  

 

【 参  考】  

＊＊１  高圧ガス保安法 冷凍保安規則関係例示基準８ . 「 許容圧力以下にも どすこ と がで

き る安全装置」  
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3. 4. 2 安全弁等の技術上の基準 

 

( 1)  安全弁の型式、 設置場所、 構造、 材料、 吹出し 容量及び吹出し 圧力等は、 適切に選定

する。  

( 2)  破裂板の吹出し 容量、 吹出し 面積及び吹出し 圧力等は安全弁に準ずる。  

( 3)  圧力上昇防止装置から 排出さ れるガスが引火するおそれのない場所及び人畜に対し て

被害を及ぼさ ない場所に導かれる構造のも のと する。 ＊＊１  

 

【 関連条項】  

省令第 17 条（ 安全弁）、 第 29 条（ 冷凍設備の圧力上昇防止装置）、 第 35 条（ 液化ガス用貯

槽の安全弁等） 第１ 項 

解釈例第 72 条（ 安全弁）  

 

【 参  考】  

＊＊１  場所の一例と し て、 高圧ガス保安法 一般高圧ガス保安規則関係例示基準 14. 「 安

全弁、 破裂板及び圧力リ リ ーフ 弁の放出管開口部の位置」 及び冷凍保安規則関係例示

基準９ . 「 安全弁、 破裂板の放出管の開口部の位置」 に記載がある。  
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3. 5 負圧防止措置 

 

 低温貯槽（ 不活性の液化ガス用のも のを 除く 。） には、 当該貯槽の内部の圧力が外部の圧

力より 低下するこ と により 当該貯槽が破壊するこ と を 防止する ための適切な措置を講ずる。 

 

【 関連条項】  

省令第 35 条（ 液化ガス用貯槽の安全弁等） 第２ 項 

解釈例第 92 条（ 負圧防止）  

 

3. 6 逆流防止装置 

 

( 1)  ガスの通ずる部分に直接液体を送入する 装置を 有するガス発生設備には、 ガス液体の

逆流を防止するための装置を 設置する。ただし 、ガスが逆流するこ と による設備の損傷又

はガスの大気への放出のおそれのない液体が逆流し たと き にガスが大気に放散さ れない

構造のも のは、 こ の限り ではない。  

( 2)  空気を吸入する構造の液化ガス用ガス発生設備は、 ガスの逆流により 空気の吸入孔か

ら ガスが漏れない措置を講ずる。  

( 3)  熱量調整装置の空気の配管には、 ガスの逆流を自動的に防止する装置を設置する。  

 

【 関連条項】  

省令第 30 条（ ガスの逆流防止）  

解釈例第 84 条（ ガスの逆流防止）  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A16]:  「 ガス工作物技術基準書・ 同解

釈例の解説」  

6 次改訂版の解釈例第 84 条改正に合わせた改定 

コ メ ン ト の追加 [A17]:  同上 
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3. 7 イ ンタ ーロッ ク  

 

( 1)  高圧のガス、 中圧のガス若し く は液化ガスを 通ずる ガス製造設備又は当該ガス製造設

備に係る 計装回路には、 当該設備の態様に応じ 、 保安上重要な箇所に、 適正な手順以外の

手順によ る操作が行われるこ と を防止し 、又は緊急時に自動的にガスの発生が停止する 等

のイ ンタ ーロッ ク 機構＊１ を設置する。  

( 2)  外部強制潤滑油装置＊２ を有する圧送機には、 適切なイ ンタ ーロッ ク 機構を設置する。  

 

【 関連条項】  

省令第 20 条（ 誤操作防止及びイ ンタ ーロ ッ ク ） 第２ 項、 第３ 項 

 

【 解  説】  

＊１  イ ンタ ーロッ ク 機構は、 設備の態様に応じ 考慮すべき も のであり 、 一律には規定でき

ないが、 例えば次のよう なも のがある。  

( 1)  「 適正な手順以外の手順による操作が行われるこ と を 防止するイ ンタ ーロッ ク 機構」

の例 

 外部強制潤滑油装置を 有する 圧送機及び圧縮機において、 油圧が規定圧力以上にな

ら なければ主電動機が起動し ない等のイ ンタ ーロッ ク  

( 2)  「 緊急時に自動的にガスの発生が停止する等のイ ンタ ーロ ッ ク 機構」 の例 

( a)  シェ ルアン ド チュ ーブ式液化天然ガス用ガス発生設備において、 当該設備出口ガ

ス温度の異常低下、 加熱媒体の流量の異常低下により 自動的にガスの発生が停止す

る 等のイ ンタ ーロッ ク  

( b)  オープンラ ッ ク 式液化天然ガス用ガス発生設備において、 当該設備出口ガス温度

の異常低下、 加熱媒体の流量又は圧力の異常低下によ り 自動的にガスの発生が停止

する等のイ ンタ ーロッ ク  

( c)  サブマージド 式液化天然ガス用ガス発生設備において、 当該設備出口ガス温度の

異常低下、 バーナー失火により 自動的にガスの発生が停止する等のイ ン タ ーロッ ク  

( d)  ブタ ンエアー式液化石油ガス用ガス発生設備において、液化石油ガス液面異常上昇

又は加熱媒体の温度異常低下によ り 自動的にガスの発生が停止する 等のイ ン タ ー

ロ ッ ク  

＊２  「 外部強制潤滑油装置」 と は、 圧送機と 独立し た装置を いう 。 し たがっ て、 圧送機と

同軸で駆動さ れる 強制潤滑油装置は含まれない。 また、 外部強制潤滑油装置の他に圧送

機と 同軸で潤滑油装置を並列運転し ている よう な場合には、 それで目的を満たし ている

と 解釈でき る。  
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3. 8 流出防止措置 

 

 液化ガス（ 不活性のも のを除く 。） を 気化する装置又はそれに接続さ れる配管等には、 液

化ガスが液のまま流出する こ と を防止する適切な措置を 講ずる。 ＊１ ただし 、 気化装置から

の液化ガスの流出を考慮し た設計である場合は、 こ の限り ではない。  

 

【 関連条項】  

省令第 31 条（ 気化装置の構造） 第３ 項 

解釈例第 87 条（ 流出防止措置）  

 

【 解  説】  

＊１  例えば、 3. 7「 イ ンタ ーロッ ク 」【 解説】 ＊１ ( 2) ( a) 、 ( b) 、 ( c) 、 ( d) の要因で自動的

にガスの発生が停止するイ ンタ ーロッ ク 機構のよう なも のがある。  
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3. 9 保安電力等 

3. 9. 1 保安電力等の設置基準 

 

 停電等により ガス工作物の機能が失われる こ と のないよ う ＊＊１ 、製造設備を安全に停止さ

せるのに必要な装置＊１ その他の製造所の保安上重要な設備は、 保安電力、 保安用計装圧縮

空気又は電力以外の動力源等（ 以下「 保安電力等」 と いう 。） を 有し なければなら ない。＊＊２  

 

【 関連条項】  

省令第 21 条（ 保安電力等）  

解釈例第 76 条（ 保安電力等）  

 

【 解  説】  

＊１  例えば、「 ガス発生設備を 自動的に制御する装置」 があり 、 次のも のなどをいう 。  

( 1)  自動制御装置（ Ｄ Ｃ Ｓ 等の制御システムを 含む。）  

( 2)  自動弁（ 緊急遮断弁を 含む。）  

( 3)  緊急停止状態の安全を 確認するための計測装置及び警報装置 

 

【 参  考】  

＊＊１  停電を回避するために、 受配電方式の冗長化（ ２ 回線受電等） も 有効である。  

＊＊２  高圧ガス保安法 コ ンビナート 等保安規則関係例示基準 33. 「 停電等によ り 設備の

機能が損なわれるこ と のないための措置」 では、 対象製造設備に供給する保安電力等

について、 例示し ている。  
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3. 9. 2 保安電力の性能基準 

 

 保安電力＊１ の性能は、 次の基準によ る。  

( 1)  保安電力は、 常用電力が停電し た場合直ちに切り 替えて使用でき るも のと する。  

( 2)  保安電力は、 次に示すいずれか１ 以上による。  

( a)  買電（ 保安電力と し て措置さ れたも のに限る。）  

( b)  自家発電＊＊１  

( c)  蓄電池＊＊２ ＊＊３  

( d)  燃料電池＊＊４  

( 3)  保安電力の容量は、 対象設備＊２ の機能を維持し て保安を確保するのに十分なも のと す

る。  

 

【 解  説】  

＊１  津波及びその被害を 想定し 、 当該設備に生じ る浸水＊＊５ 、 浮力、 波力及び漂流物の影

響等を考慮する。  

＊２  対象設備と は、 3. 9. 1「 保安電力等の設置基準」 の「 製造設備を 安全に停止さ せるの

に必要な装置その他の製造所の保安上重要な設備」 をいう 。  

 

【 参  考】  

＊＊１  消防法では、 「 自家発電設備の基準」 （ 昭和 48 年 消防庁告示第１ 号） において、

構造及び性能の基準が定めら れている 。 なお、 同告示は令和元年 消防庁告示第２ 号

平成 18 年 消防庁告示第６ 号にて一部改正さ れている。  

＊＊２  蓄電池から 直流電源を 直接供給する直流電源装置のほかに、 蓄電池から イ ンバータ

を介し て交流電源を供給する無停電電源装置（ Ｕ Ｐ Ｓ ） がある 。  

＊＊３  消防法では、 「 蓄電池設備の基準」 （ 昭和 48 年 消防庁告示第２ 号） において、 構

造及び性能の基準が定めら れている 。 なお、 同告示は令和元年 消防庁告示第２ 号平

成 24 年 消防庁告示第４ 号にて一部改正さ れている。  

＊＊４  消防法では、 「 燃料電池設備の基準」 （ 平成 18 年 消防庁告示第８ 号） において、

構造及び性能の基準が定めら れている。  

＊＊５  浸水を防止する方法及び浸水し ても 機能喪失さ せない方法と し ては、 以下の対策が

有効である。  

( 1)  設備を囲い防護する。  

( 2)  開口部等を 水密化する。  

( 3)  設備を嵩上げする。  

( 4)  ケーブル導入口を塞ぐ 。（ 砂詰め、 シール材等を充填）  

( 5)  防水仕様を 採用する。  

コ メ ン ト の追加 [A18]:  最新の改訂版を 反映 

コ メ ン ト の追加 [A19]:  最新の改訂版を 反映 
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3. 9. 3 保安用計装圧縮空気の性能基準 

 

 保安用計装圧縮空気の性能は、 次の基準による。  

( 1)  保安用計装圧縮空気は、 常用の計装用圧縮空気の供給が停止し た場合に直ちに切り 替

えて使用でき るも のと する。  

( 2)  保安用計装圧縮空気の供給は、 次のいずれか１ 以上と する 。 ＊１  

( a)  空気溜めによる供給 

( b)  保安電力又は予備の動力（ エンジン駆動又はスチーム駆動） を 使用する計装空気圧

縮機による供給＊２  

( c)  窒素源による供給＊３  

( 3)  保安用計装圧縮空気の容量及び圧力は、 対象設備＊４ の機能を維持し て保安を 確保する

のに十分なも のと する。 ＊＊１  

( 4)  保安用計装圧縮空気の配管には、 他の配管等へ保安用計装圧縮空気が流出するこ と を

防止する ための措置を 講ずる 。 ＊５  

 

【 解  説】  

＊１  保安用計装圧縮空気の供給方法は、 その供給範囲の規模により 次のよう な方法がある。 

( 1)  対象機器毎に供給する方法 

( 2)  １ の設備系毎に供給する方法 

( 3)  複数の設備系に対し 供給する方法 

 保安上重要な設備に対し ては、 空気溜めによる供給でかつ供給方法を 上記( 1) 又は( 2)

と するこ と が望まし い。  

＊２  「 計装空気圧縮機による供給」 のみの場合は、 予備の計装空気圧縮機を設ける。  

＊３  保安用計装圧縮空気と し て屋内で使用する場合は、 操作弁の排気等により 酸素欠乏の

おそれがあるので注意を要する 。  

＊４  対象設備と は、 3. 9. 1「 保安電力等の設置基準」 の「 製造設備を 安全に停止さ せるの

に必要な装置その他の製造所の保安上重要な設備」 をいう 。  

＊５  保安用計装圧縮空気の配管と その他の圧縮空気配管と の接続部には、 保安用計装圧縮

空気が他に使用さ れるこ と を防止するため逆止弁等を設置する 。 また、 不活性ガス源と

し て他の目的に使用さ れるよう な窒素源よ り 窒素の供給を 受ける場合には、 不活性ガス

ラ イ ンへの空気の逆流を防止するため逆止弁等を設置する。  
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【 参  考】  

＊＊１  空気溜めの容量決定方法の例と し て、 以下の算出式がある。  

（ Ｐ １ －Ｐ ２ ）10

ｑ Ｔ
Ｖ   =  

こ こ で各記号は以下のと おり 。  

Ｖ ( m3)    ： 空気タ ンク の容量 

Ｐ １ ( MPa)  ： 通常時空気圧力（ すなわち供給圧力）  

Ｐ ２ ( MPa)  ： 最終時空気圧力 

ｑ ( Nm3／h)  ： 機器の総空気消費量 

Ｔ ( h)     ： 保持時間 
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3. 10 ガスが滞留し ない構造等 

 

( 1)  可燃性の、 ガス又は液化ガスを通ずるガス工作物を 設置する室は、 こ れら のガス又は

液化ガスが漏えいし たと き、 次の基準により 漏えいガスが滞留し ない構造と する。 ＊＊１  

( a)  空気より 比重＊１ の小さ い可燃性ガスの場合には、 ガスの性質、 処理又は貯蔵するガ

スの量、 設備の特性及び室の広さ 等を 考慮し て十分な面積を も っ た２ 方向以上の開口

部、 換気装置又はこ れら の併設によっ て通風を良好にし た構造と する。  

( b)  空気より 比重の大き い可燃性ガスの場合には、 ガスの性質、 処理又は貯蔵するガス

の量、 設備の特性及び室の広さ 等を考慮し て、 十分な面積を 有し 、 かつ、 床面まで開口

し た２ 方向以上の開口部＊２ 若し く は床面近く に吸気口を 備えた換気装置＊３ 又はこ れら

の併設によっ て主と し て床面に接し た部分の通風を良好にし た構造と する。  

( 2)  可燃性の地盤面下に全部埋設さ れた液化ガス用貯槽（ 室に設置する 貯槽に限る 。） の

周囲には、 乾燥砂を詰める。  

 

【 関連条項】  

省令第９ 条（ ガスの滞留防止） 第１ 項 

解釈例第６ 条（ ガスの滞留防止）  

 

【 解  説】  

＊１  液化ガスの場合は、 気化し た後の常温におけるガスの比重を いう 。  

＊２  床面に接し 、 かつ外気に面し て設けら れた開口部の通風可能面積の合計が、 当該設備

の設置さ れる室の床面積１ m2につき 300cm2を 標準と し て計算し た面積以上であるこ と が

望まし い。 ＊＊２  

＊３  設備を 室に設ける場合の換気装置の通風能力は、 当該室の床面積１ m2 につき 0. 5m3／

mi n 以上の通風能力を有するこ と が望まし い。  

 また、 排気ガスの放出口は、 地上から ５ m 以上高い位置にある安全な場所に設けるこ

と が望まし い。 ＊＊２  

 

【 参  考】  

＊＊１  高圧ガス保安法 一般高圧ガス保安規則関係例示基準６ . 「 滞留し ない構造」  

＊＊２  高圧ガス保安法 液化石油ガス保安規則関係例示基準 11. 「 滞留し ない構造」  

 

  



－54－ 

3. 11 電気設備の防爆＊＊１  

 

 電気設備は、 でき る限り 爆発の危険のない安全な場所に設置する も のと し 、 やむを 得ず

可燃性ガス又は引火性の物の蒸気が爆発の危険のある濃度に達する おそれがある箇所＊１ に

設置する 場合は、その設置箇所の状況及び当該ガス又は液化ガスの種類に応じ た防爆性能を

有する電気設備＊２ を 設置する。  

 

【 関連条項】  

省令第 10 条（ 電気設備の防爆構造）  

解釈例第７ 条（ 電気設備の防爆構造）  

 

【 解  説】  

＊１  労働安全衛生法（ 昭和 47 年 法律第 57 号） における規格「 電気機械器具防爆構造規

格」（ 昭和 44 年 労働省告示第 16 号、 以下「 構造規格」 と いう 。） において、「 引火性の

物の蒸気又はガスが爆発の危険のある濃度に達するおそれのある箇所各（ 以下「 危険箇

所」 と いう 。） の定義は解表３ －１ のよ う に示さ れている。 ＊＊２ なお、 同告示は令和元年 

厚生労働省告示第 48 号平成 20 年 厚生労働省告示第 88 号にて一部改正さ れている。  

 

解表３ －１  危険箇所の区分と 定義 

区 分 定 義 

特別危険箇所 
危険箇所爆発の危険のある箇所のう ち 、 連続し 、 長時間に渡り 、 又は頻繁に、 ガス又

は蒸気が爆発の危険のある濃度に達するも の。  

第一類危険箇所 
危険箇所爆発の危険のある箇所のう ち 、 通常の状態において、 特別危険箇所及び第二

類危険箇所に該当し ないも の。  

第二類危険箇所 
危険箇所爆発の危険のある箇所のう ち 、 通常の状態において、 ガス又は蒸気が爆発の

危険のある 濃度に達する おそれが少なく 、 又は達し ている 時間が短いも の。  

 

＊２  防爆性能を 有する電気設備は、 構造規格で規定さ れており 、 各防爆構造の定義は解表

３ －２ のよ う に示さ れている。  

 

解表３ －２  防爆構造の定義 

防爆構造 定 義 

耐圧防爆構造
 

全閉構造であっ て、 可燃性のガス（ 以下「 ガス」 と いう 。 ） 又は引火性の物の蒸気（ 以

下「 蒸気」 と いう 。 ） が容器の内部に侵入し て爆発を 生じ た場合に、 当該容器が爆発圧

力に耐え、かつ、爆発によ る火炎が当該容器の外部のガス又は蒸気に点火し ないよ う に

し たも の 

内圧防爆構造
 容器の内部に空気、 窒素、 炭酸ガス等の保護ガスを送入し 又は封入する こ と により 、 当

該容器の内部にガス又は蒸気が侵入し ないよ う にし た構造 

安全増防爆構造
 

電気機械器具を 構成する 部分（ 電気を通じ ない部分を 除く 。 ） であっ て、 当該電気機械

器具が正常に運転さ れ又は通電さ れている 場合に、火花若し く はアーク を 発せず、又は

高温と なっ て点火源と なるおそれがないも のについて、絶縁性能並びに温度の上昇によ

る危険及び外部から の損傷等に対する 安全性を 高めた構造 

コ メ ン ト の追加 [A20]:  指針本文・ 解説の「 可燃性ガ

ス又は引火性の物の蒸気が爆発の危険のある濃度に

達する おそれがある箇所」 と 参考の「 危険箇所」 は、

同じ 箇所（ ＝労働安全衛生規則 第二百八十条第一項

に規定する箇所） を 指し ているため、 表現を 統一し

た。  

コ メ ン ト の追加 [A21]:  最新の改訂版を 反映。  

コ メ ン ト の追加 [A22]:  指針本文・ 解説の「 可燃性ガス

又は引火性の物の蒸気が爆発の危険のある 濃度に達す

るおそれがある箇所」 と 参考の「 危険箇所」 は、 同じ

箇所（ ＝労働安全衛生規則 第二百八十条第一項に規定

する 箇所） を 指し ている ため、 表現を 統一し た。  

コ メ ン ト の追加 [A23]:  指針本文・ 解説の「 可燃性ガス

又は引火性の物の蒸気が爆発の危険のある 濃度に達す

るおそれがある箇所」 と 参考の「 危険箇所」 は、 同じ

箇所（ ＝労働安全衛生規則 第二百八十条第一項に規定

する 箇所） を 指し ている ため、 表現を 統一し た。  

コ メ ン ト の追加 [A24]:  指針本文・ 解説の「 可燃性ガス

又は引火性の物の蒸気が爆発の危険のある 濃度に達す

るおそれがある箇所」 と 参考の「 危険箇所」 は、 同じ

箇所（ ＝労働安全衛生規則 第二百八十条第一項に規定

する 箇所） を 指し ている ため、 表現を 統一し た。  
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防爆構造 定 義 

油入防爆構造 

電気機械器具を 構成する 部分であっ て、火花若し く はアーク を 発し 又は高温と なっ て点

火源と なる おそれがある も のを 絶縁油の中に収めるこ と により 、ガス又は蒸気に点火し

ないよう にし た構造 

本質安全防爆構造
 電気機械器具を 構成する 部分の発生する火花、アーク 又は熱が、ガス又は蒸気に点火す

るおそれがないこ と が点火試験等によ り 確認さ れた構造 

樹脂充てん 

防爆構造 

電気機械器具を 構成する 部分であっ て、火花若し く はアーク を発し 、又は高温と なっ て

点火源と なるおそれがあるも のを 樹脂の中に囲むこ と によ り 、ガス又は蒸気に点火し な

いよ う にし た構造 

非点火防爆構造 

電気機械器具を 構成する 部分が、火花若し く はアーク を 発せず、若し く は高温と なっ て

点火源と なるおそれがないよ う にし た構造又は火花若し く はアーク を 発し 、若し く は高

温と なっ て点火源と なる おそれがある 部分を 保護する こ と により 、ガス若し く は蒸気に

点火し ないよう にし た構造（ 以上に規定する 防爆構造を除く 。 ）  

特殊防爆構造
 以上に規定する 防爆構造以外の防爆構造であっ て、ガス又は蒸気に対し て防爆性能を 有

する こ と が試験等により 確認さ れたも の 

備 考 上表における「 容器」 と は、 電気機械器具の外箱、 外被、 保護カ バー等当該電気機械器具の防爆 

性能を 保持するための包被部分を いう 。  

 

【 参  考】  

＊＊１  電気設備の防爆に関する規定は、 以下のと おり である 。  

( 1)  労働安全衛生法及び関係省令等において、 以下の内容が規定さ れている。  

( a)  事業者は引火性の物等による危険又は電気、 熱その他のエネルギーによる危険

を 防止するための措置を 講じ なければなら ないこ と （ 法第 20 条）  

( b)  危険な場所において使用する機械等で、 政令で定めるも のは、 厚生労働大臣が

定める規格を具備し なければ設置等し てはなら ないこ と （ 法第 42 条）  

( c)  危険箇所において電気機械器具を 使用すると き は、 当該蒸気又はガスに対し そ

の種類及び爆発の危険のある 濃度に達するおそれに応じ た防爆性能を 有する 防

爆構造電気機械器具でなければ、使用し てはなら ないこ と（ 労働安全衛生規則（ 昭

和 47 年 労働省令第 32 号） 第 280 条）  

( dc)  政令で定める機械等の製造者等は、 厚生労働省令で定めると こ ろ によ り 型式

についての検定を 受けなければなら ないこ と （ 法第 44 条の２ ）  

( ed)  厚生労働大臣が定める規格を 具備すべき 機械等に防爆構造電気機械器具が該

当するこ と （ 労働安全衛生規則（ 昭和 47 年 労働省令第 32 号） 第 27 条）  

( f e)  型式検定を 受ける べき 機械等に防爆構造電気機械器具が該当するこ と （ 施行

令（ 昭和 47 年 政令第 318 号） 第 14 条の２ ）  

( 2)  労働安全衛生法における具体的な規格と し て厚生労働大臣が定めた規格は、 ただ

一つ「 構造規格」 だけである。  

 構造規格はただ一つであるが、 その第５ 条の規定に基づいて、 国際規格（ Ｉ Ｅ Ｃ

規格） に基づいた規格体系（「 技術的基準等」 と いう ） が検定の基準と し て運用さ

れており 、 実質的には「 構造規格」 と 「 技術的基準等」 の２ つの規格体系があるこ

と になる。各々の規格体系において、厚生労働省労働基準局長通達（ 基発） により 、

参照すべき 防爆指針類が示さ れている。  

コ メ ン ト の追加 [A25]:  防爆に関する法令と し て労安規

則第 280 条も 必要なため、 追記し た。  
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( 3)  電気設備の防爆に関し ては、 労働安全衛生法の他に、 電気事業法（ 昭和 39 年 法

律第 170 号）、 電気設備に関する 技術基準を定める省令（ 平成９ 年 通商産業省令第

52 号） 及び「 電気設備の技術基準の解釈」（ 平成 25 年３ 月 14 日 20130215 商局第

４ 号） にも 規定がある。 なお、 同解釈は令和４ 年 11 月 30 日 20221125 保局第１ 号

平成 28 年５ 月 25 日 20160418 商局第７ 号によ り 一部改正さ れている。  

＊＊２  危険箇所になり やすい場所の例示、 危険箇所の例図及び危険箇所分類の具体事例が、

独立行政法人 労働安全衛生総合研究所「 ユーザーのための工場防爆設備ガイ ド 」 に

掲載さ れている 。  

  危険箇所の分類の方法及び範囲の判定の方法について、「 引火性の物の蒸気又は

ガスが爆発の危険のある 濃度に達する おそれのある 箇所の分類の方法及び範囲の判

定の方法に関する運用について」（ 令和３ 年２ 月 18 日 基安発 0218 第１ 号） におい

て、 JI S C 60079-10 によるほか、 独立行政法人 労働安全衛生総合研究所「 ユーザー

のための工場防爆設備ガイ ド 」 の参考資料 11 によるこ と と し て差し 支えないこ と が

示さ れている。 なお、 独立行政法人 労働安全衛生総合研究所「 ユーザーのための工

場防爆設備ガイ ド 」 の参考資料 11 を 用いた危険箇所の分類および範囲の判定の例を

付属書１ に示す。  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A26]:  最新の改訂版を 反映。  

コ メ ン ト の追加 [A27]:  危険箇所の分類およ び範囲の判

定の方法について、JI Sおよ びユーザーのための工場防

爆設備ガイ ド 参考資料 11 を 用いるこ と で差し 支えない

こ と が示さ れたこ と を 追記し た。  

コ メ ン ト の追加 [A28]:  ユーザーのための工場防爆設備

ガイ ド 参考資料 11 を用いた危険箇所の分類およ び範囲

の判定の例を 付属書で示すこ と を 追記し た。  
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3. 12 静電気除去措置＊１ ＊＊１  

 

 可燃性の液化ガスを通ずるガス工作物には、 当該設備に生ずる静電気を除去する措置を 、

次の基準により 講ずる。  

( 1)  貯槽、 気化器、 熱交換器、 回転機器、 ベント スタ ッ ク 等＊２ は、 単独に接地する 。 ＊＊２  

 ただし 、 以下のいずれかの方法を採用する こ と で上記の代用と するこ と も でき る。  

( a)  複数の機器が近接し て配管等で接続し ている 場合にあっ て、 ボンディ ング用接続線

によ り 接続し て接地する。 ＊＊２  

( b)  多数の接地極同士を 互いに接続さ せた連接接地と 、 当該機器の接地線を接続し て接

地する。  

( 2)  荷役用陸上配管は、 接地する。 ＊＊２  

( 3)  タ ン ク ロ ーリ ー、 タ ンク 車及び受入払出し の用に供する配管＊３ は、 受入れ払出し を す

る前に接地する。 ＊＊２  

( 4)  タ ン カ ーによる荷役を行う 場合の船舶配管と 陸上配管と の連結には、 絶縁フ ラ ンジ又

は非導電性ホースを用いなければなら ない。 ただし 、 以下に示すよう に、 船舶配管と 陸上

配管と を 電気的に接続する場合はこ の限り でない。 ＊４ ＊＊３  

( a)  船舶配管と 陸上配管と を連結する前に、 十分に電気的に接続をし ておく こ と 。 ＊５  

( b)  電気的接続を絶つ前に、 船舶配管を陸上配管から 取り 外し 、 かつ、 管の内部に引火

性液体物質が残存し てないこ と を 確認する こ と 。  

( 5)  ボン ディ ング用接続線＊６ 及び接地接続線は、断面積 5. 5mm2 以上のも の＊７ を 用い、ろう

付け、 溶接、 接続金具を使用する方法等によっ て確実に接続する。 ＊＊２  

 

【 関連条項】  

省令第 12 条（ 静電気除去）  

解釈例第９ 条（ 静電気除去措置） 第１ 項 

 

【 解  説】  

＊１  本項は、 可燃性の液化ガスを 通ずるガス工作物に限定し ているが、 可燃性の液化ガス

を 通ずるガス工作物の作業（ 貯槽や受入払出作業等） に係る人体の静電気を 除去するた

めの措置を 講ずる こ と も 必要である。  

＊２  安全弁についても 、 機器本体と ボンディ ングし て接地し ておく 。  

＊３  固定配管は、 ( 2) により 、 あら かじ め接地し ておく 。  

＊４  本記述は、船舶安全法 危険物船舶運送及び貯蔵規則（ 昭和 32 年 運輸省令第 30 号）

第 332 条（ ボンディ ング方法） の条文によ っ たが、 日本タ ンカ ー協会の「 タ ンカ ー安全

指針（ 液化ガス編）」 によ れば、 でき る限り 絶縁フ ラ ンジ又は非電導性ホースを 使用す

るこ と を推奨し ている。  
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＊５  こ の場合、 接地し た回路は静電気による電流のみでなく 、 防食等のために迷走電流が

流れるこ と がある のでこ れを考慮し ておく 。  

＊６  ボンディ ング用の金属導体と し ては、 接続線の他、 銅板等の金属板、 ステン レスボル

ト 、 金属ガスケッ ト 等を使用するこ と ができる。  

 ただし 、 金属素地の露出し た金属導体が互いに機械的に堅固に結合さ れ、 腐食、 さ び

等により 金属接触面の電気抵抗が絶縁状態になるおそれのないよう にする。  

＊７  ボンディ ング用接続線及び接地接続線は、 原則と し て単線を 使用せず、 可と う 性のあ

るより 線等を使用する。  

 

【 参  考】  

＊＊１  静電気除去措置については、 労働安全衛生規則（ 昭和 47 年 労働省令第 32 号） 第

286 条の２ （ 静電気帯電防止作業服等） 、 第 287 条（ 静電気の除去） にも 規定がある。  

 また、 可燃性物質の着火源と し ての静電気の危険性評価及び静電気対策の基本事項

を示し た指針と し て、独立行政法人 労働安全衛生総合研究所「 静電気安全指針 2007」

がある 。  

＊＊２  高圧ガス保安法 一般高圧ガス保安規則関係例示基準 30. 「 静電気の除去」  

＊＊３  国土交通省海事局が取り 纏めた「 天然ガス燃料船に関する総合対策 報告書」 （ 平

成 25 年６ 月発行） 別添の「 Shore t o Shi p 方式Ｌ Ｎ Ｇ 移送のオペレーショ ンガイ ド ラ

イ ン ・ マニュ アル」 では、 船陸間で電気的絶縁又は平衡を 構築する ため、 絶縁フ ラ

ンジ又はボン ディ ン グケーブルを 使用するこ と と し ている。 また、 船陸間の電位差対

策が記載さ れている。  

 また、 海上保安庁「 大型タ ン カ ー及び大型タ ンカ ーバースの安全防災対策基準（ 行

政指導指針）」 においても 、 船体間の電位差に対する 措置と し て、 絶縁や十分な電気

的接続を 図る等適宜の措置をと るこ と と し ている。  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A29]:  引用規格リ スト 化に伴い年号削

除 

コ メ ン ト の追加 [A30]:  引用規格リ スト 化に伴い年号削

除 
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3. 13 凍結防止措置 

 

 ガス工作物であっ て凍結による機能の低下又は損傷のおそれのあるも の＊１ には、 次の凍

結防止措置を 講ずる。  

( 1)  液化ガス用ガス発生設備の気化装置（ Ｃ Ｅ 貯槽の加圧蒸発器等も 含む。） であっ て、 温

水で加熱する構造のも のにあっ ては、温水部に保温、加熱等を行う か又は不凍液を 使用す

る等の措置を 講ずる。 ＊２  

( 2)  ガスホルダーであっ て凝縮液が凍結する おそれがある場合には、 凝縮液を抜き 出すた

めの装置に保温、 スチームト レース又はヒ ータ ーで加温する等の措置を 講ずる。  

( 3)  有水式ガスホルダーにあっ ては、 その封水の加温、 保温又は流水状態にする等の措置

を 講ずる 。  

( 4)  その他凍結による機能の低下又は損傷のおそれのあるガス工作物には、 適切な凍結防

止措置を 講ずる。 ＊３  

 

【 関連条項】  

省令第 31 条（ 気化装置の構造） 第２ 項、 第 32 条（ ガスホルダーの構造）  

解釈例第 86 条（ 凍結防止措置）、 第 89 条（ ガスホルダーの構造）  

 

【 解  説】  

＊１  解釈例では、 凍結防止措置は寒冷地に限っ ているが、 本指針では、 寒冷地に限ら ず、

凍結による 機能の低下又は損傷のおそれのあるも のに適用する 。  

＊２  停止中にあっ ては、 加熱媒体を 抜き出す方法も ある。  

＊３  その他のガス工作物の適切な凍結防止措置＊＊１ と し て、以下のよう な例が挙げら れる。 

( 1)  防消火その他の用水配管等にあっ ては、 保温、 スチームト レ ース又は流水状態にす

る等の措置を 講ずる。  

( 2)  計装用機器（ 取出配管も 含む。） 等にあっ ては、 保温又はスチームト レ ース等の措

置を 講ずる 。 なお、 計装圧縮空気の凍結防止措置と し ては、 脱湿を 行う 場合がある。 

( 3)  圧縮機等であっ て、 ジャ ケッ ト に冷却水を 使用するも のにあっ ては、 保温、 不凍液

の注入又は流水状態にする等の措置を 講ずる。  

( 4)  温水ボイ ラ ーの逃がし 管及び返り 管にあっ ては、 保温又はスチームト レ ース等の措

置を講ずる。  

 

【 参  考】  

＊＊１  ボイ ラ ー、 第一種圧力容器及び第二種圧力容器に関する附属品の凍結防止措置の規

制が、 ボイ ラ ー及び圧力容器安全規則（ 昭和 47 年 労働省令第 33 号） 第 28 条「 附属

品の管理」 、 第 65 条「 附属品の管理」 、 第 87 条「 圧力計の防護」 にある。  
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3. 14 伸縮吸収措置 

 

( 1)  最高使用圧力が高圧又は中圧のガスホルダー及び液化ガス用貯槽に連絡さ れる出管及

び入管には、 温度又は圧力の変化による伸縮を吸収する伸縮吸収措置＊１ を講ずる。  

( 2)  伸縮吸収措置は、 原則と し て次の( a) 若し く は( b) 又は( a) 、 ( b) の組み合わせによる。＊２  

( a)  自己可と う による方法 

( b)  配管ループによる方法 

 

【 関連条項】  

省令第 15 条（ 構造等）  

解釈例第 29 条（ 伸縮継手）  

解釈例第 37 条（ ガスホルダー）  第一号二( 1)  

 

【 解  説】  

＊１  地盤の沈下及び地震時の変位等も 考慮し て伸縮を 吸収する 措置を 講ずる こ と が望ま

し い。  

＊２  ベローズ形伸縮継手を 用いる 場合は、 用途に応じ た適切なも のを使用する。  

 なお、 ベローズ形伸縮継手は、 最高使用圧力が高圧若し く は中圧のガスホルダー又は

液化ガス用貯槽と 第５ 章「 拡大防止設備」 5. 1「 遮断装置」 に定める緊急遮断装置の間

に設置し てはなら ない。  
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3. 15 雷保護＊＊１ システム＊１  

 

 雷保護システムは次の基準による。  

( 1)  可燃性の流体を 通ずる塔槽類には、 外部雷保護システムを設置する。 ただし 、 周囲の

状況によ り 安全上支障がない場合＊２ は、 こ の限り ではない。  

( 2)  外部雷保護システムの基準＊３ は、 JI S A 4201( 2003) 「 建築物等の雷保護」 による。 ＊

４  

( 3)  外部雷保護システムの接地を 、 静電気除去措置の接地と し て使用し ても よい。 ＊５  

 

【 解  説】  

＊１  雷保護システムと は、 雷の影響に対し て被保護物（ 建築物や煙突、 貯槽等の工作物が

含まれる） を 保護するために使用する システム全体を いい、「 外部雷保護システム」 と

「 内部雷保護システム＊＊２ 」 の両方を含む。外部雷保護システムと は、受雷部システム、

引下げ導線システム及び接地システムから なるシステムを いう 。  

＊２  「 周囲の状況により 安全上支障がない場合」 と は、 当該ガス工作物が他の施設に設け

ら れた外部雷保護システムの保護範囲に入っ ている場合を いう 。  

＊３  外部雷保護システムは、 被保護物の種類、 重要度等で実際上妥当と 考える雷保護レベ

ルを選定し ＊＊３ 、 こ れら に対応する各サブシステムを施設する。  

 接地システムは、 10Ω未満の低い接地抵抗値が推奨さ れている。  

 引下げ導線システムは、 雷電流の経路と 被保護物の接触有無の区分により 配置の基準

が定めら れており 、 接触有の場合は保護レ ベルに応じ 引下げ導線の平均間隔が定めら れ

ている。  

 突針等の受雷部システムは、 保護角法、 回転球体法及びメ ッ シュ 法のいずれかの方法

又はこ れら の組み合わせにより 、 選定し た保護レベルに応じ て保護物が保護範囲内に入

るよう に施設する 必要がある。 各手法において、 選定し た保護レ ベルにより 、 以下の要

素が変わる ため、 具体的な値はＪ Ｉ Ｓ に記載さ れている値を用いる。  

( 1)  保 護 角 法： 受雷部高さ ｈ ( m) と 保護角度α( °) の関係 

( 2)  回転球体法： 回転球体半径Ｒ ( m)  

( 3)  メ ッ シュ 法： メ ッ シュ 幅Ｗｍ( m)  

 受雷部を 突針と し 、 保護角法で保護範囲を設定し た場合の一例を解図３ －１ に、 回転

球体法で保護範囲を設定し た場合の一例を 解図３ －２ に示す。  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A31]:  引用規格リ スト 化に伴い年号削

除。  
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解図３ －１  突針及び保護角法による保護範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解図３ －２  突針及び回転球体法による保護範囲 

 

＊４  建築基準法（ 昭和 25 年 法律第 201 号） では、「 雷撃によっ て生ずる電流を 建築物に

被害を 及ぼすこ と なく 安全に地中に流すこ と ができ る避雷設備の構造方法を 定める 件」

（ 平成 17 年 国土交通省告示第 650 号） において、 JI S A 4201( 1992) 「 建築物等の避雷

設備( 避雷針) 」 に適合する 構造の避雷設備は、 JI S A 4201( 2003) 「 建築物等の雷保護」

に適合する も のと みなし ている 。  

突針 

被保護物（ 保護さ れるも の）  

こ こ で、 図中のｈ は受雷部の高さ 、 αは保護角度である。  

α 

保護範囲 

ｈ  

Ｒ  

Ｒ  
Ｒ  

突針 

被保護物（ 保護さ れるも の）  

こ こ で、 図中のＲ は回転球体の半径である 。  

保護範囲 

コ メ ン ト の追加 [A32]:  過去の経緯を 説明する目的で引

用さ れる 引用規格は、 本文中に年号を 残す方針である

ため、 削除し ていません。  

コ メ ン ト の追加 [A33]:  過去の経緯を 説明する目的で引

用さ れる 引用規格は、 本文中に年号を 残す方針である

ため、 削除し ていません。  
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＊５  外部雷保護システムの接地抵抗値が、 解釈例第９ 条（ 静電気除去措置） 第１ 項の基準

を 満たす場合に限る。  

 

【 参  考】  

＊＊１  受配電設備や、 制御システム等の弱耐電圧特性の電子機器で構成さ れるシステム等

建築物等の内部の機器においても 、 雷電流によっ て発生する過渡的な過電圧又は過電

流に対する 保護対策を 実施する こ と が望ま し い。 本保護対策について は、 JI S Z 

9290-4( 2009) 「 雷保護―第４ 部： 建築物内の電気及び電子システム」 に記載さ れてい

る。  

＊＊２  内部雷保護システムの目的は、 建築物内における、 雷撃により 生ずる電位差及び雷

サージに起因する火災、 爆発及び感電等の危険を防止するこ と である。 内部雷保護シ

ステムと は、 被保護物内において雷の電磁的影響を低減さ せる ために、 外部雷保護シ

ステムに追加するすべての措置であり 、 等電位ボンディ ング及び安全離隔距離の確保

を含む。  

＊＊３  雷保護レ ベルの選定の考え方が、 JI S A 4201( 2003) 「 建築物等の雷保護」 の解説又

は「 危険物の規制に関する 規則の一部を 改正する省令等の施行について」 （ 平成 17

年１ 月 14 日 消防危第 14 号） に記載さ れている。  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A34]:  引用規格リ スト 化に伴い年号削

除。  

コ メ ン ト の追加 [A35]:  引用規格リ スト 化に伴い年号削

除。  
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3. 16 放散処理設備 

3. 16. 1 ベント スタ ッ ク の基準 

 

 ベント スタ ッ ク ＊１ を設置する場合は、 次の基準による 。  

( 1)  可燃性ガスを 通ずるベント スタ ッ ク から 放出さ れる ガスにより 周囲に障害を 与える お

それのない高さ 及び位置は次の基準による。  

( a)  放出さ れたガスの着地濃度が爆発下限界燃焼下限未満になるよう な高さ と する。 ＊＊

１  

( b)  放出口は、 作業員が定常作業を 行う ために必要な場所及び作業員が通常通行する場

所に対し て安全な位置と する。  

( 2)  特定事業所に設置するベント スタ ッ ク には、 次の措置を講ずる。 ＊＊２  

( a)  ベン ト スタ ッ ク には、 静電気又は落雷等による 着火を防止する措置＊２ を講ずるも の

と し 、 万一着火し た場合においても 、 直ち に消火する こ と ができ る措置＊３ を 講ずる。  

( b)  ベン ト スタ ッ ク 又はそのベント スタ ッ ク に係る配管内には、 ド レンの滞留を 防止す

るための措置を講ずる。  

( c)  液化ガスが同伴し て放出さ れ、 又は急冷さ れるおそれのあるベント スタ ッ ク には、

当該ベント スタ ッ ク に係るガス工作物に近接し て気液分離器を設置する。  

 

【 関連条項】  

省令第 13 条（ ガスの置換等） 第２ 項 

解釈例第 10 条（ ベント スタ ッ ク ）  

 

【 解  説】  

＊１  安全弁の放出管は、 ベント スタ ッ ク と みなさ ない。  

＊２  着火を 防止する措置と は、 静電気除去措置と 雷保護システムのこ と である。  

＊３  直ちに消火する こ と ができ る措置と し ては、「 窒素ガスを 吹き 込む設備」、 あるいは、

「 着火時に安全に操作可能な元弁」 等がある。  

 

【 参  考】  

＊＊１  爆発下限界燃焼下限濃度到達範囲を 特定する方法には、 スタ ッ ク の有効高さ を 計算

し て、 放出源の高さ と し 、 ガスの拡散式に代入し て求める手法が使われる。  

 天然ガス等の空気より 軽いガスの場合は、 大気汚染防止法（ 昭和 43 年 法律第 97

号） で取り 入れら れている 、 スタ ッ ク の有効高さ に「 ボサンケの式」、 ガスの拡散式

に「 サッ ト ンの式」 等が使われる。  

＊＊２  高圧ガス保安法 コ ンビナート 等保安規則関係例示基準 38. 「 ベント スタ ッ ク 」  

 

コ メ ン ト の追加 [A36]:  官庁及び JGA指針間の用語統一 

コ メ ン ト の追加 [A37]:  同上 
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3. 16. 2 フ レアースタ ッ ク の基準 

 

 フ レ アースタ ッ ク ＊＊１ を設置する場合は、 次の基準による。  

( 1)  フ レ アースタ ッ ク の材料は、 当該フ レアースタ ッ ク において発生する熱に耐え得る も

のと する 。  

( 2)  フ レ アースタ ッ ク の高さ 及び位置は、 当該フ レ アースタ ッ ク において発生するふく 射

熱が他の設備に悪影響を与えないも のであるこ と 。また、その直下の地表面におけるふく

射熱＊＊２ が 4. 65kW／m216. 8MJ／m2･h 以下になるよ う なも のと する。 ただし 、 16. 8MJ／m2･

h4. 65kW／m2 を 超える区域に立入り できないよう な措置を講じ た区域については、 こ の限

り でない。  

( 3)  フ レ アースタ ッ ク には、 爆発を防止するための適切な措置を 講ずる。  

 

【 関連条項】  

省令第 13 条（ ガスの置換等） 第３ 項 

解釈例第 11 条（ フ レアースタ ッ ク ）  

 

【 参  考】  

＊＊１  高圧ガス保安法 コ ンビナート 等保安規則関係例示基準 39. 「 フ レアースタ ッ ク 」  

＊＊２  到達するふく 射熱の計算には、 「 API  RP521」 （ Amer i can Pet r ol eum I nst i t ut e  

RECOMMEND PRACTI CE 521【 Gui de f or  Pr essure-Rel i evi ng and Depr essur i ng Syst ems】）

等が使われる。  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A38]:  【 参考】 に提示さ れている高圧

ガス保安法 コ ン ビナート 等保安規則関係例示基準に

記載さ れている単位と 整合する よう 、 MJ／m2･h から kW

／m2 へ単位を 変更 

（ 16. 8 MJ／m2･h ⇒ 4. 65 kW／m2）  

コ メ ン ト の追加 [A39]:  同上 
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3. 17 サイ バーセキュ リ ティ  

 

 製造所に設置さ れる監視・ 制御系制御システム＊１ には、 リ スク ＊２ を把握し た上で、 次の

各項目を 考慮し て、 必要と 判断するセキュ リ ティ 対策＊＊１ を講ずる 。 ＊３ ＊４ ＊＊２  

( 1)  「 情報の利用促進」 と 「 セキュ リ ティ 確保」 のバラ ンス 

( 2)  「 想定さ れる損害」 と 「 対策レベル」 のバラ ンス 

( 3)  社内外と のネッ ト ワーク の接続状況 

 

【 関連条項】  

施行規則第 24 条、 第 148 条（ 保安規程）  

 

【 解  説】  

＊１  製造所の製造設備の運転及び監視等に係る機器を対象と する。  

＊２  把握すべき リ スク と し て、 ト ラ ブル時の影響、 代替手段及び復旧までの時間等が挙げ

ら れる。  

＊３  セキュ リ ティ 対策を 講ずる上では、 情報セキュ リ ティ 環境の変化＊＊３ に適切に対応す

るため継続的な対応が求めら れる。  

＊４  原則と し て、 外部ネッ ト ワーク と 監視・ 制御系システムと は分離する。 やむを 得ず

監視・ 制御系制御システムと 社内外のネッ ト ワーク が接続さ れている場合は、 接続点に

フ ァ イ ヤーウォ ールを設置する 等の対策が求めら れる。  

 

【 参  考】  

＊＊１  セキュ リ ティ 対策の例と し ては、 以下の事例が挙げら れる。 なお、 製造所に設置さ

れる監視・ 制御系システムに携わる者がセキュ リ ティ の重要性を認識し 、 適切なセキュ

リ ティ 対策を 行えるよう にする ため、 定期的な教育を 実施する こ と が望まし い。  

( 1)  安易な他システムと のネッ ト ワーク 接続の禁止 

( 2)  ネッ ト ワーク 上のシステム接続点におけるフ ァ イ ヤーウォ ール等の設置 

( 3)  Ｕ Ｓ Ｂ 等外部記憶媒体使用時や保守用コ ン ピ ュ ータ 接続時における 事前のコ ン

ピ ュ ータ ウイ ルスチェ ッ ク 機能の具備 

( 4)  不要なＵ Ｓ Ｂ ポート 又はＬ Ａ Ｎ ポート の閉塞 

( 5)  重要機器設置場所への錠又は入退室管理装置の設置 

( 6)  ソ フ ト ウェ アの自動定期バッ ク アッ プ機能の具備 

( 7)  バッ ク アッ プシステムの実装又は代替設備の確保 

 

  

コ メ ン ト の追加 [A40]:  「 都市ガス製造・ 供給に係る 監

視・ 制御系システムのセキュ リ ティ 対策要領（ 参考例）

の解説」 の用語に統一。  

監視のみを行う システムに対し ても 、 制御を行う シス

テムと 同様に本項の対策を 実施する こ と から 監視と い

う 文言を 併記。  

コ メ ン ト の追加 [A41]:  対象には【 参考】 に記載する 電

気事業法の自家用電気工作物も 該当する場合がある た

め、 関連性を 示す。  

コ メ ン ト の追加 [A42]:  保安規程にサイ バーセキュ リ テ

ィ が盛り 込ま れたこ と から 、 該当する ガス小売事業お

よびガス製造事業の施行規則を 記載。  

コ メ ン ト の追加 [A43]:  「 都市ガス製造・ 供給に係る 監

視・ 制御系システムのセキュ リ ティ 対策要領（ 参考例）

の解説」 の重要事項を 反映。  

コ メ ン ト の追加 [A44]:  「 都市ガス製造・ 供給に係る 監

視・ 制御系システムのセキュ リ ティ 対策要領（ 参考例）

の解説」 の用語に統一。  

監視のみを行う システムに対し ても 、 制御を行う シス

テムと 同様に本項の対策を 実施する こ と から 監視と い

う 文言を 併記。  

コ メ ン ト の追加 [A45]:  「 都市ガス製造・ 供給に係る 監

視・ 制御系システムのセキュ リ ティ 対策要領（ 参考例）

の解説」 の重要事項を 反映。  

コ メ ン ト の追加 [A46]:  同上、 記載内容に変更なし 。 記

載順を「 都市ガス製造・ 供給に係る 監視・ 制御系シス

テムのセキュ リ テ ィ 対策要領（ 参考例） の解説」 に準

じ て変更、 以下同様。  
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＊＊２  電気工作物については、 電気事業法に基づく 「 自家用電気工作物に係るサイ バーセ

キュ リ ティ の確保に関するガイ ド ラ イ ン （ 内規） 」 等も 準拠し 適切な処置を 講ずる。 

＊＊３  情報セキュ リ ティ 環境の変化に対し て、 以下のウェ ブサイ ト 等から 常に最新の情報

セキュ リ ティ 動向を把握し ておく こ と が望まし い。  

( 1)  内閣サイ バーセキュ リ ティ センタ ー（ Ｎ Ｉ Ｓ Ｃ ）  

( 2)  独立行政法人 情報処理推進機構（ Ｉ Ｐ Ａ ） セキュ リ ティ センタ ー 

( 3)  一般社団法人 Ｊ Ｐ Ｃ Ｅ Ｒ Ｔ コ ーディ ネーショ ンセンタ ー（ Ｊ Ｐ Ｃ Ｅ Ｒ Ｔ ／Ｃ Ｃ ） 

( 4)  技術研究組合制御システムセキュ リ ティ センタ ー（ Ｃ Ｓ Ｓ Ｃ ）  

( 5)  警察庁セキュ リ ティ ポータ ルサイ ト  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A47]:  ＊＊２  を 新たに追加。  

「 自家用電気工作物に係るサイ バーセキュ リ テ ィ の確

保に関するガイ ド ラ イ ン（ 内規）」（ 2022 年 10 月 1 日制

定） を反映。  

コ メ ン ト の追加 [A48]:  「 等」 と は、 主に自家用電気工

作物に係るサイ バーセキュ リ ティ の確保に関するガイ

ド ラ イ ン （ 内規） の上位にあたる「 電気設備に関する

技術基準を定める 省令（ 改正）」 およ び「 電気設備の技

術基準の解釈（ 改正）」 を 指す。 また、 自家用電気工作

物の一部には「 電力制御システムガイ ド ラ イ ン 」 を 遵

守すべき 発電事業も 含まれるこ と から 、 こ れら を包含

し て「 等」 と し た。  

コ メ ン ト の追加 [A49]:  既存の＊＊２ を ＊＊３ に繰り 下

げ。  
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第４ 章  監視、 連絡設備 

 

4. 1 計測装置 

4. 1. 1 計測装置の設置基準 

 

 ガス発生設備、 ガスホルダー、 圧送機及び附帯設備であっ て製造設備に属するも のには、

次に掲げる事項が測定できる 計測装置を 設置する。  

( 1)  液化ガス用ガス発生設備にあっ ては 

( a)  気化装置の気相の圧力 

( b)  気化装置の加熱媒体の温度 

( c)  加熱のために温水ポンプを 有するも のにあっ ては、 そのポンプの出口の圧力 

( d)  加熱のために蒸気を用いるも のにあっ ては、 その蒸気の圧力 

( e)  加熱のために温水槽を 用いるも のにあっ ては、 その液面 

( f )  ガスを噴出するこ と によ っ て空気を 吸入するも のにあっ ては、 エジェ ク タ ーノ ズル

の背圧＊１  

( g)  加圧のために液化ガス用ポンプを有するも のにあっ ては、 そのポン プの出口の圧力 

( 2)  液化天然ガス用ガス発生設備にあっ ては、 ( 1) に規定する も のの他に 

( a)  気化装置の出口のガスの温度 

( b)  加熱のために水中燃焼式バーナーを 有する も のにあっ ては、 燃焼空気の圧力 

( c)  加熱のために海水を用いるも のにあっ ては、 その流量及び圧力＊２  

( d)  加熱のために中間熱媒体を 有するも のにあっ ては、 その温度及び圧力 

( 3)  最高使用圧力が低圧のガスホルダーにあっ ては、 貯蔵する ガスの量＊３  

( 4)  最高使用圧力が高圧又は中圧のガスホルダーにあっ ては、 貯蔵するガスの圧力 

( 5)  圧送機にあっ ては 

( a)  出口のガスの温度 

( b)  圧送機の入口及び出口のガスの圧力 

( c)  強制潤滑油装置を有するも のにあっ ては、 潤滑油の温度及び圧力 

( d)  冷却水を 使用する構造のも のにあっ ては、 その冷却水の流れ＊４  

( 6)  最高使用圧力が高圧のガス及び空気圧縮機にあっ ては 

( a)  入口のガスの圧力 

( b)  出口のガス又は空気の温度及び圧力＊５  

( c)  強制潤滑油装置を有するも のにあっ ては、 潤滑油の温度及び圧力 

( d)  冷却水を 使用する構造のも のにあっ ては、 その冷却水の流れ 

( 7)  液化ガス用貯槽にあっ ては 

( a)  気相部の圧力 

( b)  液化ガスの液面 
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( 8)  冷凍設備にあっ ては 

( a)  圧縮機出口の冷媒ガスの圧力 

( b)  圧縮機が強制潤滑方式である場合は、 潤滑油の温度及び圧力＊６ ( 冷凍能力 20t 以上

の冷凍設備に限る 。 )  

( c)  受液器の液面 

( 9)  計装圧縮空気の主配管にあっ ては、 その圧力 

 

【 関連条項】  

省令第 18 条（ 計測装置等） 第１ 項 

解釈例第 73 条（ 計測装置等） 第１ 項 

 

【 解  説】  

＊１  「 エジェ ク タ ーノ ズルの背圧」 と は、 噴出ノ ズルの上流圧を 示し 、 吸引する 真空側の

圧力をいう も のではない。  

＊２  海水の圧力は海水ポンプの出口圧力でも よい。  

＊３  ガスホルダー本体に見やすい目盛をつけるのが簡単な方法と し て挙げら れる 。  

＊４  計測機器によるほか、 冷却水配管にのぞき 窓等の目視により 水流を確認でき る装置を

つけるのが簡単な方法と し て挙げら れる。  

＊５  「 出口のガス又は空気の温度及び圧力」 には、 レシプロ 式多段圧縮機にあっ ては、 各

段の出口の圧力を 含む。  

＊６  潤滑油の圧力低下に対する保護装置を 有すると きは、 こ の限り でない。  
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4. 1. 2 計測装置の構造、 性能基準 

 

 計測装置の構造及び性能は、 次の基準によ る。  

( 1)  温度計 

 温度計は、 熱電対、 測温抵抗体又はこ れら と 同等以上の性能を有する も ののう ち から 、

当該設備の最高（ 最低） 使用温度に応じ て適切な種類のも のであり 、かつその測定範囲が、

当該設備の最高（ 最低） 使用温度を 適切に測定でき る も のと する。  

( 2)  圧力計 

( a)  圧力計は、 ブルド ン管、 ダイ アフ ラ ム又はこ れら と 同等以上の性能を 有するも のの

う ち から 、当該設備の最高使用圧力に応じ て適切な種類のも のであり 、かつその測定範

囲が、 当該設備の最高使用圧力を 適切に測定でき るも のと する。 ＊１  

( b)  被測定物質が低温の場合、 圧力計の低温になる部分は禁油禁水処理をする。  

( c)  圧力計は、 使用中その機能を害するよう な振動を 受けるこ と がないよう にし 、 かつ

その内部が許容温度＊２ を逸脱し ないよう に措置＊３ を講ずる 。  

( 3)  液面計 

( a)  液面計は、 ガラ ス管ゲージ、 ク リ ン ガー式、 フ ロ ート 式、 静電容量式、 差圧式、

ディ スプ レ ーサ式、 電波式又はこ れら と 同等以上の安全性及び機能を 有するも ののう

ち から 、 当該設備の構造及び被測定液体の種類に応じ て 適切に測定でき る も のと す

る。 ＊＊１  

( b)  ガラ スを 使用し た液面計の場合は、 次の基準による。  

( ⅰ)  液面計に使用するガラ スは、 JI S B 8211( 1994) 「 ボイ ラ ー用水面計ガラ ス」 のガ

ラ ス又はこ れと 同等以上の強度を有するガラ スと する 。 ＊＊１  

( ⅱ)  液面を確認するために必要な最小面積以外の部分は、金属製の枠で保護するこ と

により 、 その破損を防止する措置を 講ずる。 ＊＊１  

( ⅲ)  液面計を接続する配管には、 自動式及び手動式の止め弁を 設ける。 また、 自動式

及び手動式の止め弁は、 以下のも のでも よいも のと する。  

( ｲ)  自動及び手動によっ て閉止でき る二つの機能を備えた単一の止め弁＊＊１  

( ﾛ)  ガラ スが破損し た場合に自動的に流出を防止できる 構造の止め弁（ ボール逆止

弁）  

( c)  被測定液体が低温の場合、 液面計の低温になる部分は禁油禁水処理をする。  

( d)  最高使用圧力が高圧のガス又は液化ガスを通ずるガス工作物にあっ ては、 丸形ガラ

ス管ゲージを使用し てはなら ない。 ＊４  

( 4)  流量計 

 流量計は、 差圧式、 渦式、 超音波式又はこ れら と 同等以上の性能を 有するも ののう ち か

ら 、 当該設備の構造及び被測定体の種類に応じ て適切に測定できる も のと する。  

 

コ メ ン ト の追加 [A1]:  引用規格リ スト 化に伴い年号削

除 
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【 関連条項】  

省令第 18 条（ 計測装置等） 第１ 項 

解釈例第 73 条（ 計測装置等） 第３ 項 

 

【 解  説】  

＊１  圧力計の最大目盛り は、 最高使用圧力の 1. 5 倍以上３ 倍以下の範囲内と なる よう に選

定するこ と が望まし い。  

＊２  ボイ ラ ー及び圧力容器安全規則（ 昭和 47 年９ 月 30 日 労働省令第 33 号） では、 許容

温度を 80℃と する規定がある。  

＊３  「 内部が許容温度を逸脱し ないよう な措置」 には、 サイ ホン管を取り 付ける 方法等が

ある。  

＊４  こ こ でいう 液面計は、 ガラ ス部分に直接液化ガス等の圧力が加わるも のを いい、 温水

槽等の液面計を指し ているのではない。  

 

【 参  考】  

＊＊１  高圧ガス保安法 一般高圧ガス保安規則関係例示基準 16. 「 液面計等」  
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4. 2 警報装置 

4. 2. 1 警報装置の設置基準 

 

 ガス発生設備、 ガスホルダー、 圧送機及び附帯設備であっ て製造設備に属するも のには、

次に掲げる場合にその旨を警報するも のを設置する。 ＊１  

( 1)  液化石油ガス用ガス発生設備にあっ ては、 気化装置の液化石油ガスの液面が異常に上

昇し た場合＊２  

( 2)  液化天然ガス用ガス発生設備にあっ ては 

( a)  気化装置の出口のガス温度が異常に低下し た場合 

( b)  加熱のために水中燃焼式バーナーを 有する も の 

( ⅰ)  燃焼用空気圧力が異常に低下し た場合 

( ⅱ)  バーナーが消炎し た場合 

( ⅲ)  温水槽の液面が異常に低下し た場合 

( c)  加熱のために海水を 用いるも のにあっ ては、 その流量又は圧力が異常に低下し た場

合 

( d)  加熱のために中間熱媒体を有する も のにあっ ては、 その圧力が異常に上昇又は低下

し た場合 

( 3)  最高使用圧力が低圧のガスホルダー（ 圧送機により ガスを 送り 出すも のに限る 。） に

あっ ては、 貯蔵するガスの量が異常に減少し た場合 

( 4)  圧送機（ 外部強制潤滑油装置＊３ を 有するも のに限る 。） にあっ ては、 潤滑油の油圧が

異常に低下し た場合 

( 5)  最高使用圧力が高圧のガス及び空気圧縮機（ 外部強制潤滑油装置＊３ を有するも のに限

る。） にあっ ては、 潤滑油の油圧が異常に低下し た場合 

( 6)  冷凍設備の圧縮機（ 冷凍能力が 20t 以上で， かつ外部強制潤滑油装置＊３ を有するも の

に限る。） にあっ ては、 潤滑油の油圧が異常に低下し た場合 

( 7)  低温貯槽にあっ ては 

( a)  貯蔵能力が 100t 以上のも の 

( ⅰ)  気相部の圧力が異常に上昇し た場合 

( ⅱ)  液面が異常に上昇し た場合（ 液化天然ガス用のも のに限る。）  

( b)  第３ 章「 予防設備」 3. 5「 負圧防止措置」 の適用を 受ける も の＊４ にあっ ては、 気相

部の圧力が異常に低下し た場合 

( 8)  熱量調整装置（ 空気によ り 熱量調整を 行う も のに限る 。） にあっ ては、 ガス又は空気の

送入が停止し た場合 

( 9)  計装用圧縮空気の主配管にあっ ては、 その圧力が異常に低下し た場合 
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【 関連条項】  

省令第 19 条（ 警報装置）  

解釈例第 74 条（ 警報装置）  

 

【 解  説】  

＊１  本設置基準の他に、 次に掲げる場合には、 その旨を警報するも のを設置する こ と が望

まし い。  

( 1)  最高使用圧力が低圧のガスホルダーにあっ ては、 貯蔵する ガスの量が異常に増加し

た場合 

( 2)  最高使用圧力が高圧又は中圧のガスホルダーにあっ ては、 圧力が異常に上昇し た場

合 

( 3)  圧送機にあっ ては、 出口の圧力が異常に上昇し た場合 

( 4)  最高使用圧力が高圧のガス及び空気圧縮機にあっ ては、 出口のガス又は空気の圧力

が異常に上昇し た場合 

＊２  構造上液化石油ガスの液面の計測が困難なも のにあっ ては、 気化装置の加熱媒体の温

度異常低下の検出等により 代えても よい。  

＊３  「 外部強制潤滑油装置」 と は、 圧縮機と 独立し た装置を いう 。  

し たがっ て、 圧縮機を同軸で駆動さ れる強制潤滑油装置は、 含まれない。  

＊４  解釈例第 92 条（ 負圧防止） 第２ 項に掲げるも のは除く 。  

 

  



－77－ 

4. 3 ガス漏えい検知警報設備＊１ 等＊２  

4. 3. 1 ガス漏えい検知警報設備等の設置基準 

 

( 1)  可燃性又は毒性の、 ガス又は液化ガスを 通ずるガス工作物（ 配管を 除く 。） には、 次の

基準によ り ガス漏えい検知警報設備を設置する。  

( a)  ガス検知部の設置場所及び設置個数は、 次の基準による。  

( ⅰ)  ガス発生設備又はガス圧縮機等＊３ を設置し ている室内に、 原則と し て２ 個以上＊４  

 こ の場合、強制換気を行っ ている室にあっ ては、上記に規定する 個数のう ち １ つ

は当該強制換気装置の排気口の入口と する。  

( ⅱ)  防液堤を有する貯槽＊５ には、 防液堤（ 間仕切り も 含む。） 内に２ 個以上＊６  

( ⅲ)  地盤面下に全部埋設さ れた液化ガス用貯槽を設置し ている貯槽室に、貯槽１ 基に

つき２ 個以上＊＊１  

( ⅳ)  貯槽に液化ガスの受入れ又は払出し を する場所の周囲＊７ であっ て、 ガスが滞留

するおそれのある場所に２ 個以上＊＊２  

 ただし 、 ( ⅱ) のも のと 兼ねるこ と はできない。 ＊８  

( ⅴ)  計器盤に可燃性ガスを導入し ている 計器室に１ 個以上＊＊３  

( ⅵ)  その他ガスが滞留するおそれのある 場所＊９ に１ 個以上 

( b)  ガス検知部及び警報部の設置位置は、 次の基準による。  

( ⅰ)  ガス検知部は当該ガスの比重、周囲の状況及び設備の高さ に応じ た適切な位置に

設置＊10 する。 ＊＊３  

( ⅱ)  警報部は関係者が常駐する場所であっ て、警報のあっ たのち 各種の対策を講ずる

のに適切な場所に設置する。 ＊＊３  

( 2)  地盤面下に全部埋設さ れた可燃性の液化ガス用貯槽（ 貯槽室に設置する貯槽を除く 。）

の周囲には、 当該貯槽から 漏えいするガスを検知するこ と ができ る管（ 以下「 検知管」 と

いう 。） を 貯槽１ 基につき ４ 個以上設置する。 ＊＊１  

 

【 関連条項】  

省令第９ 条（ ガスの滞留防止） 第２ 項 

解釈例第６ 条（ ガスの滞留防止） 第２ 項 

 

【 解  説】  

＊１  ガス漏えい検知警報設備は、 ガス検知部、 警報部及びこ れら の間を接続する 電気導線

等より 構成さ れる 。  

＊２  検知警報設備には、 ガス漏えい検知警報設備の他、 以下のも のがある。  

 こ れら を 設置する場合は各項による。  

( 1)  低温検知警報設備 
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( a)  低温検知警報設備は、 低温検知器、 警報部及びこ れら の間を接続する電気導線等

よ り 構成さ れる。  

( b)  低温検知器の設置場所は、 周囲の状況に応じ た適切な位置と する。  

( c)  低温検知器は、 熱電対式、 測温抵抗体式又はこ れら と 同等以上の性能を 有するも

のであっ て、 当該設備の構造及び設置場所の状況に応じ た適切なも のと する。  

( 2)  火炎検知警報設備 

( a)  火炎検知警報設備は、 火炎検知器、 警報部及びこ れら の間を接続する電気導線等

よ り 構成さ れる。  

( b)  火炎検知器の設置場所は、 周囲の状況に応じ た適切な位置と する。  

( c)  火炎検知器は、 紫外線式、 赤外線式、 熱電対式、 測温抵抗体式又はこ れら と 同等

以上の性能を 有するも のであっ て、 当該設備の構造及び設置場所の状況に応じ た適

切なも のと する。  

( d)  火炎検知器に紫外線式を用いる場合は、 太陽光での誤動作を防止するよう 考慮す

る 。  

( 3)  火災検知警報設備 

( a)  火災検知警報設備は、 火災検知器、 警報部及びこ れら の間を接続する電気導線等

よ り 構成さ れる。  

( b)  火災検知器の設置場所は、 周囲の状況に応じ た適切な位置と する。  

( c)  火災検知器は、 当該設備の構造に応じ た適切な種類の感知部をも つ自動火災報知

設備と する。  

＊３  「 ガス圧縮機等」 と は、 ガス圧縮機のほか、 圧送機、 液化ガス用ポンプ、 冷凍設備に

かかわる圧縮機（ アンモニアに限る。） 及び圧力調整弁を いう 。  

＊４  ただし 、１ 個で十分検知でき る程度の狭い室（ 設備の外縁約 10m以下のも のをいう 。）

の場合は、 １ 個と するこ と ができ る。  

＊５  省令第 38 条（ 防液堤） に定める防液堤の設置を必要と する貯槽をいう 。 ただし 、 Ｐ

Ｃ 地上式貯槽は除く 。  

＊６  防液堤内の集液槽、 貯槽元弁周囲、 液化ガス用ポンプ周囲等に設置するこ と が望まし

い。  

＊７  「 受入れ又は払出し を する場所の周囲」 と は、 ローリ ー又は船から の受入れ端若し く

は払出し 端の付近をいう 。  

＊８  「 ( ⅱ) のも のと 兼ねるこ と はでき ない」 と し たのは、 防液堤により ガスの流れが遮ら

れるためである。  

＊９  「 その他ガスが滞留するおそれのある場所」 と は、 例えば空気より 比重の軽いガスに

あっ ては、 上部が囲まれている 場所等でガスが滞留するおそれのある場所、 空気よ り 比

重の重いガスにあっ ては、 下部のピッ ト 等でガスが滞留する おそれのある場所を いう 。 

＊10 液化石油ガス用貯槽の貯槽室にあっ ては、 貯槽室の底面から 原則と し て高さ 30cm 以

下の適切な位置に、 ガス検知部を 設置する 。  
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【 参  考】  

＊＊１  高圧ガス保安法 液化石油ガス保安規則関係例示基準 11. 「 滞留し ない構造」  

＊＊２  高圧ガス保安法 液化石油ガス保安規則関係例示基準 24. 「 ガス漏えい検知警報設

備と その設置場所」  

＊＊３  高圧ガス保安法 一般高圧ガス保安規則関係例示基準 23. 「 ガス漏えい検知警報設

備と その設置場所」  
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4. 3. 2 ガス漏えい検知警報設備の機能、 構造基準 

 

( 1)  機  能 

 ガス漏えい検知警報設備は、可燃性ガス又は毒性ガスの漏えいを検知し 警報を 発する も

のと し 、 その機能は次の基準による 。  

( a)  ガス漏えい検知警報設備は、 半導体方式、 接触燃焼方式その他の方式によっ て検知

エレ メ ント の変化を 電気的機構等により 、 あら かじ め設定さ れたガス濃度（ 以下「 警報

設定値」 と いう 。） において自動的に警報する も のと する。 ＊＊１  

( b)  警報設定値は、 設置場所における周囲の雰囲気の温度において、 可燃性ガスにあっ

ては爆発下限界燃焼下限の
４

１
以下の値、 毒性ガス＊１ にあっ ては許容濃度（ アンモニア

にあっ ては、 許容濃度の２ 倍の値） 以下の値と する。 こ の場合、 警報設定値は任意に設

定ができ るも のと する。 ＊＊１  

( c)  警報精度は、 警報設定値に対し 、 可燃性ガス用にあっ ては±25％以下、 毒性ガス

用＊１ にあっ ては±30％以下のも のと する。 ＊＊１  

( d)  検知警報設備の発信に至るまでの遅れは、 警報設定値の 1. 6 倍の濃度において通常

30 秒以内＊２ と する。 ただし 、 検知警報設備の構造上又は理論上こ れより 遅れる特定の

ガス（ アンモニアその他こ れに類するガス＊１ ） にあっ ては１ 分以内と する。 ＊＊１  

( e)  電源の電圧等の変動が±10％あっ た場合においても 、 警報精度が低下し ないも のと

する 。 ＊＊１  

( f )  警報を発し た後は、 原則と し て、 雰囲気中のガス濃度が変化し ても 警報を発信し 続

ける も のと し 、 その確認又は対策を講ずるこ と により 警報が停止するも のと する。 ＊＊１  

( 2)  構  造 

 ガス漏えい検知警報設備の構造は、 次の基準による 。  

( a)  十分な強度を有し（ 特に検知エレメ ント 及び発信回路は耐久力を有するも のであるこ

と 。）、 かつ、 取扱い及び整備（ 特に検知エレメ ント の交換等） が容易なも のと する。＊＊１  

( b)  ガスに接触する部分は耐食性の材料又は十分な防食処理を 施し た材料を用いたも の

であり 、 その他の部分は塗装及びメ ッ キの仕上げが良好なも のと する。 ＊＊１  

( c)  防爆性能については、 機械等検定規則＊３ （ 昭和 47 年９ 月 30 日 労働省令第 45 号）

によ る検定に合格し たも のと する。  

( d)  ２ 以上の検知部から の警報を受信する場合、 受信回路は、 他が警報を 発し 回路が作

動し ている場合においても 、当該ガス漏えい検知警報設備が作動すべき 条件の場合は警

報を 発するこ と ができるも のと し 、 かつ、 当該場所が識別でき るも のと する。 ＊＊１  

( e)  受信回路は、 作動状態にあるこ と が容易に識別でき るも のと する。 ＊＊１  

( f )  警報は、 ラ ンプが点灯又は点滅すると 同時に警報音を 発するも のと する。 ＊＊１  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A2]:  官庁及び JGA指針間の用語統一 
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【 解  説】  

＊１  付臭剤用のガス漏えい検知警報設備の校正ガスと し て利用さ れる こ と も ある 硫化水

素も 該当する。  

＊２  吸引管等による遅れを 除く 。  

＊３  令和２ 年 12 月 25 日 厚生労働省令第 208 号平成 26 年 11 月 28 日 厚生労働省令第 131

号により 一部改正さ れている。  

 

【 参  考】  

＊＊１  高圧ガス保安法 一般高圧ガス保安規則関係例示基準 23. 「 ガス漏えい検知警報設

備と その設置場所」  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A3]:  最新の改訂版を 反映 
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4. 4 保安通信設備等 

 

( 1)  製造所及び供給所には、 緊急時に迅速な通信を確保するため、 保安通信設備＊１ と し て

加入電話設備、 専用電話設備又は無線電話通信設備を 設置する。  

( 2)  所内にあっ ては、 緊急時に迅速に処置するこ と ができ る部署と 製造設備と の間に、 設

備の態様に応じ 、 構内電話、 ページング設備＊２ 、 イ ンタ ーホン又は火災報知設備（ 自動

又は手動） 等を設置する。 更に、 緊急時に所内全域に通報できる放送設備＊＊１ 又はサイ レ

ン等を設置する。 ＊＊２  

 ただし 、 声が全域に聞こ える規模の事業所はこ の限り でない。  

( 3)  所内にあっ ては、 保安上必要な場所＊３ の監視を目的と し て、 監視カ メ ラ 等の構内監視

装置を設置するこ と が望まし い。 ＊４ ＊＊３  

 また、 モニタ 等監視部は計器室に設けるこ と が望まし い。  

 

【 関連条項】  

省令第５ 条（ 保安通信設備）  

解釈例第２ 条（ 保安通信設備）  

 

【 解  説】  

＊１  保安通信設備は製造所、 供給所、 導管を管理する事業所の相互間、 若し く はこ れら の

状況を判断し 適切な指示を 与える指令所がある場合には、指令所と の間を相互に、又は、

指令所を介し て通信を行えるよ う に設置する。  

＊２  ページング設備と は、 次に挙げるも のをいう 。  

( 1)  有線ページン グ設備 

( 2)  無線ページン グ設備 

＊３  保安上必要な場所と は、 Ｌ Ｎ Ｇ 貯槽等、 重要な製造設備をいう 。  

＊４  保安上必要な場所の確認が、 計器室等の室内から の目視確認や巡視点検の実施等で容

易に行う こ と ができ る場合は、 それら を構内監視装置の代替と するこ と ができ る。  

 

【 参  考】  

＊＊１  緊急地震速報等と 連動さ せて放送する設備も 効果的である。  

＊＊２  高圧ガス保安法 一般高圧ガス保安規則関係例示基準 32. 「 通報のための措置」  

＊＊３  構内監視装置を設置するこ と で、 以下の監視及び確認にも 活用でき る。  

( 1)  警報装置、 ガス漏えい検知警報設備等が作動し た際の監視 

( 2)  地震、 津波、 台風等が発生、 来襲し た際の状況確認 

( 3)  不正侵入の際の所内の状況確認 
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4. 5 計器室＊１ ＊２ ＊３  

4. 5. 1 特定事業所の計器室＊４  

 

 特定事業所に設置する計器室は、災害時等の緊急時においても 当該ガス工作物を 安全に制

御でき る よう 、 次の基準によ り 設置する。  

( 1)  計器室は、 可燃性の、 高圧のガス又は液化ガスを通ずるガス工作物（ 配管及び導管を

除く 。） であっ て、 燃焼熱量の数値＊５ が 1. 2×10７ 以上と なるも のの外面から 計器室の外

壁の最も 近い位置まで、 15m以上の距離を 有し なければなら ない。  

( 2)  計器室は、 次の基準を満足する構造と する。  

( a)  壁、 柱、 床、 はり 及び屋根にあっ ては耐火構造＊６ と する。 ＊＊１  

( b)  内装材は、 不燃材料＊７ 又は準不燃材料＊８ と する。 ただし 、 床材は難燃材料＊９ と す

るこ と ができ る。 ＊＊１  

( c)  出入口は、 ２ 箇所以上設置し 、 扉は防火戸＊10 と し 、 そのう ち少なく と も １ 箇所は、

危険な箇所に面し て設けない。 ＊11 また、 扉は容易に開放状態になら ないよう な措置を

講ずる。 ＊＊１  

( d)  窓は、 網入り ガラ ス又は強化ガラ スと する 。  

( 3)  計器室を 密閉する場合は、 計装機器の発熱及び外気から の入熱により 室温が所定値以

上になら ないよう に考慮する 。  

( 4)  計器室は、 地震に対し て考慮さ れたも のと する。 ＊12 

( 5)  空気より 比重の大き い可燃性のガス又は気化し た場合に空気よ り 比重の大き い可燃性

の液化ガスを 取り 扱う 事業所の計器室にあっ ては、外部から のガスの侵入を防ぐ ため次の

( a) 及び( b) の措置を講ずる。 ただし 、 外部から ガスが侵入するおそれのない計器室＊13 に

あっ ては、 こ の限り でない。  

( a)  室内への配線及び配管類の引き込み口の周囲には、不燃性の材料を十分充填する。＊＊１  

( b)  換気のための吸気口は、 漏えいし たガスを吸入するおそれのない位置及び高さ に設

ける 。 ＊＊１  

 ただし 、強制換気装置において吸気口付近にガス漏えい検知警報設備を設置し 、ガス

漏えい検知警報設備の作動により 強制換気装置が停止する構造と し た場合は、こ の限り

でない。  

 

【 関連条項】  

省令第 23 条（ 計器室）、 第 24 条（ 経過措置）  

解釈例第 78 条（ 計器室）  

 

  



－84－ 

【 解  説】  

＊１  こ こ でいう 計器室と は、 製造設備等の運転操作、 防消火設備の操作及び緊急連絡等の

ための計器類が集中的に配置さ れている室であっ て、 常時運転員がいるも のを いう 。  

 こ こ では、 こ の計器室の機能が災害時等の緊急時においても 維持でき るよう に設置位

置、 構造等について規定し ている。  

＊２  計器室を 設計する際には、 津波及びその被害を 想定し 、 浸水＊＊２ 、 浮力、 波力及び漂

流物の影響等を考慮する。  

＊３  計器室には、 関係者以外がみだり に立ち入ら ないよう に考慮するこ と 。 ＊＊３  

＊４  特定事業所以外の事業場に設置する計器室は、 ( 1) を除き 、 4. 5. 1「 特定事業所の計器

室」 の各基準を 満足する こ と が望まし い。 ただし 、 ( 2) の( a) は、 防火構造（「 防火構造

の構造方法を定める件」（ 平成 12 年５ 月 24 日 建設省告示第 1359 号） に定めるも のを

いう 。） と し ても よい。 なお、 同告示は令和３ 年６ 月７ 日 国土交通省告示第 513 号平成

28 年３ 月 30 日 国土交通省告示第 541 号により 一部改正さ れている。  

＊５  「 燃焼熱量の数値」 と は、 告示第２ 条（ 離隔距離） 第３ 項に示すも のをいう 。  

＊６  「 耐火構造の構造方法を 定める件」 ( 平成 12 年５ 月 30 日 建設省告示第 1399 号)  第

１ 、 第２ 、 第３ 、 第４ 及び第５ に定めるも のを いう 。 なお、 同告示は令和３ 年６ 月 21

日 国土交通省告示第 546 号平成 28 年３ 月 30 日 国土交通省告示第 538 号によ り  

＊７  「 不燃材料を定める件」（ 平成 12 年５ 月 30 日 建設省告示第 1400 号） に定めるも の

を いう 。 なお、 同告示は平成 16 年９ 月 29 日 国土交通省告示第 1178 号により 一部改正

さ れている 。  

＊８  「 準不燃材料を 定める件」（ 平成 12 年５ 月 30 日 建設省告示第 1401 号） に定めるも

のをいう 。  

＊９  「 難燃材料を定める件」（ 平成 12 年５ 月 30 日 建設省告示第 1402 号） に定めるも の

を いう 。  

＊10 「 防火設備の構造方法を 定める件」（ 平成 12 年５ 月 24 日 建設省告示第 1360 号） に

定めるも のをいう 。 なお、 同告示は平成 27 年２ 月 23 日 国土交通省告示第 256 号によ

り 一部改正さ れている。  

＊11 「 そのう ち少なく と も １ 箇所は危険な箇所に面し て設けない」 と は、 事故時に、 運転

員が安全に出入り できる箇所に、 出入口を 設けるこ と を いう 。  

＊12 建物の耐震設計は、 原則と し て建築基準法によるも のと し 、 計器盤等の転倒、 落下に

対し ても 考慮する も のと する。 ＊＊４  

 計器室の基礎を 設計する際には、 地盤の液状化に関し て考慮するも のと する。  

＊13 ｢外部から ガスが侵入するおそれのない計器室｣と は、 計器室の入口の床面の位置が地

上 2. 5m以上あるも の、 当該ガス又は液化ガスを 通ずるガス工作物（ 配管を除く 。） から

100m以上離れているも の等をいう 。  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A4]:  最新の改訂版を 反映 

コ メ ン ト の追加 [A5]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A6]:  同上 
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【 参  考】  

＊＊１  高圧ガス保安法 コ ンビナート 等保安規則関係例示基準 42. 「 計器室」  

＊＊２  浸水を防止する方法及び浸水し ても 機能喪失さ せない方法と し ては、 以下の対策が

有効である。  

( 1)  設備を囲い防護する。  

( 2)  開口部等を 水密化する。  

( 3)  設備を嵩上げする。  

( 4)  ケーブル導入口を塞ぐ 。（ 砂詰め、 シール材等を充填）  

( 5)  防水仕様を 採用する。  

＊＊３  計器室に、 関係者以外がみだり に立ち入ら ないよう にする措置と し て、 以下のよう

な装置も 効果的である。  

( 1)  鍵や暗証番号を用いた機械式施錠システム 

( 2)  暗証番号、 Ｉ Ｃ カ ード 、 生体認証を 用いた電子式施錠システム 

( 3)  監視カ メ ラ  

＊＊４  計器盤等の転倒、 落下の対策と し て参照すべき基準と し ては、 日本建築センタ ー発

行の「 建築設備耐震設計・ 施工指針」 がある。  

 また、 以下の対策も 有効である。  

( 1)  免震床の採用 

( 2)  ディ スプレ イ 等の転倒対策（ 耐震マッ ト 、 アーム、 転倒防止ベルト  等）  

( 3)  天井脱落対策（ 吊り ボルト 等を増やす、 接合金物の強度を 上げる 等）  

 

  



－86－ 

 

 



－87－ 

第５ 章 拡大防止設備 

 

5. 1 遮断装置  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   89 

5. 1. 1 遮断装置の設置基準  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   89 

5. 1. 2 緊急遮断装置の構造等  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   90 

 

5. 2 緊急停止装置  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   91 

 

5. 3 防液堤  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   92 

5. 3. 1 防液堤の設置基準  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   92 

5. 3. 2 防液堤の容量  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   93 

5. 3. 3 防液堤の位置  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   95 

5. 3. 4 防液堤の構造  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   95 

 

5. 4 防消火設備  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   96 

5. 4. 1 防火設備の設置基準  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   96 

5. 4. 2 防火設備の性能基準  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   97 

5. 4. 3 防火用水供給設備の基準  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·   99 

5. 4. 4 消火設備の基準  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  100 

 

5. 5 耐熱措置  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  101 

5. 5. 1 液化ガス用貯槽の耐熱措置  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  101 

5. 5. 2 ガスホルダーの耐熱措置  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  102 

 

  



－88－ 

 

  



－89－ 

第５ 章 拡大防止設備 

 

5. 1 遮断装置 

5. 1. 1 遮断装置の設置基準 

 

( 1)  遮断装置は、 次の設備の態様に応じ 手動弁＊１ 、 遠隔操作弁＊２ 、 緊急遮断装置＊３ 、 逆

止弁又は水封器＊４ （ 最高使用圧力が低圧の設備に限る。） 等のう ち、 適切なも のを １ つ以

上設ける 。  

( a)  製造設備（ ガスホルダー、 液化ガス用貯槽を 除く 。） に属するも の（ 熱量調節のため

の容器に限る。） の相互間＊５  

( b)  ガスホルダーのガスを 送り 出し 、 又は受け入れるために用いら れる 配管 

( c)  液化ガス用貯槽（ 不活性の液化ガス用のも のを除く 。） の液化ガスを 送り 出し 、 又は

受け入れるために用いら れる配管＊６  

( 2)  緊急遮断装置は、 貯槽等の沈下又は浮上、 配管の熱膨張及び地震の影響を考慮し て設

置＊７ する。 ＊＊１  

 

【 関連条項】  

省令第 26 条（ 遮断装置）、 第 33 条（ ガスホルダーの遮断装置）、 第 36 条（ 液化ガス用貯槽

の遮断装置）、 第 40 条（ 経過措置） 第２ 項 

解釈例第 80 条（ 遮断装置）、 第 90 条（ ガスホルダーの遮断装置）、 第 93 条（ 液化ガス用貯

槽の遮断装置） 第１ 項 

 

【 解  説】  

＊１  「 手動弁」 は、 その操作にあたっ て、 過大な力を加えないよう にするため、 直接手で

操作するこ と を原則と する。 ただし 、 直接手で操作するこ と が困難であるバルブにあっ

ては、 当該バルブの材質、 構造に対し て十分安全であるこ と を 確認し たハンド ル廻し 等

を 使用する こ と ができる。  

＊２  「 遠隔操作弁」 は、 必要に応じ 制限ト ルク の超過を防止する安全装置を備えたも のを

用い、 適正な作動スト ローク に調節する。  

＊３  「 緊急遮断装置」 と は、 緊急遮断弁及びこ れを操作する 機構を いう 。  

＊４  ガス遮断時において、 十分なヘッ ド を 有し 、 かつ、 水切れのおそれがない構造のも の

に限る。  

＊５  ガス発生設備及び附帯設備等が、 一体と なっ た設備で区分でき ない場合で、 災害時に

容易、 かつ、 速やかにガスの発生を停止できる場合には遮断装置を必要と し ない。 ＊＊２  
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＊６  当該貯槽から の液化ガスの流出のおそれのない構造の配管を 除く 。 なお、「 当該貯槽

から の液化ガスの流出のおそれのない構造」 と は、 取り 出し 口が最高液面以上に設置さ

れている配管又は気相部の圧力によっ て液化ガスの流出のおそれのない配管を いう 。  

＊７  貯槽等と 緊急遮断装置と の間で破損が生じ ないよう に、 貯槽等と 緊急遮断装置の基礎

を 一体化する、 各種の変位を考慮し た配管計画を行う 等の措置を 行う 。  

 

【 参  考】  

＊＊１  高圧ガス保安法 一般高圧ガス保安規則関係例示基準 19. 「 ガスが漏えいし た際に

速やかに遮断する措置」  

＊＊２  遮断装置を必要と し ないも のの例と し ては、 液化石油ガス発生設備に付属する熱量

調節用のエジェ ク タ ー等がある 。  

 

5. 1. 2 緊急遮断装置の構造等＊＊１  

 

( 1)  緊急遮断装置の操作機構は、 遮断弁の構造に応じ て、 液圧、 気圧、 電気（ いずれも 停

電時などにおいて保安電力等により 使用でき るも のと する。） 又はバネ等を 動力源と し て

用いるも のと し 、 緊急時に速やかに＊１ ガス又は液化ガスを遮断できる も のと する。  

( 2)  緊急遮断装置の遮断操作＊２ は、 簡単であると と も に確実かつ速やかに行う こ と ができ

るも のと する。  

( 3)  緊急遮断装置の遮断操作を 行う 位置で、 緊急遮断装置の開閉状態が容易に確認でき な

い場合は、 開閉状態を 示すシグナルラ ンプ等の標示を 、 操作盤等に設ける。  

 

【 解  説】  

＊１  緊急遮断装置の遮断時間は、 でき る限り 短く し なければなら ないが、 緊急遮断装置の

構造、 駆動方法及び急激な閉止によるウォ ータ ーハンマー等を 十分考慮し て決めなけれ

ばなら ない。  

＊２  津波及びその被害を想定し 、 二次災害防止及び製造設備の被害極小化の観点で必要と

なる緊急遮断装置の遮断操作を 、 津波到達前に確実に行えるも のと する。 ＊＊２  

 

【 参  考】  

＊＊１  高圧ガス保安法 一般高圧ガス保安規則関係例示基準 19. 「 ガスが漏えいし た際に

速やかに遮断する措置」  

＊＊２  設備対策と し ては、 一操作により 複数の遮断弁を連動し て閉止さ せる等の方法があ

る。  
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5. 2 緊急停止装置 

 

 ガス（ 不活性ガスを除く 。） を 発生さ せる設備は、 使用中に生じ た異常による災害の発生

を防止するため、 適切な緊急停止装置を 設置する。  

 

【 関連条項】  

省令第 27 条（ 緊急停止装置） 第１ 項 

解釈例第 81 条（ 緊急停止装置） 第１ 項 
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5. 3 防液堤 

5. 3. 1 防液堤の設置基準＊１  

 

 液化ガス用貯槽（ 以下 5. 3「 防液堤」 において「 貯槽」 と いう 。） であっ て貯蔵能力が 1, 000t

（ 特定事業所に設置さ れる 場合にあっ ては 500t ） 以上のも のには、 当該貯槽から 液化ガス

が漏えいし た場合の災害の発生を 防止する ため、 その周囲に 5. 3. 2「 防液堤の容量」 から

5. 3. 4「 防液堤の構造」 の基準により 適切な防液堤を設置する。  

 ただし 、 以下の貯槽は除く も のと する。（ 以下 5. 3「 防液堤」 において同じ 。）  

( 1)  不活性の液化ガス用の貯槽 

( 2)  地盤面下に全部埋設さ れた貯槽で、 かつ、 当該貯槽の液化ガスの最高液面以下の部分

と 周囲の地盤と の間に空隙がない貯槽 

( 3)  一部埋設さ れた貯槽であっ て当該貯槽の内の液化ガスの最高液面が盛土の天端面以下

にあり 、かつ、当該貯槽の液化ガスの最高液面以下の部分と 周囲の地盤と の間に空隙がな

い貯槽 

 

【 関連条項】  

省令第 38 条（ 防液堤） 第１ 項、 第 40 条（ 経過措置） 第１ 項 

 

【 解  説】  

＊１  貯蔵能力が 1, 000t （ 特定事業所に設置さ れるも のにあっ ては 500t ） 未満で防液堤を

設置し ないも のであっ ても 、 附属配管等から の漏えいが発生し た際に液面が広範囲に拡

大するおそれがある場合は、 液面の拡大を 防止する措置を 講ずるこ と が望まし い。  
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5. 3. 2 防液堤の容量 

 

 防液堤の容量は、 次の基準による。  

( 1)  １ 基の貯槽を １ 基の防液堤に設置する場合 

 防液堤の容量は、貯槽内の液化ガスが瞬時に流出し た場合に液体と し て残留する量（ 以

下「 貯蔵能力相当容量＊１ 」 と いう 。） を 全量収容でき るも のと する。  

( 2)  ２ 基以上＊２ の貯槽を 同一防液堤内に設置する場合 

 （ 貯槽ごと に、 ( b) に示す間仕切り を設けた場合に限る。）  

( a)  防液堤の容量は、 当該防液堤内の貯槽のう ち 最大貯槽の貯蔵能力相当容量に他の貯

槽の貯蔵能力相当容量の合計の 10％を加えて得ら れた容量以上を全量収容でき る も の

と する。  

( b)  間仕切り は、 集合防液堤の容量に当該集合防液堤内に設置さ れた貯蔵能力相当容量

の合計に対する１ の貯槽の貯蔵能力相当容量の割合を 乗じ て得ら れた容量に応じ て設

ける も のと し 、 その高さ は防液堤より 10cm下げたも のと する 。  

 

【 関連条項】  

省令第 38 条（ 防液堤） 第１ 項 

解釈例第 95 条（ 防液堤） 第１ 項第一号、 第二号、 第２ 項、 第３ 項 

 

【 解  説】  

＊１  「 貯蔵能力相当容量」 と は、 次の式で示さ れるよう に、 貯蔵能力を容積に換算し た量

から 貯槽の圧力が開放さ れる時に気化する液化ガスの容積を 減じ て得ら れる量を いう 。 

 

Ｖ ｏ ＝γＣ １ Ｖ １  

ただし 、 Ｖ ｏ ： 貯蔵能力相当容量（ L を 単位と する。 ）  

γ１ ： 解表５ －１ に示す比率（ 低温貯槽にあっ ては、 １ と する。 ）  

Ｃ １ ： 0. 9（ 低温貯槽にあっ ては、 その容積に対する液化ガスを 貯蔵する 

Ｃ １ ： 部分の容積の比の値と する。 ）  

Ｖ １ ： 容積（ L を単位と する。 ）  
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解表５ －１  貯蔵能力相当容量算定のための比率γ 

 

プ
ロ
パ
ン 

貯 槽 内の 
圧      力 

0. 2未満 
0. 2以上 
0. 4未満 

0. 4以上 
0. 7未満 

0. 7以上 
1. 1未満 

1. 1以上 
 

圧  力  に 
応  じ   た 
比      率 

１  0. 9 0. 8 0. 7 0. 6 

ブ
タ
ン 

貯 槽 内の 
圧      力 

0. 1未満 
0. 1以上 
0. 25未満 

0. 25以上   

圧  力  に 
応  じ   た 
比      率 

１  0. 9 0. 8   

備 考 

１  圧力の単位はMPaと する 。  
２  上の表に掲げる ガス以外のガス にあっ て は、 貯槽内の圧力に応じ た当該ガス の気化率

を １ から 減じ た数値と する 。  
３  表以外の組成の数値については、 高圧ガス保安法 一般高圧ガス 保安規則関係例示基準

５ .「 液化ガスの流出を 防止する ための措置」 を 参考のこ と 。  

 

 なお、 貯槽内の圧力を求める 場合に考慮する貯槽の温度は、 貯槽が設置さ れている地

域の日最低気温の月平均値の最低値をと る も のと する。  

＊２  １ つの防液堤内に２ 基以上の貯槽を設置する場合は、 防災活動を十分考慮し た上で設

置数及びその配置を定める。  
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5. 3. 3 防液堤の位置＊１  

 

 貯槽（ Ｐ Ｃ 地上式貯槽を 除く 。） と 防液堤と の距離は、 保守点検及び防災活動を 行う に十

分なも のと する。  

 

【 関連条項】  

省令第 38 条（ 防液堤） 第１ 項 

解釈例第 95 条（ 防液堤） 第１ 項第三号 

 

【 解  説】  

＊１  貯蔵能力が 1, 000t （ 特定事業所に設置さ れる場合にあっ ては 500t ） 未満の貯槽の周

囲に防液堤を設置する場合にも 5. 3. 3「 防液堤の位置」 の基準によ るこ と が望まし い。  

 

5. 3. 4 防液堤の構造＊１ ＊＊１  

 

 防液堤は、 適切な構造であるこ と 。  

 

【 関連条項】  

省令第 38 条（ 防液堤） 第１ 項 

解釈例第 95 条（ 防液堤） 第１ 項第四号 

 

【 解  説】  

＊１  貯蔵能力が 1, 000t （ 特定事業所に設置さ れる場合にあっ ては 500t ） 未満の貯槽の周

囲に防液堤を設置する場合にも 5. 3. 4「 防液堤の構造」 の基準によ るこ と が望まし い。  

 

【 参  考】  

＊＊１  高圧ガス保安法 液化石油ガス保安規則関係例示基準 10. 「 液化石油ガスの流出を

防止するための措置」 に構造の基準が記載さ れている。  
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5. 4 防消火設備 

5. 4. 1 防火設備＊１ の設置基準 

 

( 1)  可燃性の、 ガス又は液化ガスを通ずるガス工作物（ 内壁が水、 蒸気に十分触れている

も の＊２ 及び表面が高温である等散水又は放水するこ と が逆に危険と なるも のを 除く 。） に

は、 適切な防火設備を 設置する。  

( 2)  石油コ ン ビナート 等災害防止法（ 昭和 50 年 法律第 84 号） の特別防災区域にある ガス

事業法上の特定事業所（ 第１ 章「 総則」 1. 3「 用語の定義」【 解説】 ＊１ ( 2) ( b) に定める も

のを いう 。） にあっ ては、 消防車を備え、 かつ、 当該消防車の取水に使用する屋外給水施

設を 設置する。 ただし 、 防災要員等を 確保し 、 かつ共同防災組織に消防車が配備さ れてお

れば、 当該特定事業所が単独に消防車を 有する必要はない。  

 なお、屋外給水施設の消火栓は、対象ガス工作物の存する地区内で周囲の通路に近接し

た場所に設け、 消火栓の相互間距離は、 歩行距離 70m以内と する。 ＊３  

 

【 関連条項】  

省令第８ 条（ 防消火設備）  

解釈例第５ 条（ 防消火設備） 第１ 項第一号イ  

石油コ ンビナート 等災害防止法 施行令第 10 条（ 普通消防車及び小型消防車）  

石油コ ンビナート 等災害防止法 施行令第 20 条（ 共同防災組織に係る防災資機材等及び防

災要員に係る 基準）、 第 21 条（ 共同防災組織を設置し た場合の自衛防災組織に係る 防災資機

材等及び防災要員）  

石油コ ンビナート 等における特定防災施設等及び防災組織等に関する省令第７ 条（ 設置）、  

第９ 条（ 位置）  

 

【 解  説】  

＊１  「 防火設備」 と は、 散水設備、 水消火栓、 固定式放水銃、 ウォ ータ ーカ ーテン 設備、

消防車及び屋外給水施設を いい、 火災によ る類焼を防止するためのも のをいう 。  

＊２  一例と し てブタ ンエア式ガス発生設備がある。  

＊３  海、 河川又は湖沼が消火栓を 設置すべき 位置にある場合は、 消火栓を 設置し たも のと

みなす。  
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5. 4. 2 防火設備の性能基準 

 

 防火設備の性能は、 次の基準による。  

( 1)  散水設備 

 散水設備は、原則と し て単体設備ごと に散水又は噴霧する固定式のも のであるこ と 。た

だし 、 設備の配置、 構成等によっ ては、 その地域を 限定し て設備を一括し た散水設備と み

なすこ と ができる。  

 対象ガス工作物に対し て孔あき配管、散水ノ ズル付き 配管等によっ て散水又は水噴霧す

る固定式のも のであっ て、 散水する位置は、 原則と し て設備の頂部から 行う も のと し 、 対

象ガス工作物の表面積＊１ １ m2 当り ５ L／mi n 以上の水量を散水でき るも のと する。ただし 、

厚さ 25mm以上のロ ッ ク ウール又はこ れと 同等以上の強度及び耐火性能を 有する材料で被

覆し たガス工作物にあっ ては、散水量を 2. 5L／mi n と するこ と ができる 。また地上高さ が

５ m（ 特定事業所にあっ ては 10m）を超えるガス工作物にあっ ては当該ガス工作物を ５ m（ 特

定事業所にあっ ては 10m） 間隔の水平面で切っ た場合の表面積が最大と なるよう に切っ た

場合の表面積を、 当該設備の表面積と するこ と ができ る。  

 また、頂部に取り 付けた散水管のみでは不十分な場合又は対象物によっ ては散水方式が

適当でない場合は、更に散水管若し く は補助水噴霧ヘッ ド を取り 付けるなどの措置を講じ

てあるこ と 。  

( 2)  水消火栓 

 筒先＊２ 、 ホース、 ハンド ル等の放水器具を 備えたも のであっ て放水ノ ズルの筒先圧力

が 0. 34MPa 以上で、 放水能力が 400L／mi n 以上のも のと する。  

( 3)  固定式放水銃 

 対象ガス工作物に対し て固定し て設置さ れたも のであっ て、 放水ノ ズルの筒先圧力が

0. 34MPa 以上で、 放水能力が 400L／mi n 以上のも のと する。  

( 4)  ウォ ータ ーカ ーテン設備 

 水幕を 形成し う るに十分な水量を 有するも のであっ て、放射熱を 効果的に減ずるこ と が

でき るも のと する。 ＊３  

( 5)  消防車 

 特定事業所の規模及び態様に応じ て防火上有効な能力＊４ を 有する も のと する。  

( 6)  屋外給水施設 

 消防車の能力に応じ たも のと し 、 消火栓は呼称口径 75 に適合するホース接続口を設け

双口と する。  
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【 関連条項】  

省令第８ 条（ 防消火設備）  

解釈例第５ 条（ 防消火設備） 第１ 項第一号イ  

石油コ ンビナート 等における特定防災施設等及び防災組織等に関する省令第 10 条（ 構造）  

 

【 解  説】  

＊１  「 ガス工作物の表面積」 と は、 火災発生時に外部より 熱の侵入を受ける最外面の表面

積と する。 断熱材で被覆さ れている場合は、 断熱材の外装表面積と する。  

＊２  「 筒先」 には、 移動式放水銃も 含まれる。  

＊３  ウォ ータ ーカ ーテン設備は、 漏えいガスを上方へ拡散さ せる効果も ある。  

＊４  「 特定事業所の規模及び態様に応じ て防火上有効な能力を有するも の」 と は、 原則と

し て、 １ 日のガス発生量の合計が 200 万 m3 以上の特定事業所にあっ ては、 普通消防車

（ 2, 000L／mi n 以上の放水能力を 有する消防ポンプ自動車＊＊１ で動力消防ポンプの技術

上の規格を 定める 省令（ 昭和 61 年 自治省令第 24 号） 別表に掲げるＡ －２ 級以上のポ

ンプを 有するも のを いう 。） 又は同等以上の性能を 有する 消防車、 １ 日のガス発生量の

合計が 100 万 m3 以上であっ て 200 万 m3 未満の特定事業所にあっ ては、小型消防車（ 1, 000L

／mi n 以上の放水能力を有する 消防ポンプ自動車で、 同省令別表に掲げるＢ －２ 級以上

のポンプを 有する も のをいう 。） 又は同等以上の性能を有する 消防車を いう 。  

 

【 参  考】  

＊＊１  石油コ ンビナート 等における特定防災施設等及び防災組織等に関する省令第 18 条

（ 大型化学消防車、 大型高所放水車及び泡原液搬送車） 第５ 項、 第６ 項 
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5. 4. 3 防火用水供給設備の基準 

 

( 1)  防火用水供給設備は、 次の基準による。  

( a)  事業場内のガス工作物の配置の状況等を 勘案し て事業場内を防火活動上有効かつ適

切に区域化し 、 防火用水を 最も 多量に必要と する区域に対し て 30 分以上継続し て供給

でき る水量を保有する。 ＊１  

( b)  防火用水供給設備の元弁及び操作弁＊２ は、 当該対象設備の態様に応じ 、 安全な位置

に設置さ れ、 又は遠隔操作で開閉するこ と ができ るも のと する。  

( 2)  屋外給水施設は、 次の基準による。  

 屋外給水施設は、備えた消防車の放水能力の合計に当該消防車のう ち放水能力が最大の

消防車の放水能力を加算し た放水能力により 、 120 分以上継続し て放水するこ と ができ る

水量を保有する。 ＊１  

 

【 関連条項】  

省令第８ 条（ 防消火設備）  

解釈例第５ 条（ 防消火設備） 第１ 項第一号イ  

石油コ ンビナート 等における特定防災施設等及び防災組織等に関する省令第８ 条（ 能力）  

 

【 解  説】  

＊１  必要な量の防火用水を 保有する方法と し ては、 原則と し て次の( 1) 又は( 2) による。  

( 1)  必要な水量全量を水槽によ り 保有する 方法 

( 2)  海、 河川又は湖沼を水源と する方法 

 ただし 、 こ れら の方法による こ と が困難な場合には、 必要な水量全量を保有し ていな

い水槽に対し て不足する量を上水、 工水、 井水等で補給するこ と により 必要な水量を確

保する方法をと る こ と ができる 。  

＊２  「 防火用水供給設備の元弁及び操作弁」 には、 防火用水ポンプまわり の弁、 散水設備

又は固定式放水銃の操作弁が含まれる。  
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5. 4. 4 消火設備の基準 

 

 ガス工作物には、 その種類及び規模に応じ て、 適切な消火設備＊１ を 設置する 。＊２ ＊３ ＊４ ＊５  

 

【 関連条項】  

省令第８ 条（ 防消火設備）  

解釈例第５ 条（ 防消火設備） 第１ 項第一号ロ 

 

【 解  説】  

＊１  「 消火設備」 と は、消火薬剤を 放射する設備をいい、直接消火するためのも のをいう 。  

＊２  計器室、 可燃性のガスを 通ずるガス圧縮機等を設置する 室には次の基準によ り 設置す

るこ と が望まし い。 ＊＊１  

( 1)  計器室には、 床面積を 100m2 で除し て得た値（ 端数切り 上げ） の個数の粉末消火器

相当以上を設置する。 こ の場合最小設置数量は２ 個相当と する 。  

( 2)  可燃性のガスを通ずるガス圧縮機等を 設置する室の消火設備は、 次の床面積に基づ

く 基準による。 ただし 、 圧縮機等を設置する室の消火設備は、 圧縮機等の保有する可

燃性ガスの量に基づき 解釈例第５ 条（ 防消火設備） 第１ 項第一号ロに規定する消火設

備と 兼用するこ と ができ る。こ こ で、ガス圧縮機等と は、ガス圧縮機のほか、圧送機、

冷凍設備に属する圧縮機（ アン モニアに限る。） 及び圧力調整弁を いう 。  

( a)  最高使用圧力が高圧のガス圧縮機等を設置する室には、 床面積を 1, 000m2 で除し て

得た値（ 端数切り 上げ） の３ 倍の個数の粉末消火器相当以上を設置する 。  

( b)  最高使用圧力が中圧又は低圧のガス圧縮機等を設置する室には、床面積を 1, 000m2

で除し て得た値（ 端数切り 上げ） の２ 倍の個数の粉末消火器相当以上を 設置する 。 

＊３  消火器の総能力について、 例えばＢ －10 の３ 個は、 Ｂ －15 の２ 個に相当する。  

＊４  液化ガス用ポンプの設置さ れている付近に消火器を設置する場合、 液化ガス用貯槽内

に設置さ れている サブマージド モータ 型ポンプは除く 。  

＊５  製造所に設置さ れている設備のう ち危険物施設（ 油タ ン ク 、 付臭設備等） に該当する

も のは、 消防法に規定し ている 消火設備を 設置する。  

 

  

コ メ ン ト の追加 [A1]:  誤記訂正 
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5. 5 耐熱措置 

5. 5. 1 液化ガス用貯槽の耐熱措置 

 

 液化ガス用貯槽（ 埋設さ れた液化ガス用貯槽にあっ ては、 その埋設さ れた部分を除く 。）

及びその支持物には、 十分な耐火性能を有する ＊１ 若し く は適切な冷却装置を 設置する又は

両方を 組み合わせた耐熱措置を講ずる。  

 ただし 、不活性の液化ガス用の貯槽であっ て可燃性の液化ガス用貯槽の周辺にないも のは

こ の限り ではない。  

 

【 関連条項】  

省令第 37 条（ 耐熱措置）  

解釈例第 94 条（ 耐熱措置） 第１ 項、 第２ 項、 第５ 項 

 

【 解  説】  

＊１  十分な耐火性能を有する構造と し て液化ガス用の支持物にあっ ては、 高さ １ m 以上の

支持物に対し て厚さ 50mm 以上の耐火コ ン ク リ ート 又はこ れと 同等以上の耐火性能を有

する不燃性の断熱材＊＊１ ＊＊２ で被覆する方法がある。  

 

【 参  考】  

＊＊１  高圧ガス保安法 液化石油ガス保安規則関係例示基準 23. 「 耐熱及び冷却上有効な

措置」 に規定する不燃性の断熱材と し ては、 建築基準法（ 昭和 25 年 法律第 201 号）

に基づき 耐火性能が認めら れたも の等が挙げら れる。  

＊＊２  建築基準法第 68 条の 26 第１ 項の規定に基づき、 同法第２ 条第七号及び同法施行令

第 107 条第一号の規定に適合するも のであるこ と が認めら れた材料と し て、 次の例が

挙げら れる。  

( 1)  軽量セメ ン ト 系材料 

( 2)  アク リ ル樹脂系材料 

( 3)  エポキシ樹脂系材料 
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5. 5. 2 ガスホルダーの耐熱措置 

 

 製造所又は供給所に設置する最高使用圧力が高圧のガスホルダー及びその支持物に対し 、

適切な冷却装置を設置する。 ＊１  

 

【 関連条項】  

省令第 37 条（ 耐熱措置）  

解釈例第 94 条（ 耐熱措置） 第３ 項 

 

【 解  説】  

＊１  最高使用圧力が中圧のガスホルダーにあっ ても 、 同様な措置を 講ずるこ と が望まし い。 
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第６ 章 維持管理 

 

6. 1 一  般  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  105 

 

6. 2 点検及び検査  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  105 
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第６ 章 維持管理 

 

6. 1 一  般 

 

 製造所に設置さ れている保安設備については、保安規程に基づき 保安設備の機能を正常に

維持する ため、 十分な管理＊１ を 行う 。  

 

【 解  説】  

＊１  保安設備の管理方法は、 附帯設備と し て各々の主たるガス工作物の維持管理基準、 維

持管理要領等に記載するこ と が望まし い。 維持管理要領の作成においては、 設備の使用

状況、 経年変化を 踏まえ特に、 外面腐食、 疲労割れ、 応力腐食割れ等に対する留意が必

要である。  

 

6. 2 点検及び検査 

 

( 1)  点検＊１ 及び検査＊２ は、 保安規程及び定期自主検査要領等に基づき 、 点検及び検査の対

象設備、 項目、 方法、 周期等を 定め＊３ 、 こ れに従っ て実施し 、 状況に応じ て必要な措置

を 講ずる 。 ＊４ ＊５  

( 2)  点検及び検査の記録は期間を 定めて保管し 、 維持管理に活用する。  

 

【 解  説】  

＊１  「 点検」 と は、 １ 日１ 回以上、 現場にて主と し て目視等により 、 運転状況、 外面から

の変形、 破損損傷、 漏えい、 汚れ、 振動、 異音及び取付状況等を 確認する こ と を いう 。

なお「 １ 日１ 回以上」 と は、 保安確保のために標準的に定める 頻度である。 ただし 、 こ

れはガス事業者の保安レ ベル等の実状に応じ て合理的な理由があれば保安規程の考え

方に基づき 変更するこ と ができ る。  

＊２  「 検査」 と は、 一定期間毎に、 主と し て検査機器を使用し て、 各部位の計測又は作動

状況等を確認する こ と をいう 。 ただし 外観検査は検査機器を使用せず目視により 実施す

る場合を含む。  

＊３  点検及び検査における標準的な周期や内容を 解表６ －１ から 解表６ －３ に示す。 なお、

検査頻度は、 ガス事業者の保安レ ベル等の実状に応じ て合理的な理由があれば保安規程

の考え方に基づき 変更するこ と ができ る。  

＊４  点検及び検査の結果を も と に、 維持管理基準等を見直すこ と も 含む。 見直し に際し て

は、 経年変化も 考慮し 、 検査周期の短縮、 点検及び検査の項目や方法の見直し 、 特別な

検査＊＊１ の実施、 部品の取り 換えや設備の更新等も 反映さ せるこ と が望まし い。  

＊５  地震、 津波、 台風等の後は、 状況に応じ て臨時点検を 行う 。  

コ メ ン ト の追加 [A1]:  ①点検で確認する 項目と し て「 変

形」 を新規追加 

②巡視点検で確認可能な劣化モード および保安規程

（ 参考例） と の整合のため、「 破損」 に変更 
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解表６ －１  点検及び検査の対象設備、 項目、 方法及び周期 

点検及び検査の対象設備 
点検及び 
検査項目 

点検及び 
検査方法 

点検 検査 

備考 
１ 回 

／１ 日 

１ 回 

／２ 月 

１ 回 

／６ 月 

１ 回 

／１ 年

１ 回 

／３ 年 

その他 

周期 

立ち入り 防止等 
さ く 、 へい 外観 目視     ○   

表示 外観 目視      ○  

誤操作防止措置 

バルブの開閉表示 

バルブの名称表示 

流体表示 

施錠、 封印 

外観 目視      ○ 注１  

保安用照明 
作動点灯状

況 
目視 ○       

ガスの 

置換装置 

置換用管台 

バルブの設置状況 
外観 目視      ○ 注１  

圧力上昇 
防止装置 

安全弁 

高圧遮断装置 
（ 冷凍）  

外観 目視      ○ 注１  

作動状況 実作動他      ○ 注１  

破裂板等（ 冷凍）  

溶栓（ 冷凍）  
外観 目視      ○ 注１  

負圧防止措置 真空安全弁 
外観 目視      ○ 注１  

作動機能 実作動他      ○ 注１  

逆流防止装置 
逆止弁 

水封器 
外観 目視      ○ 注１  

イ ンタ ーロッ ク  作動状況 模擬入力他      ○ 注１  

保安電力 

非常用自家発電機 
外観 目視  ○      

作動状況 実作動  ○     注２  

蓄電池 
外観 目視   ○     

機能 電圧測定     ○  注３  

保安用 
計装圧縮空気 

設備 

空気溜め 外観 目視    ○    

空気圧縮機 
外観 目視 ○       

作動状況 目視 ○      注４  

ガスの滞留防止 

開口部 外観 目視 ○       

換気装置 
外観 目視 ○       

作動状況 目視 ○       

電気設備防爆構造 外観 目視      ○ 注１  

静電気除去措置 
接地 

ボンディ ング 等 

外観 目視    ○    

機能 
接地抵抗 

測定 
   ○    

凍結防止措置 

保温 

スチームト レース 

ヒ ータ ー 

外観 目視    ○   
運用前（ 冬季前） に

実施 

伸縮吸収措置 伸縮継手 外観 目視      ○ 注１  

雷保護システム 

外観 目視    ○    

機能 
接地抵抗 

測定 
   ○    

          

コ メ ン ト の追加 [A2]:  ③定期自主検査要領と の整合の

ため「 外観/作動/機能/精度/距離/測定」 の中から 適切

な項目を 選定 

コ メ ン ト の追加 [A3]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A4]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A5]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A6]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A7]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A8]:  同上 
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点検及び検査の対象設備 
点検及び 
検査項目 

点検及び 
検査方法 

点検 検査 

備考 
１ 回 

／１ 日 

１ 回 

／２ 月 

１ 回 

／６ 月 

１ 回 

／１ 年

１ 回 

／３ 年 

その他 

周期 

放散処理設備 
ベント スタ ッ ク  

フ レアースタ ッ ク  

外観 目視    ○    

機能 
点火機能 

確認 
     ○ 

フ レ アースタ ッ ク に

限る。  

注２  

計測装置 

圧力計 

温度計 

流量計 

液面計 

外観 目視 ○      
点検対象は現場に設

置する直読式ゲージ 

精度機能 模擬入力他      ○ 注１  

警報装置 作動状況 模擬入力他      ○ 注１  

ガス漏えい検知 

警報設備等 

ガス漏えい 

検知警報設備 

外観 目視    ○    

作動状況 
サンプル 

ガス 
   ○    

低温検知警報設備 
外観 目視      ○ 注１  

作動状況 模擬入力他      ○ 注１  

火炎検知警報設備 
外観 目視      ○ 注１  

作動状況 模擬入力他      ○ 注１  

火災検知警報設備 
外観 目視   ○    注５  

作動状況 模擬入力他   ○    注５  

保安通信設備等 

無線通信 

ページング 

構内監視装置 

作動状況 実作動    ○   注２  

遮断装置 
外観 目視      ○ 注１  

作動状況 実作動      ○ 注１  

緊急停止装置 
外観 目視      ○ 注１  

作動状況 模擬入力他      ○ 注１  

防液堤 
排水状況 目視 ○       

外観 目視    ○    

防火設備 

散水設備 

水消火栓 

固定式放水銃 

ウォータ ー 
カーテン設備 

屋外給水栓 

外観 目視    ○   注５  

作動状況 

（ 屋外給水
栓を除く 。）  

実作動    ○   

注５  

設置数に応じ て適切

な抜き取り による。  

消火設備 

粉末消火器 

外観 目視   ○    注３ 、 注５  

設置数及び経過年に

応じ て適切な抜き 取

り による。  
機能 機能検査   ○    

粉末消火設備 

外観 目視    ○   注３ 、 注５  

設置数及び経過年に

応じ て適切な抜き 取

り による。  
作動状況 試験作動    ○   

耐熱措置 
散水装置 

水消火栓 等 

外観 目視    ○   設置数及び経過年に

応じ て適切な抜き 取

り による。  作動状況 実作動    ○   

 

コ メ ン ト の追加 [A9]:  ③定期自主検査要領と の整合の

ため「 外観/作動/機能/精度/距離/測定」 の中から 適切

な項目を 選定 

コ メ ン ト の追加 [A10]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A11]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A12]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A13]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A14]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A15]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A16]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A17]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A18]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A19]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A20]:  同上 



－108－ 

注１  附帯するガス工作物本体の点検及び検査周期に合わせて実施可能なも のは、 附帯するガス工作物本体

の点検及び検査周期に合わせる 。 その他のも のについては、 製造、 供給に支障のない範囲で周期を 定

める 。  

注２  実使用時において、 正常に運転（ 又は使用） する こ と を 確認でき る場合にはこ れを 作動検査と する こ

と ができ る。  

注３  耐用年数等を 考慮し 、 定期的な取替更新等により 機能を 維持する 場合は本表の点検及び検査の周期や

方法によら ない。  

注４  空気圧縮機のみによる 供給の場合には、 予備機を保有する こ と と し ている ため点検のみと する 。 検査

を する場合は、 メ ーカ ー推奨等を 参考と する。  

注５  消防法で規定さ れる消防用設備の検査周期及びその方法は、 平成 16 年５ 月 31 日 消防庁告示第９ 号 

第三項「 点検の期間」 、平成 14 年６ 月 11 日 消防予 172 号 別添「 消防用設備等の点検要領」 によ る 。

なお、 消防庁告示第９ 号は平成 18 年７ 月３ 日 消防庁告示第 32 号、 消防予 172 号は平成 26 年７ 月１

日 消防予 269 号により 一部改正さ れている。 また、 こ れら 告示等においては、 本指針の表現に合わ

せ、 記載内容に応じ 「 点検」 を 「 検査」 と 読み替えて適用するこ と 。  

 

備 考 

( 1)  ガス事業法第 34 条、 第 71 条及び第 104 条で定めら れる定期自主検査対象設備（ 保安設備に係るも の）

については、 定期自主検査の周期及び方法に従う 。  

( 2)  次の( a) 又は( b) の場合は上表によ ら ず、 別途対象と なる保安設備毎に点検及び検査の基準を 定める。  

( a)  設備の劣化傾向を連続的に又は日常の点検等にて監視する場合 

( b)  設備の構造、 使用環境並びに過去の点検及び検査結果を勘案し 、 保安上支障がない場合 
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解表６ －２  その他周期で行う 外観検査 

対象設備 点検及び検査周期 

可燃性の 

ガス又は 

液化ガス 

を通ずる 

も の 

主要設備（ ガス発生設備、 ガスホルダー、

圧送機、 ガス圧縮機及び冷凍設備等。 以下

「 主要設備」 と 呼ぶ。） の検査周期に合わ

せて実施可能なも の 

 

主要設備の検査周期に合わせて実施する。 

上記以外のも の 天然ガス、液化天然ガス及び液化石油ガス

（ 気化し たガスを 含む。 ） を通ずるも の 

 １ 回／３ 年 

その他 

 高圧 １ 回／１ 年 

 中圧 １ 回／２ 年 

 低圧 必要のつど 

上 記 以 外

のも の 

主要設備の検査周期に合わせて実施可能

なも の 

主要設備の検査周期に合わせて実施する。 

上記以外のも の 使用環境、 設置状況、 使用頻度に応じ て個

別に設定する。  
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解表６ －３  点検及び検査の方法及び処置 

点検及び検査の対象設備 
点検及び 

検査項目 
点検及び検査方法 判定及び処置 

立ち入り 防止等 

さ く 、 へい 外観 

目視により 、 変形、 損傷、 その他の異常

の有無を確認する。  

  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

表示 外観 

目視により 、 表示が明確である こ と を確

認する。  

  

( 1)  明確である場合は合格と する。  

( 2)  明確でない場合は、 書き 換え、 補修等状

況に応じ た処置をする。  

誤操作防止措置 

バルブの開閉表示 

バルブの名称表示 

流体表示 

施錠、 封印 

外観 

目視により 、 以下の事項下記のこ と を確

認する。  

( 1)  バルブの開閉状態が表示と 同一であ

るこ と 。  

( 2)  バルブ名称、 開閉表示、 流体の種類

及び方向表示が明確なこ と 。  

( 3)  施錠、 封印等の損傷の無いこ と 。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

  

  

  

保安用照明 作動点灯状況 
点灯状況について 異常がな いか確認す

る。  

ガスの 
置換装置 

置換用管台 

バルブの設置状況 
外観 

目視により 、 腐食、 変形、 その他の異常

の有無を確認する。   

圧力上昇 
防止装置 

安全弁 

外観 

目視により 、 変形、 損傷、 その他の異常

の有無を確認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 取替等状況に応じ た処置をする。 

作動状況 

作動圧力が規定範囲内にあるこ と を 確認

する。  

( 1)  作動圧力が規定範囲内にある 場合は合格

と する。  

( 2)  作動圧力が規定範囲から 外れている場合

は、 調整又は分解検査等を 実施し 正常な値

にする。  

高圧遮断装置 
（ 冷凍）  

外観 

目視により 、 変形、 損傷、 その他の異常

の有無を確認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

作動状況 

模擬入力、 その他の方法により 、 確実に

作動するこ と を確認する。  

( 1)  作動圧力が規定範囲内にある 場合は合格

と する。  

( 2)  作動圧力が規定範囲から 外れている場合

は、 調整等により 正常な値にする。  

破裂板等（ 冷凍）  

溶栓（ 冷凍）  
外観 

目視により 、 変形、 損傷、 その他の異常

の有無を確認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

  

  

コ メ ン ト の追加 [A21]:  ④他項目と の表現方法を 統一す

るため。「 下記のこ と 」 →「 以下の事項」  

コ メ ン ト の追加 [A22]:  ③定期自主検査要領と の整合の

ため「 外観/作動/機能/精度/距離/測定」 の中から 適切

な項目を 選定 

コ メ ン ト の追加 [A23]:  ④他項目と の表現方法を 統一す

るため。「 その他異常」 →「 その他の異常」  

コ メ ン ト の追加 [A24]:  ③定期自主検査要領と の整合の

ため「 外観/作動/機能/精度/距離/測定」 の中から 適切

な項目を 選定 

コ メ ン ト の追加 [A25]:  同上 
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点検及び検査の対象設備 
点検及び 
検査項目 

点検及び検査方法 判定及び処置 

 

負圧防止措置 真空安全弁 

外観 
目視により 、 変形、 損傷、 その他の異常

の有無を確認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 
作動機能 

作動検査又は分解検査等により 、 作動圧

力が規定範囲内にあるこ と を確認する。  

逆流防止装置 
逆止弁 

水封器 
外観 

目視により 、 腐食、 変形、 その他の異常

の有無を確認する。  

イ ンタ ーロッ ク  作動状況 
模擬入力、 その他の方法により 、 確実に

作動するこ と を確認する。  

保安電力 

非常用自家発電機 

外観 
目視により 、 変形、 その他の異常の有無

を確認する。  

作動状況 
手動により 起動し 、 発電機が正常に作動

するこ と を確認する。  

蓄電池 

外観 
目視により 、 変形、 その他の異常の有無

を確認する。  

機能 
蓄電池の電圧を測定し 、 正常に機能が維

持さ れているこ と を確認する。  

保安用 
計装圧縮空気

設備 

空気溜め 外観 

目視により 、 変形、 腐食、 その他の異常

の有無を確認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

空気圧縮機 

外観 
目視等により 、 変形、 破損損傷、 運転状

況その他の異常の有無を確認する 。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 予備機に切り

替える などの措置を 講じ 、 速やかに原因を

調査し 、 修理等状況に応じ た処置を する。  
作動状況 

ガスの 

滞留防止 

開口部 外観 
目視により 、 変形、 破損、 その他の異常

の有無を確認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

  

  

  

換気装置 
外観 目視等により 、， 変形、， 破損損傷、， 運転

状況、， その他の異常の有無を 確認する。 作動 

電気設備防爆構造 外観 
目視により 、 腐食、 変形、 損傷、 その他

の異常の有無を確認する。  

静電気 
除去措置 

接地 

ボンディ ング 等 

外観 
目視により 、 変形、 損傷、 その他の異常

の有無を確認する。  

機能 

接地抵抗測定器を 用い、 接地線と 大地間

の抵抗値を測定する。  

( 1)  100Ω以下であれば合格と する。  

( 2)  100Ωを超えた場合は、 速やかに原因を 調

査し 、 状況に応じ た処置をする。  

凍結防止措置 

保温 

スチームト レ ース 

ヒ ータ ー 

外観 

目視により 、 変形、 損傷、 その他の異常

の有無を確認する。   

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

伸縮吸収措置 伸縮継手 外観 
目視により 、 変形、 損傷、 その他の異常

の有無を確認する。  

雷保護システム 

外観 

目視により 、 変形、 損傷、 その他の異常

の有無を確認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

機能 

接地抵抗測定器を 用い、 接地線と 大地間

の抵抗値を測定する。  

  

( 1)  設計値以下であれば合格と する。  

( 2)  設計値を超えた場合は、 速やかに原因を

調査し 、 状況に応じ た処置をする。  

 

 
 

  

コ メ ン ト の追加 [A26]:  ③定期自主検査要領と の整合の

ため「 外観/作動/機能/精度/距離/測定」 の中から 適切

な項目を 選定 

コ メ ン ト の追加 [A27]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A28]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A29]:  ⑤主要な劣化モード と し て新た

に追加（ 鉄製を想定）  

コ メ ン ト の追加 [A30]:  ⑥JGA指針間の用語統一 

コ メ ン ト の追加 [A31]:  ③定期自主検査要領と の整合の

ため「 外観/作動/機能/精度/距離/測定」 の中から 適切

な項目を 選定 

コ メ ン ト の追加 [A32]:  ④他項目と の表現方法を 統一す

るため。「 その他異常」 →「 その他の異常」  

コ メ ン ト の追加 [A33]:  ④同上。「 , 」 →「 、」  

⑥JGA指針間の用語統一 

コ メ ン ト の追加 [A34]:  ④同上。「 その他異常」 →「 その

他の異常」  

コ メ ン ト の追加 [A35]:  ⑥JGA指針間の用語統一 

コ メ ン ト の追加 [A36]:  ⑤主要な劣化モード と し て新た

に追加（ ボン ディ ング線のキズ、 切れているを 想定）  

コ メ ン ト の追加 [A37]:  同上。（ 保温処置がキズ、切れて

いる こ と を想定）  

コ メ ン ト の追加 [A38]:  同上。（ 引き 下げ導線のキズ、切

れている こ と を想定）  
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点検及び検査の対象設備 
点検及び 
検査項目 

点検及び検査方法 判定及び処置 

 

放散処理設備 
ベント スタ ッ ク  

フ レ アースタ ッ ク  

外観 

目視等により 、 腐食、 変形、 アンカ ーボ

ルト の緩み弛み、 その他の異常の有無を

確認する。  

  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を 調査し 、 アンカ ーボルト の増締め等状況

に応じ た処置をする。  

機能 

模擬入力、 その他の方法により 、 確実に

作動するこ と を確認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を 調査し 、 調整その他状況に応じ た処置を

する。  

計測装置 

圧力計 

温度計 

流量計 

液面計 

外観 

目視により 、 変形、 破損損傷、 その他の

異常の有無を 確認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を 調査し 、 修理等その他状況に応じ た処置

をする。  

精度機能 

模擬入力、 その他の方法により 、 指示

値が許容値内計測機能が正常である こ

と を確認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を 調査し 、 調整その他状況に応じ た処置を

する。  

警報装置 作動状況 

模擬入力、 その他の方法により 、 確実

に作動するこ と を確認する。  

( 1)  警報作動値が正常の場合は合格と する。  

( 2)  警報作動値が正常でない場合は、 速やか

に原因を 調査し 、 調整等その他状況に応じ

た処置をする。  

ガス漏えい検知 

警報設備等 

ガス漏えい 
検知警報設備 

外観 

目視によ り 、 変形、 その他の異常の有

無を確認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

作動状況 

サンプルガスを 使用し 、 検知能力及び

警報作動を確認する。  

( 1)  次の( a) ( b) を 満足する 性能であれば合格

と する。  

( a)  警報作動値が、 次の規定値以内 

・ 警報作動値が爆発下燃焼限界の ４
１

以

内 

・ 毒性ガスは許容濃度（ アンモニアにあっ

ては、 許容濃度の２ 倍の値)以下 

( b)  警報作動時間は警報設定値の 1. 6 倍の

濃度において通常 30 秒以内（ アンモニアそ

の他これに類するガスにあっ ては１ 分）  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

低温検知 
警報設備 

外観 
目視によ り 、 変形、 その他の異常の有

無を確認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

 作動状況 
模擬入力、 その他の方法により 、 確実

に作動するこ と を確認する。  

火炎検知 

警報設備 

外観 
目視によ り 、 変形、 その他の異常の有

無を確認する。  

作動状況 
模擬入力、 その他の方法により 、 確実

に作動するこ と を確認する。  

火災検知 
警報設備 

外観 
目視によ り 、 変形、 その他の異常の有

無を確認する。  

作動状況 
模擬入力、 その他の方法により 、 確実

に作動するこ と を確認する。  

保安通信設備等 
無線通信 

ページング 
作動状況 

実使用によ り 、 正常に使用でき る か確

認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

コ メ ン ト の追加 [A39]:  ④他項目と の表現方法を 統一す

るため。  

コ メ ン ト の追加 [A40]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A41]:  ⑥JGA指針間の用語統一 

コ メ ン ト の追加 [A42]:  ④他項目と の表現方法を 統一す

るため。「 損傷その他」 →損傷、 その他」  

コ メ ン ト の追加 [A43]:  ③定期自主検査要領と の整合の

ため「 外観/作動/機能/精度/距離/測定」 の中から 適切

な項目を 選定 

コ メ ン ト の追加 [A44]:  ⑦検査項目と の整合のため記載

を 修正 

コ メ ン ト の追加 [A45]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A46]:  ③定期自主検査要領と の整合の

ため「 外観/作動/機能/精度/距離/測定」 の中から 適切

な項目を 選定 

コ メ ン ト の追加 [A47]:  ⑥官庁及び JGA指針間の用語統

一 

コ メ ン ト の追加 [A48]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A49]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A50]:  同上 

コ メ ン ト の追加 [A51]:  同上 
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点検及び検査の対象設備 
点検及び 
検査項目 

点検及び検査方法 判定及び処置 

構内監視装置  

 

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

遮断装置 

外観 
目視によ り 、 変形、 損傷、 着霜、 その

他の異常の有無を確認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を 調査し て状況に応じ て調整等その他の処

置を する。  
作動状況 

運転に支障の無い範囲で開閉操作を 行

い（ 遠隔操作弁、 緊急遮断弁について

は、 遠隔操作によ る 。）、 円滑かつ確実

に作動するこ と を確認する。  

緊急停止装置 

外観 
目視により 、 変形、 損傷、 着霜、 その他

の異常の有無を確認する。  

作動状況 
模擬入力、 その他の方法により 、 確実

に作動するこ と を確認する。  

防液堤 

排水状況 

（ Ｐ Ｃ 地上式
貯槽を 除く 。 ）  

防液堤内に水が溜まっ ていないこ と を

確認する。  

水が溜まっ ている場合は排水する 。  

外観 

目視により 、 以下の事項を確認する。  

( 1)  本体に亀裂、 損傷、 その他の異常の

有無 

( 2)  周辺地盤に陥没、 貫通穴等の異常の

有無 

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

防火設備 

散水設備 

水消火栓 

固定式放水銃 

ウォ ータ ー 
カ ーテン設備 

屋外給水栓 

外観 

以下次の事項を確認する。  

( 1)  目視により 、 変形、 損傷、 腐食、 そ

の他の異常の有無 

( 2)  水槽については水量の保有状況 

( 3)  水消火栓については、 消火栓箱内の

所定のホース及び筒先の実装状況 

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

作動状況 

（ 屋外給水栓
を除く 。）  

１ 以上の抜き 取り で、 実作動による 放水

検査を 実施し 、 確実に作動する こ と を確

認する。  

消火設備 

粉末消火器 

外観 

目視により 、 以下次の事項を確認する。  

( 1)  所定の能力の消火器が必要数量以上

設置さ れているこ と 。  

( 2)  消火器及び収納箱の腐食、 変形、 損

傷、 その他の異常の有無。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた消火器については、 原

因を 調査し て修理等状況に応じ た処置を す

る 。 修理不可能なも のは廃棄し 、 必要数量

分を 補充する。  

機能 

設置数及び経過年数に応じ 、 適切な抜き

取り により 消火器の分解検査、 薬剤性状

及び放射能力の確認を 行う 。  

粉末消火設備 

外観 
目視により 、 変形、 損傷、 その他の異常

の有無を確認する。  

( 1)  異常のない場合は合格と する。  

( 2)  異常が認めら れた場合は、 速やかに原因

を調査し 、 修理等状況に応じ た処置をする。 

作動状況 

試験用ガスを用いて実施し 、 起動装置及

び選択弁が確実に作動し 、 試験用ガスが

放射さ れるこ と を 確認する 。 複数個設置

し ている場合は、 １ 以上の抜き 取り によ

る。  

耐熱措置 
散水装置 

水消火栓 等 

外観 
目視により 、 変形、 損傷、 その他の異常

の有無を確認する。  

作動状況 

実作動により 放水検査を実施し 、 確実に

作動するこ と 。 複数個設置し ている 場合

は、 １ 以上の抜き 取り による。  

 

コ メ ン ト の追加 [A52]:  ③定期自主検査要領と の整合の

ため「 外観/作動/機能/精度/距離/測定」 の中から 適切

な項目を 選定 

コ メ ン ト の追加 [A53]:  ⑤主要な劣化モード と し て新た

に追加（ 遮断装置と の整合のため、）  

コ メ ン ト の追加 [A54]:  ③定期自主検査要領と の整合の

ため「 外観/作動/機能/精度/距離/測定」 の中から 適切

な項目を 選定 

コ メ ン ト の追加 [A55]:  ④他項目と の表現方法を 統一す

るため。「 次」 →「 以下」  

コ メ ン ト の追加 [A56]:  同上。「 その他異常」 →「 その他

の異常」  

コ メ ン ト の追加 [A57]:  ③定期自主検査要領と の整合の

ため「 外観/作動/機能/精度/距離/測定」 の中から 適切

な項目を 選定 

コ メ ン ト の追加 [A58]:  ④他項目と の表現方法を 統一す

るため。「 次」 →「 以下」  

コ メ ン ト の追加 [A59]:  ③定期自主検査要領と の整合の

ため「 外観/作動/機能/精度/距離/測定」 の中から 適切

な項目を 選定 

コ メ ン ト の追加 [A60]:  同上 
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【 参  考】  

＊＊１  経年変化に対し ては、 次の検査等を実施し 、 状況に応じ て必要な措置を 講ずるこ と

も 機能及び性能を維持するために有効である。  

( 1)  水を 通ずる 配管に対する肉厚測定 

( 2)  凍結防止措置の保温に対する含水率の計測 

( 3)  非常用発電機（ ケーブル含む） に対する絶縁診断 

( 4)  蓄電池に対する内部抵抗計測 

( 5)  防液堤に対する画像診断技術を用いたコ ンク リ ート 劣化診断 
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付属書１  ユーザーのための工場防爆設備ガイ ド を用いた 

危険箇所の分類および範囲の判定の例 

 

1.  一  般  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  117 
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3.  技術指針 参考資料 11 に基づく 危険箇所の分類および範囲の判定の流れ  · · · · · · · · · · ·  118 

4.  危険箇所の分類および範囲の判定の例  · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  119 

4. 1 例１ （ Ｌ Ｎ Ｇ 気化器下流フ ラ ンジ部）   · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  119 

4. 2 例２ （ Ｌ Ｐ Ｇ 気化器上流バルブ軸シール部）   · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  126 

 

  

コ メ ン ト の追加 [A1]:  付属書１ を新設 
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付属書１  ユーザーのための工場防爆設備ガイ ド を用いた 

危険箇所の分類および範囲の判定の例 

 

1.  一  般 

 本付属書は、 ガス事業における製造設備について、 独立行政法人 労働安全衛生総合研究所

「 ユーザーのための工場防爆設備ガイ ド 」（ 以下、「 技術指針」 と いう 。）  参考資料 11 を用い

て、 危険箇所の分類および範囲の判定を 行う 例を示すも のである。 実際の設備で危険箇所を設

定する際は、 技術指針 参考資料 11 を十分理解し たう えで、 設備の設置環境・ 使用条件等を踏

まえてリ スク 評価を行い、 事業者が自ら の責任で適切に設定するこ と 。 なお、 危険箇所の分類

の実施や残留リ スク への対処について、 技術指針 参考資料 12 が参考と し て活用できる。  

 

2.  用語の定義 

 本付属書で使用する用語は指針本文、 技術指針で使用する用語の例による。＊1 

 

【 解  説】  

＊１  本付属書に記載さ れている用語の定義のう ち、 主なも のを次に示す。  

( 1)  「 放出源」 と は、 ガス状の爆発性雰囲気が形成さ れ得るほどの可燃性ガス、 蒸気又

は液体が大気中に放出（「 漏えい」 を含む。） する可能性がある 箇所又は位置。  

( 2)  「 放出等級」 と は、 放出源から 可燃性物質の放出が起こ る 頻度などによっ て、 連続

等級、 第一等級及び第二等級の三つの基本的な等級に分類さ れるも の。  

( 3)  「 放出率」 と は、 放出源から 単位時間あたり に放出さ れる 可燃性ガス、 蒸気若し く

はミ スト の量。  
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3.  技術指針 参考資料 11 に基づく 危険箇所の分類および範囲の判定の流れ 

 技術指針 参考資料 11 は、事業者による詳細なリ スク 評価を容易にするこ と によ っ て、法令

が定める保安レ ベルを 低下さ せるこ と なく 、精緻な危険箇所の設定を 可能と するこ と を目的に、

危険箇所、 特に第二類危険箇所と 非危険箇所と の判定に関する 詳細な設定方法についてＩ Ｅ Ｃ

規格（ I EC 60079-10-1 Edi t i on 2. 0 2015-09） の漏洩、 換気風量の表を 利用し てまと めたも の

である。  

 技術指針 参考資料 11 を用いて危険箇所の分類および範囲を判定するには、 設備の設置環

境・ 使用条件等を基に適切にパラ メ ータ を 設定する必要がある。第二等級放出源周辺において、

危険箇所を分類するためのリ スク 評価方法の流れは、 図１ の通り である 。  

 まず、 ①開口部面積を評価し 、 こ れに基づき ②放出特性を計算する。 ③換気速度を 評価し 、

②放出特性及び③換気速度をも と に、 ④換気度（ 高・ 中・ 低） を判定する。 ⑤換気有効度（ 良・

可・ 弱） を判定し 、 放出等級に応じ て④換気度及び⑤換気有効度を 、 ⑥危険箇所の区分への換

気の影響評価のテーブルに当てはめ、 危険箇所の区分を決定する。 換気度「 高」 かつ換気有効

度「 良」 又は「 可」 であれば、 非危険箇所と 判定する。 換気度「 高」 かつ換気有効度「 弱」、 又

は換気度「 中」 であれば第二類危険箇所と 判定し 、 ⑦第二類危険箇所の危険距離を 決定する。  

 

 

 

図１  危険箇所の分類および範囲の判定のためのリ スク 評価フ ロー( 第二等級放出源)  

 

  

①開口部面積 

②放出特性 

③換気速度 

④換気度 

高・ 中・ 低 

⑤換気有効度 

良・ 可・ 弱 

非危険箇所 

⑥危険箇所の区分への 

換気の影響評価 

第二類危険箇所 

⑦危険距離の推定 
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4.  危険箇所の分類および範囲の判定の例 

 ガス事業における製造設備について、技術指針 参考資料 11 を用いた危険箇所の分類および

範囲の判定の例を 以下に示す＊２（ 計算し た対象は例を示すために任意の１ 箇所を 選定し たも の

であり 、 影響範囲の大小を 考慮し て選定し たも のではない＊３ ）。  

 

【 解  説】  

＊２  ④換気度、 ⑦危険距離の決定については、 産業技術総合研究所の「 危険度区域分類事

例 Excel 」 を 用いて算出し た。  

＊３  第二類危険箇所のリ スク アセスメ ント の方法に関し て、 技術指針 参考資料 12 には、

「 プラ ント 内に無数に存在する フ ラ ンジ、 バルブ等の中で影響範囲が大き く なり そう な

箇所、 具体的には圧力の高い箇所、 燃焼下限界の低い物質を 取り 扱う 箇所、 メ ンテナン

ス頻度を 鑑みた上で漏洩時のピ ン ホールが大き いと 考えら れる 継手パッ キン 等を 選択

し リ スク アセスメ ント を 実施するこ と で、 危険箇所の範囲を 取り 決めるこ と と する 。」

と 例示さ れている。  

 

4. 1 例１ （ Ｌ Ｎ Ｇ 気化器下流フ ラ ンジ部）  

 Ｌ Ｎ Ｇ 気化器下流フ ラ ンジ部を 対象と し た危険箇所の分類およ び範囲の判定の例を 示す。 

 

 

 

図２  危険箇所の分類およ び範囲の判定対象（ 例１ ）  

 

  

判定対象 
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 本例における運転条件およびパラ メ ータ は表１ のと おり 。  

 ①～⑥は図１ のリ スク 評価フ ローの番号に対応する。  

 

表１  Ｌ Ｎ Ｇ 気化器下流フ ラ ンジ部の設置環境、 運転条件およびパラ メ ータ  

噴出する物質＊４  

名称 メ タ ン（ ガス）  

分子量 M[ kg／kmol ]  16. 043 

燃焼下限界 Ｌ Ｆ Ｌ [ vol ／vol ]  0. 05 

比熱比 γ 1. 311 

気体定数 R[ J／kmol ／K]  8, 314 

圧縮因子 Z １  

運転条件 

プロセス圧力 P[ Pa]  3, 101, 325（ ３ MPaG）  

プロセス温度 T[ K]  293. 15（ 20℃）  

放出源 

放出源 フ ラ ンジ部分、 ら せん型ガスケッ ト  

放出等級 第二等級 

①開口部面積 S[ mm2]  0. 025 

放出係数 Cd 0. 75 

ガス放出率 Wg 0. 000100 

安全率 k １  

放出ガス密度 ρ
g
[ kg／m3]  0. 666964 

②放出特性 
Wg

ρ
g
×k×Ｌ Ｆ Ｌ

[ m3／s]  0. 002994 

評価場所 

屋外 障害物の無い場所 

高さ [ m]  ２  以下 

③換気速度［ m／s］  0. 5 

大気圧 Pa[ Pa]  101, 325 

雰囲気温度 Ta[ K]  293. 15（ 20℃）  

④換気度 高換気 

⑤換気有効度 良 

⑥危険箇所の区分への換気の影響評価 非危険箇所 

 

【 解  説】  

＊４  噴出する物質は、 メ タ ン 100％（ 理想気体） と 想定し た。  
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①開口部面積 

 表２ のと おり 、 技術指針 参考資料 11 表 11-１ の「 ら せん型ガスケッ ト 、 又は類似

のも のを備えたフ ラ ンジ」「 放出開口部が拡大し ない条件」 に該当する と 想定し た。  

 

表２  開口部面積（ 例１ ）  

項目の 

種類 
項 目 

漏れの考察 

放出開口部が拡

大し ない条件の

典型的値 

 

S( ㎟)  

放出開口部が拡

大可能な条件の

典型的値（ 例：

エロージョ ン）  

S( ㎟)  

放出開口部が深刻な 程

度ま で拡大する 可能性

のある 典型的値 

（ 例： 噴出・ 破裂）  

S( ㎟)  

固定部分の 

シーリ ング 

エレメ ント  

圧縮繊維ガ スケッ ト 、

又は類似のも のを 備え

たフ ラ ン ジ 

0. 025≦S≦0. 25 0. 25＜S≦2. 5 

（ ２ つのボルト 間の 

セク タ ー）  

× 

（ ガスケッ ト の厚さ ）  

通常、 １ ㎜以上 

ら せん型ガ スケッ ト 、

又は類似のも のを 備え

たフ ラ ン ジ 

0. 025 0. 25 

（ ２ つのボルト 間の 

セク タ ー）  

× 

（ ガスケッ ト の厚さ ）  

通常、 0. 5 ㎜以上 

リ ン グ型ジョ イ ン ト  

接続 
0. 1 0. 25 0. 5 

小口径接続部ａ  

50 ㎜以下 
0. 025≦S≦0. 1 0. 1＜S≦0. 25 1. 0 

低速作動の 

シーリ ング 

エレメ ント  

バルブステム 

パッ キン  
0. 25 2. 5 

設備製造者のデータ に

応じ て定義する こ と 。

ただし 、2. 5 ㎟以下にし

ないこ と 。 ｄ  

圧力放出弁ｂ  
0. 1×（ オリ フィ ス

断面積）  
NA NA 

高速作動の 

シーリ ング 

エレメ ント  

ポン プ及び 

コ ン プレ ッ サｃ  
NA １ ≦S≦５  

設備製造者のデータ 、

そし て/または、 プロ セ

スユニッ ト 構成に応じ

て定義する こ と 。 た だ

し 、 ５ ㎟以上にする こ

と 。 ｄ  and ｅ  

出典 （ 独立行政法人） 労働安全衛生総合研究所  

   「 ユーザーのための工場防爆設備ガイ ド 」  
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②放出特性 

 本例はプロセス圧力が臨界圧力（ 技術指針 参考資料 11 式( 6) から 算出） より も 高い

ため、「 ジェ ッ ト 噴出」 に該当すると 想定し 、 技術指針 参考資料 11 式( 1) 、 ( 2) を用

いて、 放出特性を 算出し た。  

 

技術指針 参考資料11 式( 1)  

放出率Wg＝CdSPඨ γ
M

ZRT
൬

２

γ+１
൰

γ＋１

γ-１
  ( kg／s)  

S ： 開口部面積( m2)  

P ： プロセス圧力( Pa)  

γ： 比熱比（ 無次元）  

M ： 可燃性ガスの分子量 M( kg／kmol )  

T ： プロセス温度( K)  

R ： 気体定数( J／kmol ／K)  

Cd： 放出係数（ 無次元）  

Z ： 圧縮因子（ 無次元）  

 

技術指針 参考資料11 式( 2)  

放出特性＝
Wg

ρ
g
×k×Ｌ Ｆ Ｌ

 ( m3／s)  

ρ
g
   ： ガスの密度( kg／m3)  

Ｌ Ｆ Ｌ ： 爆発下限界( vol ／vol )  

k     ： 安全率( 無次元)   

 

技術指針 参考資料11 式( 6)  

臨界圧力Pc＝Pa ൬
γ＋1

2
൰

γ

γー1
 ( Pa)  

Pa： 大気圧( 101, 325 Pa)  

γ： 比熱比（ 無次元）  

 なお、メ タ ンの臨界圧力は、186, 346Pa（ γ＝1. 311）、プロパンの臨界圧力は、175, 538Pa

（ γ＝1. 136） と なる。  

 

 放出係数は、 技術指針 参考資料 11 3. 1. 2. の「 丸みを 帯びたオリ フ ィ スでは 0. 95

から 0. 99 の値を 、 鋭い形のオリ フ ィ スでは 0. 50 から 0. 75 が典型的」 と 、「 プラ ン ト 内

における危険区域の精緻な設定方法に関するガイ ド ラ イ ン解説書」（ 2021 年３ 月、 経済

産業省） の「 シーリ ングエレメ ント やフ ラ ンジ等、 配管の継ぎ手部分にでき た隙間、 小

さ な放出口の放出係数は 0. 75 の値を 取るのが一般的」 を 参考に、 0. 75 と し た。  
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 圧縮因子は可燃性物質を 理想気体と みなし 、 １ と し た。  

 安全率は可燃性物質のＬ Ｆ Ｌ が明確であるこ と から 、 １ と し た。  

 

③換気速度 

 表３ のと おり 、 技術指針 参考資料 表 11-２ の「 空気より 軽いガス、 障害物無し 、

地上から の高さ ≦２ m」 の条件に該当すると 想定し た。  

 なお、 メ タ ンのガス比重は 0. 554 である こ と から 、 空気より 軽いガスを想定し た。  

 

表３  換気速度（ 例１ ）  

屋外の場所の種類 障害物無し  障害物有 

地上から の高さ  ≦２ m ２ m超, ５ m以下 ＞５ m ≦２ m ２ m超, ５ m以下 ＞５ m 

空気よ り 軽いガ ス /

蒸気の希釈を 見積も

る ための換気速度の

示唆値 

0. 5 

m/s 
１ m/s 

２  

m/s 

0. 5 

m/s 
0. 5m/s 

１  

m/s 

空気ガスよ り 重いガ

ス /蒸気の希釈を 見

積も る ための換気速

度の示唆値 

0. 3 

m/s 
0. 6m/s 

１  

m/s 

0. 15 

m/s 
0. 3m/s 

１  

m/s 

任 意 の 高 さ で 液 体

プール蒸発率を 評価

する ための換気速度

の示唆値 

＞0. 25m/s ＞0. 1m/s 

一般に表の値は換気有効度を 可と し て適用し てよい。  

屋内地域では、 評価は通常、 最低流速 0. 05m/s と いう 仮定に基づいて行われるべき であり 、 こ れ

は事実上いたると こ ろ に存在する。特定の状況では（ 例えば、空気の吸入/排出用の開口部の近く ）

異なる 値を 仮定する こ と ができ る。 換気装置を 制御する こ と ができ る場合、 最小換気速度を計算

するこ と ができ る 。  

 

注記； JI S_ C 60079-10: 2008 より  

実際の適用は， 比重が 0. 8 未満のガス又は蒸気は空気より 軽いと みなし ， 比重が 1. 2 を 超える  

場合は空気より 重いと みなす。 こ れら の間の場合には， 両方の可能性を 考慮する。  

 

出典 （ 独立行政法人） 労働安全衛生総合研究所  

   「 ユーザーのための工場防爆設備ガイ ド 」  
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④換気度 

 表１  Ｌ Ｎ Ｇ ガス発生設備下流配管フ ラ ンジの運転条件およびパラ メ ータ に基づき 、

④換気度を 算出すると 、 図３  換気度（ 例１ ） のと おり 、 高換気と なる。  

 

 

出典 （ 独立行政法人） 労働安全衛生総合研究所  

   「 ユーザーのための工場防爆設備ガイ ド 」  

 

図３  換気度（ 例１ ）  

 

⑤換気有効度 

 「 プラ ント 内における危険区域の精緻な設定方法に関する ガイ ド ラ イ ン 」 （ 2020 年１

月、 経済産業省）  3. 1. 5 にて、 「 屋外では、 通常、 実質的に連続し て存在する最低風

速 0. 5 m/s をも と に換気の評価を行う 。 こ の場合、 換気の有効度を『 良』 と みなし てよ

い。」 と 記載さ れている。本例は屋外設置かつ、障害物の無い場所を想定し ているため、

換気有効度は良と し た。  

 

  

低換気 

中換気 

高換気 
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⑥危険箇所の区分への換気の影響評価 

 技術指針 表２ -B. １ を用いて評価すると 、表４ のと おり 、非危険場所と 判定さ れる。  

 

表４  危険箇所の区分への換気の影響（ 例１ ）  

放
出
源
の
等
級 

換気度 

高換気 中換気 低換気 

換気有効度 

“ 良”  

換気有効度 

“ 可”  

換気有効度 

“ 不可”  

換気有効度 

“ 良”  

換気有効度 

“ 可”  

換気有効度 

“ 不可”  

換気有効度 

“ 良”  

“ 可”  

又は“ 不可” 

連
続
等
級 

（ ゾ ーン ０

NE）ａ ）  

非危険 

（ ゾ ーン ０

NE）ａ ）  

ゾーン ２  

（ ゾ ーン ０

NE）ａ ）  

ゾーン１  

ゾーン０  

 

 

ゾーン０  

＋ 

ゾーン２  

ゾーン ０  

＋ 

ゾーン １  

ゾーン０  

 

 

第
一
等
級 

（ ゾ ーン １

NE）ａ ）  

非危険 

（ ゾ ーン １

NE）ａ ）  

ゾーン ２  

（ ゾ ーン １

NE）ａ ）  

ゾーン２  

ゾーン１  

 

 

ゾーン１  

＋ 

ゾーン２  

ゾーン １  

＋ 

ゾーン ２  

ゾーン１  

又は 

ゾーン０ ｃ ）  

第
二
等
級
ｂ ） 

（ ゾ ーン ２

NE）ａ ）  

非危険 

 

（ ゾ ーン ２

NE）ａ ）  

非危険 

 

ゾーン２  

 

 

 

ゾーン２  

 

 

 

ゾーン２  

 

 

 

ゾーン ２  

 

 

 

ゾーン１  

ど ち ら かと

いえば 

ゾーン０ ｃ ）  

注記・ 例えば、 ＋ゾーン２ は、 ゾーン２ に囲まれたこ と を 意味する。  

  ・ 表中のゾーン０ 、１ 、２ は、特別危険箇所、 第一類危険箇所、第二類危険箇所と 読み替える 。 

   （ I EC規格から 引用し ているため、 表記の都合によ っ てゾ ーンと 表現し ている。）  

注ａ ） ゾーン０ NE、 ゾーン １ NE 又はゾーン２ NE は、 通常条件下で無視でき る範囲の理論的危険度

区域を 示す。  

 ｂ ） 第二等級の放出による ゾーン ２ の区域は、 第一等級又は連続等級の放出による 区域を超え

る こ と も あり 得る。 こ の場合、 長い距離を 考慮する。  

 ｃ ） 換気が非常に弱く 、 かつ、 ガス状の爆発性雰囲気が実質的に連続し て存在する放出の場合、

ゾーン ０ と なる （ すなわち“ 無換気” に近づく ）。  

出典 （ 独立行政法人） 労働安全衛生総合研究所  

   「 ユーザーのための工場防爆設備ガイ ド 」  
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4. 2 例２ （ Ｌ Ｐ Ｇ 気化器上流バルブ軸シール部）  

 Ｌ Ｐ Ｇ 気化器上流バルブ軸シール部を 対象と し た危険箇所の分類およ び範囲の判定の例

を 示す。  

 

 

図４  危険箇所の分類およ び範囲の判定対象（ 例２ ）  

 

  

判定対象 
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 本例における運転条件およびパラ メ ータ は表５ のと おり 。  

 ①～⑦は図１ のリ スク 評価フ ローの番号に対応する。  

 

表５  Ｌ Ｐ Ｇ 気化器上流バルブ軸シール部の設置環境、 運転条件およびパラ メ ータ  

噴出する物質＊５  

 名称 プロ パン（ 液）  

分子量 M[ kg／kmol ]  44. 097 

燃焼下限界 Ｌ Ｆ Ｌ [ vol ／vol ]  0. 024 

気体定数 R[ J／kmol ／K]  8, 314 

液体密度[ kg／m3]  580 

運転条件 

プロセス圧力 P[ Pa]  3, 101, 325（ ３ MPaG）  

放出源 

放出源 バルブステムパッ キン 

放出等級 第二等級 

①開口部面積 S[ mm2]  0. 25 

放出係数 Cd 0. 75 

液体の放出率 Wl [ kg／s]  0. 011061 

液体の気化率 Ec[ ％]  100 

安全率 k １  

ガス放出率 Wg 0. 011061 

放出ガス密度 ρ
g
[ kg／m3]  1. 833267 

②放出特性 
Wg

ρ
g
×k×Ｌ Ｆ Ｌ

[ m3／s]  0. 251393 

評価場所 

屋外 障害物の無い場所 

高さ [ m]  ２ 超、 ５ 以下 

③換気速度［ m／s］  0. 6 

大気圧 Pa[ Pa]  101, 325 

雰囲気温度 Ta[ K]  293. 15（ 20℃）  

④換気度 中換気 

⑤換気有効度 良 

⑥危険箇所の区分への換気の影響評価 第二類危険箇所 

⑦危険距離の決定[ m]  4. 49 

 

【 解  説】  

＊５  噴出する物質は、 プロパン 100％（ 理想気体） と 想定し た。  
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①開口部面積 

 表６ のと おり 、技術指針 参考資料 11 表 11-１ のう ち、「 バルブステムパッ キン」「 放

出開口部が拡大し ない条件」 に該当すると 想定し た。  

 

表６  開口部面積（ 例２ ）  

項目の 

種類 
項 目 

漏れの考察 

放出開口部が拡

大し ない条件の

典型的値 

 

S( ㎟)  

放出開口部が拡

大可能な条件の

典型的値（ 例：

エロージョ ン）  

S( ㎟)  

放出開口部が深刻な 程

度ま で拡大する 可能性

のある 典型的値 

（ 例： 噴出・ 破裂）  

S( ㎟)  

固定部分の 

シーリ ング 

エレメ ント  

圧縮繊維ガ スケッ ト 、

又は類似のも のを 備え

たフ ラ ン ジ 

0. 025≦S≦0. 25 0. 25＜S≦2. 5 

（ ２ つのボルト 間の 

セク タ ー）  

× 

（ ガスケッ ト の厚さ ）  

通常、 １ ㎜以上 

ら せん型ガ スケッ ト 、

又は類似のも のを 備え

たフ ラ ン ジ 

0. 025 0. 25 

（ ２ つのボルト 間の 

セク タ ー）  

× 

（ ガスケッ ト の厚さ ）  

通常、 0. 5 ㎜以上 

リ ン グ型ジョ イ ン ト  

接続 
0. 1 0. 25 0. 5 

小口径接続部ａ  

50 ㎜以下 
0. 025≦S≦0. 1 0. 1＜S≦0. 25 1. 0 

低速作動の 

シーリ ング 

エレメ ント  

バルブステム 

パッ キン  
0. 25 2. 5 

設備製造者のデータ に

応じ て定義する こ と 。

ただし 、2. 5 ㎟以下にし

ないこ と 。 ｄ  

圧力放出弁ｂ  
0. 1×（ オリ フィ ス

断面積）  
NA NA 

高速作動の 

シーリ ング 

エレメ ント  

ポン プ及び 

コ ン プレ ッ サｃ  
NA １ ≦S≦５  

設備製造者のデータ 、

そし て/または、 プロ セ

スユニッ ト 構成に応じ

て定義する こ と 。 た だ

し 、 ５ ㎟以上にする こ

と 。 ｄ  and ｅ  

出典 （ 独立行政法人） 労働安全衛生総合研究所  

   「 ユーザーのための工場防爆設備ガイ ド 」  
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②放出特性 

 噴出し た液体が蒸発プールを 形成せず即時気化する（ 気化率 Ec： 100％） と 想定し 、

技術指針 参考資料 11 式( 2) 、 ( 3) 、 ( 4) を 用いて、 放出特性を 算出し た。 ＊６  

 

技術指針 参考資料11 式( 2)  

放出特性＝
Wg

ρ
g
×k×Ｌ Ｆ Ｌ

 ( m3／s)  

ρ
g
   ： ガスの密度( kg／m3)  

Ｌ Ｆ Ｌ ： 爆発下限界( vol ／vol )  

k     ： 安全率( 無次元)   

 

技術指針 参考資料11 式( 3)  

液体状態の放出率Wl =CdSට ２ ρΔP ( kg／s)  

Cd ： 放出係数（ 無次元）  

S  ： 開口部面積( m2）  

ρ ： 液体密度( kg／m3)  

ΔP： 差圧( Pa)   

 

技術指針 参考資料11 式( 4)  

ガスの放出率W
g
＝

EcWl

100
 ( kg／s)  

EC： 単位時間で気化し た液体の割合（ ％）  

W1： ガスの放出率( kg／s)  

 

 放出係数は、 技術指針 参考資料 11 3. 1. 2. 「 丸みを帯びたオリ フ ィ スでは 0. 95 か

ら 0. 99 の値を 、 鋭い形のオリ フ ィ スでは 0. 50 から 0. 75 が典型的」 と 、「 プラ ント 内に

おける危険区域の精緻な設定方法に関する ガイ ド ラ イ ン解説書」（ 2021 年３ 月、 経済産

業省） の「 シーリ ングエレ メ ン ト やフ ラ ン ジ等、 配管の継ぎ手部分にでき た隙間、 小さ

な放出口の放出係数は 0. 75 の値を取るのが一般的」 を参考に、 0. 75 と し た。  

 圧縮因子は可燃性物質を 理想気体と みなし 、 １ と し た。  

 安全率は可燃性物質のＬ Ｆ Ｌ が明確であるこ と から 、 １ と し た。  

 

【 解  説】  

＊６  技術指針 参考資料 12 事例２ では、フ ラ ッ シュ 計算結果に基づき気化率を 設定する

事例が示さ れている。  
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③換気速度 

 表７ のと おり 、 技術指針 参考資料 11 表 11-２ のう ち、「 空気ガスより 重いガス、

障害物無し 、 地上から の高さ ２ m超, ５ m以下」 の条件に該当すると 想定し た。  

 なお、プロパンのガス比重は 1. 5323 であるこ と から 空気ガスより 重いガスを想定し た。 

 

表７  換気速度（ 例２ ）  

屋外の場所の種類  障害物無し   障害物有 

地上から の高さ  ≦２ m ２ m超, ５ m以下 ＞５ m ≦２ m ２ m超, ５ m以下 ＞５ m 

空気よ り 軽いガ ス /

蒸気の希釈を 見積も

る ための換気速度の

示唆値 

0. 5 

m/s 
１ m/s 

２  

m/s 

0. 5 

m/s 
0. 5m/s 

１  

m/s 

空気ガスよ り 重いガ

ス /蒸気の希釈を 見

積も る ための換気速

度の示唆値 

0. 3 

m/s 
0. 6m/s 

１  

m/s 

0. 15 

m/s 
0. 3m/s 

１  

m/s 

任 意 の 高 さ で 液 体

プール蒸発率を 評価

するための換気速度

の示唆値 

＞0. 25m/s ＞0. 1m/s 

一般に表の値は換気有効度を 可と し て適用し てよい。  

屋内地域では、 評価は通常、 最低流速 0. 05m/s と いう 仮定に基づいて行われるべき であり 、 こ れ

は事実上いたる と こ ろに存在する。特定の状況では（ 例えば、空気の吸入/排出用の開口部の近く ）

異なる 値を 仮定する こ と ができ る。 換気装置を 制御するこ と ができ る 場合、 最小換気速度を 計算

するこ と ができ る。  

 

注記； JI S_ C 60079-10: 2008 より  

実際の適用は， 比重が 0. 8 未満のガス又は蒸気は空気より 軽いと みなし ， 比重が 1. 2 を 超える  

場合は空気より 重いと みなす。 こ れら の間の場合には， 両方の可能性を 考慮する。  

 

出典 （ 独立行政法人） 労働安全衛生総合研究所  

   「 ユーザーのための工場防爆設備ガイ ド 」  
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④換気度 

 表５  Ｌ Ｐ Ｇ 気化器上流バルブ軸シール部の設置環境、 運転条件およびパラ メ ータ に

基づき 、 ④換気度を算出すると 、 図５  換気度（ 例２ ） の通り 、 中換気と なる。  

 

 

出典 （ 独立行政法人） 労働安全衛生総合研究所  

   「 ユーザーのための工場防爆設備ガイ ド 」  

 

図５  換気度（ 例２ ）  

 

⑤換気有効度 

 「 プラ ント 内における危険区域の精緻な設定方法に関する ガイ ド ラ イ ン 」 （ 2020 年１

月、 経済産業省）  3. 1. 5 にて、 「 屋外では、 通常、 実質的に連続し て存在する最低風

速 0. 5 m/s をも と に換気の評価を行う 。 こ の場合、 換気の有効度を『 良』 と みなし てよ

い。」 と 記載さ れている。本例は屋外設置かつ、障害物の無い場所を想定し ているため、

換気有効度は良と し た。  

 

  

低換気 

中換気 

高換気 
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⑥危険箇所の区分への換気の影響評価 

 技術指針 表２ -B. １ を 用いて評価する と 、 表８ の通り 、 第二類危険箇所と 判定さ れ

る。  

 

表８  危険箇所の区分への換気の影響（ 例２ ）  

放
出
源
の
等
級 

換気度 

高換気 中換気 低換気 

換気有効度 

“ 良”  

換気有効度 

“ 可”  

換気有効度 

“ 不可”  

換気有効度 

“ 良”  

換気有効度 

“ 可”  

換気有効度 

“ 不可”  

換気有効度 

“ 良”  

“ 可”  

又は“ 不可” 

連
続
等
級 

（ ゾ ーン ０

NE）ａ ）  

非危険 

（ ゾ ーン ０

NE）ａ ）  

ゾーン ２  

（ ゾ ーン ０

NE）ａ ）  

ゾーン１  

ゾーン０  

 

 

ゾーン０  

＋ 

ゾーン２  

ゾーン ０  

＋ 

ゾーン １  

ゾーン０  

 

 

第
一
等
級 

（ ゾ ーン １

NE）ａ ）  

非危険 

（ ゾ ーン １

NE）ａ ）  

ゾーン ２  

（ ゾ ーン １

NE）ａ ）  

ゾーン２  

ゾーン１  

 

 

ゾーン１  

＋ 

ゾーン２  

ゾーン １  

＋ 

ゾーン ２  

ゾーン１  

又は 

ゾーン０ ｃ ）  

第
二
等
級
ｂ ） 

（ ゾ ーン ２

NE）ａ ）  

非危険 

 

（ ゾ ーン ２

NE）ａ ）  

非危険 

 

ゾーン２  

 

 

 

ゾーン２  

 

 

 

ゾーン２  

 

 

 

ゾーン ２  

 

 

 

ゾーン１  

ど ち ら かと

いえば 

ゾーン０ ｃ ）  

注記・ 例えば、 ＋ゾーン２ は、 ゾーン２ に囲まれたこ と を 意味する。  

  ・ 表中のゾーン０ 、１ 、２ は、特別危険箇所、 第一類危険箇所、第二類危険箇所と 読み替える 。 

   （ I EC規格から 引用し ているため、 表記の都合によ っ てゾ ーンと 表現し ている。）  

注ａ ） ゾーン０ NE、 ゾーン １ NE 又はゾーン２ NE は、 通常条件下で無視でき る範囲の理論的危険度

区域を 示す。  

 ｂ ） 第二等級の放出による ゾーン ２ の区域は、 第一等級又は連続等級の放出による 区域を超え

る こ と も あり 得る。 こ の場合、 長い距離を 考慮する。  

 ｃ ） 換気が非常に弱く 、 かつ、 ガス状の爆発性雰囲気が実質的に連続し て存在する放出の場合、

ゾーン ０ と なる （ すなわち“ 無換気” に近づく ）。  

出典 （ 独立行政法人） 労働安全衛生総合研究所  

   「 ユーザーのための工場防爆設備ガイ ド 」  

 

⑦危険距離の決定 

 技術指針 参考資料 11 図 11-４ を用いて危険距離の評価を 行う と 、 本例では重いガ

スを想定し ている ため、 図６ の通り 、 4. 49mと なる。 ＊７ ＊８  
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参考 （ 独立行政法人） 労働安全衛生総合研究所  

   「 ユーザーのための工場防爆設備ガイ ド 」  

 

図６  危険距離の評価（ 例２ ）  

 

【 解  説】  

＊７  技術指針 参考資料 11 図 11-４ におけるガスの噴出形態については、 技術指針 参

考資料 11 3. 1. 7 にて、 以下の通り 示さ れている。  
 

ジェ ッ ト 放出： 妨げのない高速ジェ ッ ト 放出 

拡 散 性： 低速の拡散性ジェ ッ ト 放出、 又はジェ ッ ト 放出であっ て形状又は近傍の物 

体に表面衝突するこ と によ り 運動量を失う も の 

重 い ガ ス ： 重いガス又は蒸気であっ て水平な面（ 地面等） に沿っ て広がるも の 

 

 また、「 プラ ント 内における危険区域の精緻な設定方法に関するガイ ド ラ イ ン解説書」

（ 2021 年３ 月、 経済産業省） では、「 プロセス圧力が臨界圧力以上の場合はジェ ッ ト 放

出、 そう でない場合は拡散性」 と 定義さ れている。  

 

＊８  危険箇所の範囲について、「 プラ ント 内における危険区域の精緻な設定方法に関する

ガイ ド ラ イ ン 」（ 2020 年１ 月、 経済産業省） の「 2. 1. 1. 危険区域に関する 用語」 には、

「 ガスと 空気と の混合ガスが空気によっ て希釈さ れ爆発下限界を 下回る 値になる 箇所

までの、 放出源から あら ゆる方向への距離」 と 示さ れている。  

4.49 
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